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1 低炭素・循環型まちづくり戦略

重点戦略　市民ぐるみで，くらしやまちの変化を実現する「低炭素・循環型まちづくり戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 市民の自主
的な分別・
リサイクル
を促進する
仕組みの拡
充・強化

　資源化可能な紙ごみ，古着などのコミュニティ
回収や，せん定枝等の分別排出機会の拡大など，
市民の自主的な分別・リサイクルを促進する仕組
みの拡充・強化を図る。

・紙ごみ・古着
などのコミュニ
ティ回収での回
収拡大

・せん定枝の分
別排出機会の拡
大及び民間リサ
イクル施設への
誘導策の検討・
実施

・小型家電・電
池・水銀含有廃
棄物をはじめと
する資源物の回
収促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

紙ごみ排出
量

14万
トン
（25年度）

10万
トン

○ 875 環境政
策局

2 ピーク時か
らの食品ロ
ス半減に向
けた 2Rの
推進

　生ごみ 3キリ運動※の更なる推進や食べ残しゼロ
推進店舗認定制度の普及拡大など，ピーク時（平
成 12年度 9.6 万トン）からの食品ロス※半減に向
けた 2Rを推進する。

※３キリ運動：食材を使い切る「使いキリ」，食べ
残しをしない「食べキリ」，ごみとして出す前に水
を切る「水キリ」，これらの３つの「キリ」を推進
する運動
※食品ロス：食べ残しや手付かず食品

・生ごみ3キリ
運動，啓発物品
の配布等による
周知・啓発

・食べ残しゼロ
推進店舗の拡大，
PR

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

食品ロス排
出量

6.7 万
トン
（25年度）

5万
トン

○ 119 環境政
策局

3 京都ならで
はの新築住
宅の省エネ
化の推進

　日々の暮らし方の工夫による省エネを推進する
とともに，土塗壁や木製建具などが使用された京
都の気候及び風土に応じた住まいの省エネ基準を
設定するなど，新築住宅の省エネ化に取り組む。

・新築住宅の省
エネ化に向けた
検討

・京都の気候及
び風土に応じた
住まいにおける
省エネ基準の検
討

・新築住宅の省
エネ化の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・基準の適用開
始

― ― ― 26 都市計
画局



2 低炭素・循環型まちづくり戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 水素社会の
構築などエ
ネルギー関
連新技術等
の開発促進

　環境先進都市として先駆的な役割を果たすため，
製造過程において太陽光エネルギーから水素を製
造することで二酸化炭素を排出しない「CO2 フ
リー」の水素ステーションの導入をはじめ，燃料
電池自動車（FCV）によるカーシェアリングや家
庭用燃料電池システム（エネファーム）の設置助
成，水素関連技術の開発支援などに取り組み，「水
素エネルギー」の普及拡大を図るとともに，熱発
電チューブ※などのエネルギー関連新技術等の開発
を産学と連携して促進する。

※熱発電チューブ：チューブ内に温水を流し，
チューブ外に冷水を流すことで生じる温度差によ
り発電するもの

・FCVの普及促
進

・水素ステーシ
ョンの導入

・エネファーム
の普及促進

・エネルギー関
連新技術等の開
発促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

① FCV普
及台数

②水素ス
テーション
設置数

③エネ
ファームの
導入件数

①
5台

② 2基

③
2,316
件
（26年度）

①
750台

② 3基

③
24,640
件

○ 503 環境政
策局



3 低炭素・循環型まちづくり戦略

　柱 1　低炭素・循環型社会の実現に向けたライフスタイルの転換

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京都議定書
からパリ協
定につなが
った地球温
暖化対策の
都市間連携
等を通じた
国際的な推
進

　京都議定書誕生の地として，「イクレイ－持続可
能性をめざす自治体協議会」などの環境関係団体
と連携し，京都議定書からパリ協定につながった
地球温暖化対策に関する国際的な交流や本市の環
境政策の発信を行う。また，アジア諸国の自治体
を中心に，都市間連携を推進するなど，環境分野
での国際交流・技術協力を推進する。

・イクレイを通
じた先進的な地
球温暖化対策事
例の収集及び本
市温暖化対策に
係る取組の発信

・都市間連携に
よる国際交流・
技術協力の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 25 環境政
策局

2 ライフステ
ージに応じ
た系統的・
統合的な環
境教育基本
指針の策定
・推進

　今後，持続可能な社会を作る上で最大の鍵とな
るのが，人の環境に関する知識・意識の向上及び
行動の活性化であり，家庭，学校，職場，地域そ
の他のあらゆる場において環境とのつながりや，
環境保全について理解を深めるための環境教育を，
ライフステージに応じて系統的かつ統合的に推進
する，環境教育基本指針を策定し，基本指針に基
づく取組を推進する。

・基本指針の策
定

・基本指針に基
づく取組の推進

⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 5 環境政
策局

3 「DO YOU 
KYOTO?」
の推進を通
じた環境に
やさしいラ
イフスタイ
ルへの転換

　京都議定書が発効した2月 16日を記念して定め
た毎月 16 日の「DO YOU KYOTO? デー」（環境
に良いことをする日）において，市民，事業者と
一緒に，「ノーマイカーデー」などの統一行動を実
施する。また，各種イベントなど広報活動を積極
的に行い，「DO YOU KYOTO?」を合言葉に地球
温暖化対策，環境問題への意識啓発を促進し，環
境にやさしいライフスタイルへの転換を促進する。

・「DO  YOU 
KYOTO?デー」
における取組の
推進

・環境にやさし
いライフスタイ
ルへの転換に向
けた啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「DO YOU 
KYOTO?」
関連イベン
ト参加者数

812,477
人
（26年度）

910,000
人

○ 155 環境政
策局

4 環境にやさ
しい取組を
主体的に推
進するエコ
学区活動の
充実

　低炭素社会の実現に向けて，地域ぐるみでの環
境にやさしいライフスタイルへの転換を目的に，
各家庭の省エネを進めるためのアドバイスを行う
省エネ診断を実施する。また，学習会の開催支援
などを通じて，学区での主体的なエコ活動の充実
や市民の環境意識の向上を図る。

・学習会・省エ
ネ診断の実施及
び内容の充実

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 学習会等の
実施件数

38件
（26年度）

60件 ○ 250 環境政
策局



4 低炭素・循環型まちづくり戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 京エコロジ
ーセンター
の環境活動
拠点（海外
との交流，
大学生の環
境活動支援）
としての機
能向上

　身近なごみ問題から地球規模の環境問題につい
て，市民意識の定着を図り，家庭，地域，職場，
学校などのあらゆる場所で，環境にやさしい活動
の輪を広げるための拠点施設として，地域で環境
活動を行う担い手の育成に加え，大学生に対する
環境活動の支援拠点及び環境教育における国際的
な拠点としての機能を強化する。

・大学生への環
境活動支援拠点
機能の強化に向
けた検討

・環境教育にお
ける国際的な拠
点機能の強化に
向けた検討

・大学生への環
境活動支援拠点
機能の強化

・環境教育にお
ける国際的な拠
点機能の強化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

入館者数 91,847
人
（26年度）

92,000
人

○ 763 環境政
策局



5 低炭素・循環型まちづくり戦略

　柱 2　環境にやさしい都市づくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 エネルギー
マネジメン
トシステム
等を活用し
た市民，事
業者による
省エネ対策
の推進

　エネルギーを見える化し，空調・照明等の機器
の使用を制御することで，業態にあった省エネ対
策が可能となる「BEMS（ビルエネルギーマネー
ジメントシステム）」を普及させるなど，病院や宿
泊施設等の業務部門の省エネ対策を推進する。ま
た，「HEMS（家庭用エネルギーマネジメントシス
テム）」への設置補助等を通して，家庭内での最適
なエネルギー管理を進める。

・「BEMS普及コ
ンソーシアム京
都」を通じた，
省エネ，節電対
策の推進

・省エネ設備設
置の普及促進

・省エネ，節電
対策の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

エネルギー
消費量削減
率〈2010
年度比〉

9.5%
（25年度）

15% ○ 18 環境政
策局

2 岡崎地域公
共施設間エ
ネルギーネ
ットワーク
形成実証事
業の推進

　各公共施設に，BEMSや再生可能エネルギー等
を導入するとともに，各施設のBEMSのネットワー
ク構築（CEMS）によるエネルギーマネジメント
を実践し，公共施設でのエネルギーの効率化の先
導モデルを確立する。

・BEMS，CEMS
の運用

・「京都岡崎グリ
ーン技術・製品
実証支援事業」
の実施

⇒

⇒

⇒ ⇒ ⇒ 岡崎地域で
BEMSを導
入している
公共施設数

3箇所
（26年度）

6箇所 ○ 23 産業観
光局

3 低炭素社会
の実現に向
けた公共建
築物への再
生可能エネ
ルギーの率
先導入

　本市が整備する公共建築物において，「京都市公
共建築物低炭素仕様」に基づき，太陽光，太陽熱，
木質バイオマスなどの再生可能エネルギーを積極
的に導入し，低炭素化を推進する。

・公共建築物に
おける再生可能
エネルギーの導
入

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 再生可能エ
ネルギー設
備の導入に
より減少し
た二酸化炭
素排出量

544
トン
（26年度）

925
トン

○ ― 都市計
画局

4 良好な景観
を創出し，
低炭素社会
を実現する
京 都 型 環
境配慮住宅
「平成の京
町家」の更
なる普及促
進

　伝統的な京町家の知恵と現代的な技術を融合し
た京都型の環境配慮住宅である「平成の京町家」
について，その供給者である建築・住宅関連事業
者及び団体を中心に組織された「平成の京町家」
コンソーシアムを軸とした普及促進の取組を進め
るとともに，京都らしい住宅の啓発モデルとして，
より一層の普及を目指した取組を行う。

・「平成の京町
家」の認定

・「平成の京町
家」コンソーシ
アムと連携した
普及促進

・「平成の京町
家」モデル住宅
展示場の運営

・普及型平成の
京町家の制度化
に向けた検討

⇒

⇒

⇒

・普及促進制度
の創設・運用

⇒

⇒

・制度の運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①一般型及
び伝統型の
平成の京町
家の認定件
数

②普及型平
成の京町家
の着工戸数

①
46件
（26年度）

②―

①
160件

②
400件

○ 116 都市計
画局



6 低炭素・循環型まちづくり戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 祇園祭のチ
マキザサな
ど京都の祭
りや文化を
支えてきた
生物の保全
をはじめ，
市民や事業
者など多様
な主体の参
画による生
物多様性保
全の推進

　平成 26年 3月に策定した「京都市生物多様性
プラン」に基づき，①生きものの生息環境の保全，
②生物多様性を理解し，保全に向けて行動する市
民の支援，③保全活動を促す仕組みと市民や事業
者，大学等の関係者をつなぐネットワークの構築
などの取組を推進する。

・生物多様性プ
ランに基づく取
組の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ まちかど生
きもの観察
記応募作品
数

121点 130点 ○ 49 環境政
策局

6 緑視環境
（ひとの目
に見える緑
）の充実に
よる緑の満
足度の向上

　「京都市緑の基本計画」において緑化の目標と
して採用した「緑視率（人の目に見える緑の割合）」
の向上につながる事業を「緑視環境向上プロジェ
クト」として，6つの事業を推進する。
①桜景観創造プロジェクト（更新）
②ケヤキ並木保全・創造プロジェクト（更新及び
樹勢回復）
③紅葉景観創造事業（スズカケノキを紅葉街路樹
に樹種転換）
④道路の森づくり（市内の幹線道路の中央分離帯
に新たに高木を植栽）
⑤花の道づくり（街路樹のない歩道への新規植栽
や老朽化等が進行している街路樹の樹種転換）
⑥市民公募型緑化推進事業（市民の皆さまの意見
を基に緑化）

・①桜の更新

・②ケヤキの更
新及び樹勢回復
処置　　

・③スズカケノ
キの樹種転換

・④中央分離帯
への植樹

・⑤街路樹の植
樹及び樹種転
換

・⑥市民協働に
よる緑化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①更新本数

②更新本数

③樹種転換
本数

④植樹本数

⑤植樹及び
樹種転換本
数

⑥実施箇所
数

①
380 本

②
60本

③
410 本

④
730 本

⑤
1,059
本

⑥
1箇所
（27年度・
単年度）

①
750 本

②
130 本

③
1,100
本

④
1,000
本

⑤
1,500
本

⑥
11箇所

○ 1,852 建設局

7 市民の記念
植樹奨励制
度による花
の名所づく
りの推進

　結婚，誕生や設立記念等の慶事を迎えた市民・
企業・団体が，費用の一部を負担して花木を公園
等に記念植樹する記念植樹奨励事業により「花の
名所」を創出する。

・記念植樹の実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 記念植樹奨
励事業によ
る植樹本数

115 本 180 本 ○ 15 建設局



7 低炭素・循環型まちづくり戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

8 環境保全や
健康づくり
などを推進
する公園・
緑地の計画
的な整備

　市民との共汗により公園・緑地を計画的に整備
することで，子どもたちの安全な遊び場の確保や，
健康遊具の設置などによる公園利用者の健康志向
の増進，憩い，コミュニティ及びレクリエーショ
ンの場を提供するとともに，緑豊かな都市環境を
保全する。

・①測量設計，
工事（新規整備
・全面再整備）

⇒

・②測量設計，
工事（部分再整
備）

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①整備公園
数 ( 新規整
備及び全面
再整備 )

②①以外で
健康遊具を
設置する公
園数

①―

②―

①
15箇所

②
15箇所

○ 2,390 建設局

9 企業や大学
と協働した
魅力ある公
園利活用の
促進

　宝が池公園などの一部について，企業や大学等
に利用を許可（公園施設の設置許可・占用許可等）
し，企業や大学等のノウハウを活かした地域の交
流拠点（カフェ，ランナーズステーション等）の
創出や樹木の維持・管理等を行うことで，緑豊か
な環境の保持及び公園の利活用を促進する。

・公園の利活用
の促進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 「産・学・公」
で連携した
地域の公園
の利活用の
活動実績数

― 10件 ○ ― 建設局



8 低炭素・循環型まちづくり戦略

　柱 3　再生可能エネルギーの普及拡大，ごみ減量の推進

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 太陽光など
の再生可能
エネルギー
の普及拡大

　太陽光発電システム，蓄電システム，太陽熱利
用システムの設置助成などにより戸建住宅，共同
住宅，集会所における創エネ，省エネ設備の更な
る普及を図る。また，太陽光発電や小水力発電な
どの再生可能エネルギー利用設備を設置しようと
する地域コミュニティへコーディネーターを派遣
することなどにより，地域が主体となった再生可
能エネルギーの普及を支援する。
　さらに，「指定都市自然エネルギー協議会」にお
いて，再生可能エネルギーの普及拡大等に向けた
国への政策提言を強力に進め，再生可能エネルギー
の更なる普及を促進する。

・創エネ・省エ
ネ設備設置の普
及促進

・市民協働発電
制度の展開及び
進化

・再生可能エネ
ルギーの普及拡
大等に向けた政
策提言

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

再生可能エ
ネルギー導
入量

770TJ
（26年度）

1,690TJ ○ 1,043 環境政
策局

2 バイオマス
（生物由来
の有機性資
源）活用の
推進

  バイオマスの活用により，環境負荷の少ない持
続可能な社会の実現や農林業の振興をはじめとす
る地域の活性化等を図るため，京都市バイオマス
活用推進計画 (2011-2020) に基づき，バイオマス
の活用を総合的かつ計画的に推進する。
   また，バイオマス産業都市構想を策定し，生ご
み，紙ごみからエタノールを製造する「都市油田」
発掘プロジェクトや間伐材等を使う「木質バイオ
マス発電」に取り組むなど，地域の特色を生かし
たバイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害
に強いまちづくりを進める。

・京都市バイオ
マス活用推進計
画に掲げる取組
の推進

・バイオマス産
業都市構想の策
定

⇒

・バイオマス産
業都市構想の推
進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

市内に存在
するバイオ
マス利用の
割合

47%
（24年度）

55% ○ 162 環境政
策局
産業観
光局

3 下水汚泥か
ら発生する
消化ガスな
ど下水道資
源の有効活
用の推進

　下水処理過程で使用するエネルギーの削減や，
汚泥などの下水道資源の活用拡大を目指し，消化
ガス関連施設の再整備の継続に加え，汚泥焼却施
設の再整備に着手するとともに，発電などを含め
た総合的な活用に関する中長期計画を策定する。

・消化ガス有効
利用の拡大に向
けた消化タンク
等の再整備工事

・脱水ケーキ及
び焼却灰のセメ
ント原料化

・下水道資源の
新たな有効活用
方法の検討

・工事完了

⇒

⇒

・消化ガス有効
活用

⇒

・下水道資源の
有効活用に係る
総合的な中長期
計画の策定

⇒

⇒

・計画に基づく
取組の推進

⇒

⇒

⇒

消化ガス有
効利用量

1,000
千N㎥
（26年度）

2,500
千N㎥

○ 2,290 上下水
道局



9 低炭素・循環型まちづくり戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 レジ袋の削
減，イベン
トのエコ化
などの市民，
事業者との
協働による
2Rの推進

　2Rを中心とするごみ減量に関する事業者，市民
等の実施義務又は努力義務に関する取組を推進す
るとともに，レジ袋有料化等によるレジ袋削減（す
べての食品スーパーや食品スーパー以外の業態へ
の拡大）や，リユース食器・公共交通機関の利用
を促進するなどイベントのエコ化を推進する。

・2R 等に関す
る継続的な周知
・啓発

・レジ袋有料化
等によるレジ袋
削減の拡大

・ごみ減量に取
り組むエコイベ
ント等の拡大に
向けた取組の推
進

・リユース食器
の利用拡大に向
けた取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

レジ袋排出
量

3,200
トン
（25年度）

1,800
トン

○ 246 環境政
策局

5 家庭ごみや
事業ごみの
徹底した分
別によるリ
サイクルの
推進

　家庭ごみ・事業ごみの分別の義務化とその周知・
啓発を徹底するとともに，マンションにおける分
別徹底に向けた更なる周知・啓発を行う。

・分別徹底に向
けた周知・啓発

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ プラスチッ
ク製容器包
装の分別実
施率

36%
（25年度）

60% ○ 141 環境政
策局

6 市民に親し
まれ，高い
創エネ機能
を備えた南
部クリーン
センター第
二工場（仮
称）への建
替えと環境
学習施設の
併設

　平成19年3月に休止した南部クリーンセンター
第二工場について，高効率なごみ発電やバイオガ
ス化施設の併設等，最新の廃棄物処理設備を整備
することにより，ごみの持つエネルギーを最大限
回収し，環境負荷の低減，地球温暖化の防止につ
なげるとともに，これまでのクリーンセンターの
イメージを一新させ，世界最先端の環境技術など
が楽しく学べる環境学習施設を整備する。

・建替え整備工
事

⇒ ⇒ ・稼働 ⇒ ― ― ― 32,663 環境政
策局



10 低炭素・循環型まちづくり戦略

　柱 4　低炭素・循環型社会を支える産業の創出・振興

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 市内産木材
の土木構造
物等への積
極的な活用
による環境
にやさしい
「地産地消」
の取組の強
化

　市内林業の持続的かつ健全な発展と森林の適正
な整備・保全に寄与する取組として，市内産木材
を防護柵や工事看板など，土木構造物等へ積極的
に活用し，「地産地消」の取組強化を図る。

・防護柵や工事
看板など，土木
構造物等への活
用

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 土木構造物
等における
みやこ杣木
使用量

15㎥
（26年度）

30㎥ ○ 50 建設局



11 歩いて楽しいまち・京都戦略

重点戦略　ひとと公共交通を優先する「歩いて楽しいまち・京都戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 公共交通機
関の乗継利
便性の向上

　京都駅南口駅前広場整備事業，阪急電鉄及び京
福電気鉄道の西院駅の再整備，ICカードの普及拡
大など，公共交通機関の乗継利便性を向上させる。 

・乗継利便性向
上策の検討・実
施

・ICカード普及
促進策の実施

・京都駅南口駅
前広場整備工事，
整備完了

・西院駅再整備
工事

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・西院駅再整備
完了

京都市内の
鉄道・バス
の利用者数

5億 7
千万人
（25年度）

6億 4
千万人

○ 2,532 都市計
画局
建設局

2 安心・安全
な歩行空間
創出の推進

　多くの市民・来訪者が利用する細街路において
自動車交通を抑制するエリアの拡大や東大路通等
での歩行環境の改善などにより，安心・安全で快
適な歩いて楽しい歩行空間を創出する。

・整備に向けた
関係機関との協
議及び周知・広
報

・東大路通にお
ける交通への影
響を考慮した歩
行環境改善策等
の検討・実施

・「歩いて楽しい
まちなかゾーン
」の拡大整備

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「歩いて楽
しいまちな
かゾーン」
の整備の工
事進捗率

19% 100% ○ 205 都市計
画局
建設局

3 パークアン
ドライドの
充実をはじ
めとした自
動車流入抑
制策の推進 

　通年型パークアンドライドの更なる充実，観光
シーズン等の道路の混雑の激しい地域における交
通規制のあり方やロードプライシング※の研究など
自動車流入抑制策を推進する。

※ロードプライシング：特定の区域への進入や道
路の通行等に対して，課金等を行うことにより交
通量を抑制する施策

・通年型パーク
アンドライドの
充実

・パークアンド
ライドホームペ
ージの改修・運
用

・自動車流入抑
制策の研究

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ホームペー
ジへの年間
アクセス件
数

6万 4
千件
（26年度）

10万件 ○ 206 都市計
画局



12 歩いて楽しいまち・京都戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 地域の特性
に応じた自
転車利用環
境の整備

　重点地区（都心部地区，西院地区，らくなん進
都地区）※において，幹線道路への自転車走行推奨
帯や，細街路への路面表示（ピクトグラム）等の
整備を行うとともに，駐輪需要の高いエリアにお
いて駐輪場の更なる設置を促進するなど，地域の
特性に応じた自転車利用環境を整備する。

※重点地区：概ね「今出川通～東大路通（三条通
以南は川端通）～塩小路通～千本通」で囲まれた「都
心部地区」，いまだに放置自転車が多く，西院地区
バリアフリー移動等円滑化基本構想の重点整備地
区に指定されている「西院地区」及び東西の公共
交通機関の整備が十分でなく，自転車の活用を検
討する「らくなん進都地区」

・自転車走行環
境の整備

・駐輪場の設置
促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

自転車走行
環境の整備
延長

3.2km 180km ○ 480 建設局

5 自転車向け
保険加入の
義務化とル
ール・マナ
ーの遵守に
向けた京都
サイクルパ
ス制度（仮
称）の創設

　自転車向け保険への加入義務化を実施するとと
もに，自転車利用者のルール・マナーの遵守に向
け，新たな自転車安全利用教育プログラムを構築
し，自転車安全教室の受講者に駐輪場の割引など
の特典を設ける京都サイクルパス制度（仮称）を
創設する。

・ルール・マナ
ーのみえる化検
討部会等におけ
る施策等の検討

・自転車向け保
険加入の義務化
の検討・実施

⇒

・自転車安全利
用教育プログラ
ムの構築・実施

⇒

・自転車向け保
険加入の促進

⇒

⇒

 

⇒

⇒

⇒

⇒

・京都サイクル
パス制度（仮
称）の創設・
運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

自転車安全
教室の受講
者数

34,363
人
（26年度）

50,000
人

○ 223 建設局



13 歩いて楽しいまち・京都戦略

　柱 1　既存公共交通の再編強化

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 関空へのア
クセス改善
も含め広域
鉄道網の充
実に向けた
リニア中央
新幹線や北
陸新幹線の
誘致推進

　将来にわたり京都の都市格を維持・向上させる
ため，関空へのアクセス改善も含めた広域鉄道網
の充実に向け，リニア中央新幹線及び北陸新幹線
の京都駅ルートの実現をはじめ，リニア中央新幹
線の全線同時開業や北陸新幹線の大阪までの早期
延伸等に向けた活動を展開する。

・リニア中央新
幹線や北陸新幹
線の京都駅ルー
トの実現等に向
けた活動の展開

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 33 総合企
画局
都市計
画局

2 地域住民，
区役所・支
所，交通事
業者等との
協働で進め
る交通不便
地における
公共交通の
維持・確保

　高齢者をはじめとした交通弱者の移動手段の確
保や地域の活性化を図るために，北部山間地域な
どにおいて，公共交通の維持・確保に向けた取組を，
住民・事業者・行政が一体となって推進する。

・公共交通のあ
り方の検討に向
けた関係機関と
の調整

・公共交通のあ
り方の検討

⇒ ・公共交通利用
促進策の検討

・公共交通利用
促進策の試行
実施

北部山間地
域で運行し
ているバス
の運行主体
数

3運行
主体

3運行
主体以
上

○ 58 都市計
画局

3 公共交通を
核としたま
ちづくりの
推進や地域
・企業・大
学等との連
携など地下
鉄・市バス
等の増客に
向けた全市
的取組の推
進 

　地下鉄・市バスの利用促進，とりわけ地下鉄の
経営健全化の大きな柱である，地下鉄 1日 5万人
増客目標の前倒し達成に向け，公共交通を核とし
たまちづくりの推進や，地域・企業・大学等との
連携など，全市を挙げた増客の取組を推進する。

・増客に向けた
アクションプロ
グラムの実行，
見直し

・若手職員増客
チームによる増
客策の検討，実
施

・地域・企業・
大学等と連携し
た取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・地下鉄経営健
全化計画の進捗
を踏まえた更な
る増客の取組の
推進

⇒ ①地下鉄旅
客数

②市バス旅
客数

①
35万 9 
千人
（26年度）

②
34万 1
千人
（26年度）

①
37万 5
千人
（30年度
増客目標
の前倒し
達成）

②
35万 3
千人
（28年度）

○ ― 交通局



14 歩いて楽しいまち・京都戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 事故防止の
取組や地下
鉄烏丸線全
駅への可動
式ホーム柵
設置をめざ
した自動列
車運転装置
搭載の新型
の車両導入
着手など市
バス・地下
鉄の安全性
の更なる向
上

　市バス・地下鉄を更に安全・安心に利用いただ
けるよう，事故防止の取組や地下鉄烏丸線全駅へ
の可動式ホーム柵の設置をめざした自動列車運転
装置搭載の新型車両の導入着手，止水板整備によ
る駅の浸水対策の強化など，安全を徹底して追求
する。

・事故防止に向
けた研修等の実
施

・車両や駅の安
全設備の充実

・地下鉄新型車
両導入に向けた
検討

・止水板整備の
推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・可動式ホーム
柵整備・新型車
両導入の中長期
スケジュールの
策定

⇒

⇒

⇒

・中長期スケジ
ュールに基づく
取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

①市バスに
おける重大
事故件数

②市バスに
おける 10
万キロ当た
りの有責事
故件数

③地下鉄に
おける有責
の運転事故
及び輸送障
害

① 1件
（26年度）

②
0.348
件
（26年度）

③ 0件
（26年度）

① 0件

②
毎年減
少

③0件

○ 335 交通局

5 市バスの路
線・ダイヤ
の充実や均
一運賃区間
の拡大，IC
カードによ
る定期・乗
継割引サー
ビス導入等
の市バス・
地下鉄の利
便性向上

　市バスの路線・ダイヤの充実や均一運賃区間の
拡大に向けた取組の推進，地下鉄烏丸線のトイレ
改修（バリアフリー化及び洋式便器設置）による
利用環境の充実，ICカードによる定期券・乗継割
引の導入，全ての駅改集札機の IC対応化，地下鉄
駅案内表示の充実等により，利便性の向上を図る。
　また，券売機，精算機の 4箇国語対応化等により，
外国人旅行者の利便性の向上を図る。

・市バスの路線
・ダイヤの充実

・均一運賃区間
拡大に向けた取
組の推進

・地下鉄烏丸線
の駅トイレ改修

・地下鉄駅案内
表示の充実

・ICカードによ
る定期券・乗継
割引の導入に向
けたプログラム
開発，試験調整

・全改集札機の
IC対応化

・4箇国語対応
券売機・精算機
の導入

⇒

⇒

⇒

⇒

・ICカードによ
る定期券・乗継
割引の運用開始

⇒

⇒

⇒

・ICカードサー
ビスの更なる拡
充の検討・実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①地下鉄旅
客数

②市バス旅
客数

①
35万 9 
千人
（26年度）

②
34万 1
千人
（26年度）

①
37万 5
千人
(30年度
増客目標
の前倒し
達成)

②
35万 3
千人
（28年度）

○ 3,208 交通局



15 歩いて楽しいまち・京都戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 地域・事業
者の協力に
よるバス待
ち空間「バ
スの駅」や
接近表示器
等の整備促
進によるバ
ス待ち環境
の更なる向
上

　地域や民間の協力により用地を無償で提供いた
だき，上屋やベンチ等を整備する「バスの駅」を
はじめ，バス接近表示器や上屋の増設を積極的に
推進することにより市バスのバス待ち環境の向上
を図る。
　また，市バス以外のバス事業者に対しても，バ
ス待ち環境の向上を図るよう働きかけを行う。

・バス待ち環境
の更なる向上に
向けた年次スケ
ジュールの策定

・バスの駅，バ
ス接近表示器等
の整備

・年次スケジュ
ールに基づくバ
スの駅，バス接
近表示器等の整
備

⇒ ⇒ ⇒ ①バスの駅
設置数

②バス接近
表示器設置
数

③バス停上
屋設置数

④ソーラー
式照明設置
数

① 31
箇所

② 441
箇所

③ 518
箇所

④ 90
箇所

① 41
箇所
（28年度）

② 521
箇所
（28年度）

③ 543
箇所
（28年度）

④190
箇所
（28年度）

○ 178 都市計
画局
交通局

7 地下鉄の駅
ナカビジネ
ス等の積極
的な展開に
よる駅の魅
力向上と賑
わいの創出

　駅ナカビジネス等の展開により空間の積極的な
活用を進めて駅に新たな賑わいを創出し，利便性
向上及び増客・増収を図る。

・駅ナカビジネ
ス等の展開

・コトチカ京都
拡充開業

⇒

・コトチカ北大
路開業

⇒ ⇒ ⇒ 駅ナカビジ
ネス収入額

8億円
（26年度）

10億円
（30年度）

○ 868 交通局



16 歩いて楽しいまち・京都戦略

　柱 2　安心・安全で快適な歩行空間を確保し，公共交通を優先するまちづくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 LRT，BRT
などの新た
な公共交通
への取組

　京都のまちにふさわしい公共交通を実現するた
め，LRT※，BRT※などの導入に向けた検討をはじめ，
新たな公共交通への取組を推進する。
　また，環境に優しい水素燃料電池バス等の導入
に向けた研究を推進する。

※ LRT（Light Rail Transit）：次世代型路面電車
とも呼ばれ，従来の路面電車に比べ振動が少なく，
低床式で乗降が容易であるなど，車両や走行環境
を向上させ，ひとや環境にやさしく経済性にも優
れている公共交通システム
※ BRT（Bus Rapid Transit）：輸送力の大きなバ
ス車両の投入，バス専用レーンや公共車両優先シ
ステム等を組み合わせた環境にもやさしい高機能
バスシステム

・新たな公共交
通の導入に向け
た検討

・関係機関等と
の協議・調整・
連携

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 都市計
画局

2 西大路駅を
はじめとし
た駅と周辺
道路のバリ
アフリー化
による安全
で快適な歩
行空間ネッ
トワークの
形成 

　すべてのひとが安心・安全で円滑に移動するこ
とができるまちづくりを推進するため，「歩くまち・
京都」交通バリアフリー全体構想に基づき，乗降
客数が 3,000 人以上の駅を対象にした重点整備地
区ごとに，「移動等円滑化基本構想」を順次策定し，
歩道の拡幅や段差・勾配の改良など駅と周辺道路
のバリアフリー化を計画的に推進する。

〈周辺道路のバリアフリー化〉
（事業中の地区）
京阪藤森地区，桃山御陵前地区，伏見地区，烏丸
地区，京阪五条・七条地区等

・西大路地区基
本構想の策定

・各地区基本構
想の推進

・重点整備地区
内の駅の整備

・道路の設計，
工事

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①移動等円
滑化基本構
想を策定し
た地区数

②バリアフ
リー化が完
了した重点
整備地区内
の駅数

③バリアフ
リー化され
た道路の延
長

①
22地区

②
27駅

③
16.3km

①
23地区
（28年度）

②
36駅

③
26.4km

○ 4,046 都市計
画局
建設局

3 役割を終
え，老朽化
した横断歩
道橋の撤去
による歩行
者優先の道
路づくり

　景観保全や歩行者優先のまちづくりを進めるた
め，利用者が少なく，既にその役割を終え，老朽
化した歩道橋について，道路付属施設長寿命化修
繕計画に基づき，撤去を進める。

・撤去工事 ⇒ ・撤去工事完了 ・次期撤去に向
けた検討

⇒ 横断歩道橋
の撤去数

― 10橋
(30年度)

○ 284 建設局
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　柱 3　歩いて楽しいくらしを大切にするライフスタイルへの転換

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「歩くまち・
京都」憲章
の普及・啓
発 

　市民，観光客，事業者，行政が一体となって，
ひとと公共交通優先の「歩いて楽しいまち」を実
現するための行動規範を明確にした「歩くまち・
京都」憲章の普及・啓発を実施する。

・各種イベント
等における普及
・啓発

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 各種イベン
ト等におけ
る「歩くま
ち・京都」
憲章普及・
啓発実施回
数

5回 7回 ○ 3 都市計
画局

2 地域等と連
携して公共
交通機関の
利用を促し，
ライフスタ
イルの転換
を図るモビ
リティ・マ
ネジメント
の推進 

　市民や観光客，企業等を対象として，歩いて楽
しいくらしを大切にする動機付けのための情報と，
公共交通を利用する際に必要となる情報を，利用
者の視点に立って的確に提供するとともに，ライ
フスタイルの転換をひとりひとりに促すため，み
ずからの行動を振り返り，行動をどのように変え
るか考えるきっかけとなるコミュニケーション施
策（モビリティ・マネジメント (MM)）を実施する
ことにより，市民と一体となって過度な自動車利
用の抑制と公共交通利用の促進を図る。

・市刊行物等の
媒体を活用した
MM 情報の提
供

・MMの実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

MM情報を
掲載した刊
行物の配布
世帯数

120万
世帯
（27年度・
単年度）

600万
世帯

○ 109 都市計
画局
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　柱 4　歩行者と自転車が共存するまちづくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 安心・安全
で便利な京
都式レンタ
サイクルの
確立

　民間レンタサイクル事業者のノウハウの活用及
び事業者の発展等を目的に，自転車政策審議会の
下部組織としてレンタサイクル検討委員会を設置
し，事業者及び利用者向けの施策を検討・実施す
るなど，安心・安全で便利な京都式レンタサイク
ルを確立する。

・レンタサイク
ル事業者の認証
制度の創設・運
用

・レンタサイク
ル検討委員会の
設置・開催

⇒

・事業者及び利
用者向けの施策
の検討・実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 建設局

2 らくなん進
都の地区内
におけるレ
ンタサイク
ル社会実験
の実施

　らくなん進都の地区内において公共交通を補完
する交通システムとなるレンタサイクルの社会実
験を実施する。
　また，社会実験の結果を踏まえ，民間事業者の
事業化への支援等を進める。

・社会実験の実
施

・社会実験の結
果を踏まえた民
間事業者の事業
化への支援

⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 2 都市計
画局
建設局

3 だれもが自
転車と触れ
合え，安全
な自転車の
乗り方を身
に付ける常
設サイクル
センター（講
習施設）の
設置

　子どもや障害者などだれもが自転車と触れ合え，
安全な自転車の乗り方を身に付ける常設サイクル
センター（講習施設）を設置する。

・設置場所の検
討

・関係機関との
協議，事業者の
公募・選定

⇒ ・整備工事 ・常設サイクル
センターの開
設

― ― ― ― 建設局



19 歴史・文化都市創生戦略

重点戦略　歴史都市の品格と魅力が国内外のひとびとを魅了する「歴史・文化都市創生戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 オール京都
による文化
庁の京都へ
の全面的な
移転の推進
と，文化を
軸とした伝
統産業を中
心とするも
のづくり産
業や観光等
の更なる振
興

 我が国全体の課題である東京一極集中の是正
と，日本の文化の振興のために，オール京都で
取り組んできた文化庁の京都への全面的な移
転が決定。これを受け，引き続きオール京都
で，受入環境の整備や機運の一層の向上に取り
組むとともに，機能強化に向けて，文化庁はも
とより，大学等の関係機関，全国の自治体等と
連携し，文化で日本を元気にすることを目指す。･
　具体的には，日本伝統の文化や生き方・暮らし方
を土台として，日本の文化力の再生や新たな文化の
創造，伝統産業をはじめとするものづくりや観光
の振興と連携した，文化による産業の活性化等に
取り組む。さらに，文化を軸として，国内外の都
市との交流や都市間連携を通じ，世界に貢献する。･

・文化庁移転推
進室の設置

・オール京都に
よる受入体制の
整備や更なる機
運の醸成

・文化を軸とし
た産業や観光等
の振興

･
･
･
⇒･
･
･
･
･
⇒

･
･
⇒･
･
･
･
･
⇒

･
･
･
⇒･
･
･
･
･
⇒

･
･
･
⇒･
･
･
･
･
⇒

－ － － － 総合企
画局･
文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

2 東京オリン
ピック・パ
ラリンピッ
クや関西ワ
ールドマス
ターズゲー
ムズ 2021，
ICOM ( 国
際博物館会
議）京都大
会2019等を
契機とする，
京都文化力
プロジェクト
2016-2020
をはじめとし
た多彩な事
業の展開によ
る京都の文
化力の一層
の向上

　東京オリンピック・パラリンピック等の開催を
契機に，京都文化力プロジェクト 2016-2020 をは
じめ，文化芸術，産業，観光分野における多彩な
国際的フェスティバルや記念事業を展開すること
を通じて，京都の文化力，都市格を高めていく。

(1) 京都文化力プロジェクト 2016-2020
　2020年の東京オリンピック・パラリンピッ
クの開催を契機として，京都から日本文化の
真髄と深い精神性を世界に向けて発信する多
彩な文化の祭典を開催するため，「京都文化
力プロジェクト実行委員会」において，実施
計画を策定し，事業を実施する。

・実行委員会の
開催

・実施計画の策
定・推進

⇒

・実施計画の推
進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 70 文化市
民局

(2) スポーツ・文化・ワールド・フォーラム
　2020年の東京オリンピック・パラリンピッ
クに向け，オリンピック・ムーブメントを高
めるためのキックオフイベントとして，主催
する国との連携により，スポーツや文化によ
る国際貢献等について議論・情報発信する
フォーラムを，京都，東京で開催する。

・フォーラムの
開催

― ― ― 32 文化市
民局

(3) 東アジア文化都市 2017
　日本，中国，韓国の 3都市において，現代
芸術や伝統文化，生活文化等に関連する様々
な文化芸術イベントを実施する事業を，日本
における開催都市として実施する。

・東アジア文化
都市の開催

⇒ ― ― ― 440 文化市
民局

(4)大政奉還150周年記念プロジェクト（仮称）
　幕末・維新にかけて京都で活躍した先人の
歩みを改めて振り返り，再評価・再認識し，
全国にその歴史的価値をアピールするととも
に，先人たちを縁とする自治体と連携し，相
互に交流を深める事業を実施する。
  また，市指定文化財である岩倉具視関係資
料の修復を行い，特別展において一般公開す
る。

・大政奉還150
周年記念プロジ
ェクト（仮称）
の実施

・岩倉具視関係
資料の修復

⇒

・岩倉具視特別
展（仮称）の開
催

― ― ― 59 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

2 東京オリン
ピック・パ
ラリンピッ
クや関西ワ
ールドマス
ターズゲー
ムズ 2021，
ICOM ( 国
際博物館会
議）京都大
会2019等を
契機とする，
京都文化力
プロジェクト
2016-2020
をはじめとし
た多彩な事
業の展開によ
る京都の文
化力の一層
の向上

　東京オリンピック・パラリンピック等の開催を
契機に，京都文化力プロジェクト 2016-2020 をは
じめ，文化芸術，産業，観光分野における多彩な
国際的フェスティバルや記念事業を展開すること
を通じて，京都の文化力，都市格を高めていく。

(5) 伊藤若冲生誕 300年記念事業
　京都・錦市場に生まれ，活躍した絵師・伊
藤若冲ゆかりの美術館，寺院，商店街と連携
し，生誕 300年を記念した多彩な取組を展開
することにより，その魅力を国内外へ発信す
る。
　併せて，伊藤若冲にちなんだ販売促進事業
など，関連する取組を行う業界団体や民間事
業者，商店街に対する支援を行う。

・京都市美術館
での生誕 300
年記念展覧会の
開催

・シンポジウム，
ワークショップ
の実施

・商業振興に資
する取組への支
援

・伝統産業販路
開拓・需要開拓
に資する取組へ
の支援

①シンポジ
ウムの実施
回数

②商業振
興・伝統産
業振興に資
する取組へ
の支援件数

①―

②―

①2回

②15件

○ 26 文化市
民局
産業観
光局

3 子どもたち
が，芸術家
や職人，地
域の方から
「伝統文化
や伝統産業
のほんもの
の魅力」を
学ぶ機会の
充実

　文化活動をされている地域の方々の協力を得
た，茶道や華道，和装，京料理，京菓子など，く
らしの中に息づく文化に触れる機会づくりにより，
2020年に青年期に達する子どもたちの学びを更に
充実する。併せて，親と一緒に伝統文化等を体験
できる機会づくりを進める。
　また，一流の演者，アーティストや伝統産業に
携わる職人等を学校等に派遣して実施するワーク
ショップ，能楽堂や歌舞練場をはじめとした本来
の空間での鑑賞など，「ほんもの」を体験する機会
を創出する。	
	

・専門家の指導
による伝統文化
体験の実施

・ようこそアー
ティスト　文化
芸術とくべつ授
業の実施

・伝統芸能公演
鑑賞の実施

・京の『匠』ふ
れあい事業の実
施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①専門家の
指導による伝
統文化体験を
実施した小中
高等学校の数

②ようこそ
アーティスト　
文化芸術とく
べつ授業の実
施回数

③京の『匠』
ふれあい事業
の実施による
受講生徒数

①
37校
（26年度）

②
30回

③
2,600人

①
249校

②
60回

③
3,000人

②
○

③
○

①
○

366 文化市
民局
産業観
光局
教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 京都市美術
館など，日本
の文化芸術
を牽引し，世
界の人々を
魅了する創
造環境の整
備

　未来の担い手の育成や，文化芸術活動を軸とし
たひとの交流，まちの賑わいの創出，世界への発
信を一層強化するため，世界の人々を魅了する創
造環境の整備を推進する。

・美術館再整備
事業の実施設計

・実施設計・工
事

・工事 ・工事，再整備
完了，オープニ
ング事業の実施

・オープニング
事業の実施

― ― ― 11,840 文化市
民局

5 「まち・ひ
と・こころ
が織り成す
京都遺産」
制度の推進

　京都の文化遺産をテーマごとにまとめ，地域性，
歴史性，物語性を持った集合体として認定し，京
都の文化遺産の維持・継承・活用を図る。

・制度の運用 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 「まち・ひ
と・こころ
が織り成す
京都遺産」
認定件数

― 10件 ○ 40 文化市
民局

6 全国をリー
ドする歴史
的町並み景
観の保全・
再生に向け
た，景観上
重要な地区
の拡充及び
景観重要建
造物等の指
定拡大

　風情ある京都の歴史的町並み景観を次の世代に
継承するため，伝統的建造物群保存地区，界わい
景観整備地区等への地区指定の拡充を目指すとと
もに，寺社等の実態調査を踏まえ，景観重要建造物，
歴史的風致形成建造物などの個別指定制度につい
て，これまでの京町家に加えて寺社や近代建築物
も対象とし，建造物の外観修景等への積極的な支
援を行う。

・景観重要建造
物等の個別指定

・建造物の個別
指定制度等に基
づく助成

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

景観重要建
造物等の指
定件数

98件
（26年度）

180件 ○ 608 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

7 先斗町通を
はじめとし
た全国のモ
デルとなる
京都方式の
無電柱化な
どによる道
路景観の向
上

　京都の優れた歴史的景観の向上をはじめ，都市
災害の防止，安全で快適な歩行空間の確保を図る
ため，無電柱化を推進するとともに，伝統的建造
物群保存地区等の石畳舗装を，耐久性の高い工法
で修繕する。
　また，小型ボックス等の活用といった「低コス
ト手法」の導入による電線共同溝のコンパクト化
や，地上機器の設置への協力を得やすい機器の美
装化等により，　従来の整備手法では難しかった，
狭あい道路等でも実施可能な「京都方式」の無電
柱化を，先斗町通を先行事例として推進していく。

①無電柱化事業
（事業中の路線）
銀閣寺道，小川通，長辻通，先斗町通，三条通（三
条小橋）

②石畳舗装補修
（事業中の路線）
辰巳通，宮川町通

①無電柱化事業
（小川通完成）

②石畳舗装補修
（辰巳通，宮川
町通完成）

③無電柱化事業
（京都方式）
・先斗町通

④地上機器美装
化
・小川通

⇒
（長辻通，三条
通（三条小橋）
完成）

⇒

⇒

⇒

・長辻通

⇒
（銀閣寺道完成）

⇒

⇒

⇒

・銀閣寺道

⇒
（先斗町通完成）

⇒

⇒完成

⇒

・先斗町通

⇒

⇒

①無電柱化
等整備延長

②石畳舗装
の修繕率

③京都方式
による無電
柱化の整備
延長

④観光情報
機能の付加
や美装化し
た地上機器
の数

①
61.1km

②
38.8%

③
―

④―

①
63.3km

②
100%

③
0.49km

④ 4基

○ 4,000 建設局
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　柱 1　山紫水明の自然と悠久の歴史にはぐくまれた町並みの保全・再生，世界遺産をはじめとする歴史的・文化的資産の保存・継承・活用

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 国家戦略と
しての京都
創生の推進

　国に対し，国家的見地に立った制度的・財政的
な特別措置を提案・要望するとともに，京都の団体，
企業，市民により設立された「京都創生推進フォー
ラム」を中心に，市民等と知恵や力を合わせ，シ
ンポジウムの開催等オール京都で京都創生の機運
醸成を図る取組を進める。また，「京あるき in東京」
など，海外や首都圏における京都創生の発信にも
取り組む。

・「京都創生推
進フォーラム」
を中心とした活
動の推進

・国家予算等に
対する提案・要
望や「日本の京
都」研究会の開
催

・「京あるき in
東京」等の開催
等

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 216 総合企
画局

2 森林・竹林
の保全・再
生による古
都の景観向
上

　生育条件が悪く，荒廃した人工林等において，
森林が持つ多面的機能を発揮させるため，多様な
樹種が育つ，健全な森林の再生に取り組む。
　また，景観上課題となっている荒廃竹林におい
て，市民グループ等を募集し，竹林再生を行う仕
組みを構築するとともに，新たな生産農家等に経
営を移行させる手法を検討，実践する。竹林の状
態によっては簡易な条件整備も行う。

・モデル地区に
おける森林再生
整備の実施

・モデル地区に
おける竹林景観
の保全（試行実
施）と筍畑再生
の仕組み（手法
の検討）の構築

・三山森林景観
保全・再生ガイ
ドラインを活用
した森林整備

⇒

・モデル地区に
おける竹林景観
の保全（試行実
施）と筍畑再生
の仕組み（試行
実施）の構築

⇒

⇒

・竹林景観の保
全と筍畑再生の
本格運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

森林・竹林
の再生整備
を実施した
面積

― （森林）
10ha

（竹林）
1ha

○ 232 産業観
光局
都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 歴史的景観
の保全に関
する景観政
策の充実

　寺社等を核とした市内の歴史的景観を保全する
ため，寺院や神社等の歴史的資産の周辺における
景観地区や風致地区，眺望景観保全地域等の景観
規制の充実や歴史的資産と一体となった地域景観
の向上を図るための支援等，景観政策の充実を行
う。

・歴史的景観を
保全するための
景観規制の充実
等に必要な諸手
続きの実施

⇒

・新たな制度の
周知活動

・制度実施と周
知活動

⇒ ⇒

①「京都の
個性的な町
並み景観が
守られてい
る」と思う
市民の割合

②「寺院・
神社，名所・
旧跡」及び
「街並み（街
の景観）｣の
個別満足度
（日本人）の
平均値

①
62.4%

②
5.95
(26年）

①
62.4%
以上

②
5.95
以上

○ 16 都市計
画局

4 きめ細やか
な建築デザ
インの規制
・誘導によ
る良好な市
街地景観の
形成

　景観法及び市街地景観整備条例に基づく景観規
制区域において，建築物の新築等の際に，町並み
と調和したデザインとなるよう，基準に基づき規
制と誘導を行い，良好な市街地景観の形成を図る。

・景観法及び市
街地景観整備
条例に基づく規
制及び誘導

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 景観に関す
る適合証の
交付率

60.25%
(28年2月
現在）

100% ○ 40 都市計
画局

5 優良な広告
景観の創出
と京都にふ
さわしい広
告物の普及

　景観支障の大きな違反広告物から優先的に適正
化を行うことにより，広告景観の更なる向上に取
り組む。また，更新許可を確実に申請するよう働
きかけ等を行うとともに，京都にふさわしい広告
物を普及促進する。

・景観支障の大
きな案件の解消

・確実な更新許
可申請に向けた
取組

・京都にふさわ
しい屋外広告物
の普及促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

景観支障の
大きな違反
案件数

1,200
件

0件 ○ 1,047 都市計
画局



26 歴史・文化都市創生戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 京町家を次
世代に引き
継ぐための
条例の制定
や，空き家
対策との一
体的な取組
などによる
京町家の保
全・活用の
推進

　京都のまちの歴史・文化・町並みの象徴である
京町家を次世代に適切に継承していくための総合
的な対策により，その保全・活用を推進する。
　このため，滅失による景観やまちづくりへの影
響が特に大きい大型の京町家の解体等を事前に把
握し，活用方法の提案や活用希望者とのマッチン
グ等を行うことにより，所有者が幅広い選択肢の
中から活用方法を選択できる仕組みや，新たな支
援策など，京町家を次世代に引き継ぐための施策
や基本理念等について，条例化を進めるとともに，
京町家まちづくりファンドや「京都市空き家活用・
流通支援等補助金」制度，新たな資金調達手法で
あるクラウドファンディングの仕組みを活用した
改修の促進等を図る。
　

・京町家まちづ
くりファンドや
「京都市空き家
活用・流通支援
等補助金」制度，
クラウドファン
ディングの仕組
みを活用した改
修の促進

・京町家を次世
代に引き継ぐた
めの施策や基本
理念等を盛り込
んだ条例制定の
検討・制定・施
行

・京町家所有者
と専門家，需要
者等とをマッチ
ング，コーディ
ネートさせる仕
組みの構築

⇒

⇒

・仕組みの運用

・京町家データ
ベースの再整備
及び有効活用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・京町家の住ま
い方等を発信す
る拠点づくり

京町家まち
づくりファン
ド改修助成
事業や京町
家まちづくり
クラウドファ
ンディング支
援事業，「京
都市空き家
活用・流通
支援等補助
金」制度を
活用して改
修した京町
家の助成件
数

34件
（26年度）

73件 ○ 410 都市計
画局

7 京町家等の伝
統的な構法等
を用いた建築
物の保存・活
用の促進に向
けた検討

　建築基準法の適用除外規定を活用した「京都市
歴史的建築物の保存及び活用に関する条例」に基
づき，価値のある意匠や構造を保存しながら増築
や大規模修繕，用途変更等の改修が可能となる「保
存建築物」への登録を一層促進することにより，
安心安全をしっかりと確保しながら京町家をはじ
めとする歴史的建築物を保存・活用していく。
　このため，登録のための技術的基準を定め，明
文化し，広く発信する。

・国や有識者等
の意見を踏まえ，
技術的基準の策
定等を実施

・制度の運用に
よる活用の促進

⇒ ⇒ ⇒ 保存建築物
登録軒数

6軒 55軒 ○ 1 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

8 歴史都市・
京都にふさ
わしい，良
好な道路空
間の創出

　多くの観光客や市民が訪れる世界文化遺産，歴
史的建造物等の周辺地域や京都らしいたたずまい
を有する地域の道路に，景観に調和した道路整備
を実施するとともに，適切な補修により損傷のな
い安心安全で快適な通行環境を維持するなど，「お
もてなしの心」を表す良好な道路空間を創出する。

・事業実施箇所
の選定・検討，
整備

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 整備エリア
数

― 13
エリア

○ 625 建設局

9 まちのシン
ボルとなる
橋の創出

　デザイン性に優れた橋や歴史的な価値を有する
橋を修繕する際に，地域住民と協働しながら，周
辺環境との調和を図り，歴史都市・京都にふさわ
しい，まちのシンボルとなるような橋を創出する。

（事業中の橋りょう）
二条大橋，河合橋，御薗橋，賀茂大橋

美装化
（二条大橋完成）

⇒ ⇒ ⇒
（河合橋，賀茂
大橋完成）

⇒
（御薗橋完成）

美装化した
橋りょう数

― 5橋 ○ 210 建設局

10 円山公園の
再整備（修
復）による
名勝地とし
ての魅力向
上

　貴重な文化遺産である「名勝円山公園」の歴史
的環境を保存し，更なる魅力の向上を図るため，
再整備（修復）を行う。

・再整備検討会
（仮称）の開催

・実施設計

・再整備（修復）
工事

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 398 建設局

11 嵯峨野の原
風景を生か
した広沢池
周辺整備の
推進

　歴史で彩られた嵯峨野の広沢池周辺地域で，市
民や観光客にその魅力を楽しんでもらうため，原
風景を生かした周辺整備を進めることにより，景
観を保全するとともに，地域の魅力を発信する。

・整備計画の検
討・策定

・散策ルート，
広場等の整備

⇒

・情報発信

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 77 建設局

12 旧三井家下
鴨別邸など
文化財の公
開による活
用と保存の
推進

　平成 28年 10月から公開する重要文化財旧三井
家下鴨別邸をはじめとした京都市内の文化財の保
存・活用を推進する。

・各文化施設の
保存・活用

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 旧三井家下
鴨別邸入場
者数

― 135,000
人

○ 35 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

13 “ 京都を彩
る建物や庭
園 ”制度，
“京都をつ
なぐ無形文
化遺産 ”制
度を活用し
た有形・無
形の文化遺
産の保存・
継承・活用

　京都の財産として残したい建物や庭園を京都を
彩る建物や庭園として，また，世代を越えて暮ら
しの中で伝えられてきた無形文化遺産を京都をつ
なぐ無形文化遺産として選定する。

・制度の運用 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 京都を彩る
建物や庭園
の選定件数

253件 500件 ○ 103 文化市
民局
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　柱 2　京都の文化芸術，伝統産業の継承・創造・世界への発信

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 都としての
機能を京都
・東京の双
方が果たす
「双京構想」
の推進

　皇室の方々に京都にもお住まいいただき，東京
と京都が都としての機能を双方で果たす「双京構
想」の実現に向け，市民の機運の醸成，京都の都
市格向上，皇室の方々に御出席いただける行事の
開催を目指した取組等を推進する。

・市民向け講演
会や広報媒体
等を活用した周
知

・皇室の方々に
御出席いただけ
る行事の開催を
目指した取組の
推進

・国に対する提
案・要望

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 6 総合企
画局

2 和装，華道，
庭園文化な
ど京都に息
づき世界的
に評価の高
まっている
和の文化の
振興とユネ
スコ無形文
化遺産への
登録に向け
た支援

　京都に息づき世界的に評価の高まっている和の
文化のユネスコ無形文化遺産への登録に向けた支
援を行う。
　また，市民が和の文化に触れる機会をつくり，
機運を高めるため，学校，保育園，幼稚園など公
共施設への和室設置を進め，民間の建物にも奨励
するなど，和の文化と伝統産業の振興を行う。

・ユネスコ無形
文化遺産への登
録に向けた機運
醸成

・和室設置など
和の文化と伝統
産業の振興

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 15 文化市
民局
産業観
光局
都市計
画局

3 「ユネスコ
創造都市ネ
ットワーク」
への加盟に
向けた取組
の推進

　文化芸術，生活文化，産業，まちづくりなどに
おいてデザインの創造性に優れた，世界の中でも
特色ある都市が，交流・連携し，経験や知識の共
有を図る「ユネスコ創造都市ネットワーク」への
加盟に取り組む。

・加盟に向けた
取組の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 総合企
画局
文化市
民局
産業観
光局
都市計
画局



30 歴史・文化都市創生戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 文化・観光
に関する情
報の一元的
把握及び
入場券等を
販売する
WEBシス
テムの構築

  観光客の利便性向上を図るとともに，独自で入場
券等を販売することが困難なイベント等主催者を
支援するため， 文化芸術情報と観光情報の一元的
把握ができるWEBシステムの構築や，オンライ
ン上でのチケット決済システムを構築・導入する。

・オンライン上
でのチケット決
済システム導入
に向けた調査・
検討，実証実験
の実施

⇒

・文化芸術情報
と観光情報の一
元的把握が出来
るWEBシステ
ム構築に向けた
調査・検討

・チケット決済
システム導入

・WEB シ ス テ
ム構築

⇒ ⇒ 観光消費額 7,626
億円

1兆円 ○ 12 文化市
民局
産業観
光局

5 「地域に根
差した暮ら
しの文化」
を通じたま
ちづくりの
推進

　地域住民主体の文化芸術活動の更なる活性化を
図るため，区民提案により実施する京都市の支援
事業の中から「文化芸術による地域のまちづくり
事業」を認定し，認定ロゴマークを掲げるとともに，
まちづくりアドバイザーとも連携し，活動の把握・
掘り起こしを行う。
　また，地域の暮らしの文化を集約した「京都お
もてなし百科（仮称）」を作成する。

・「区民提案・
共汗型まちづく
り支援事業」を
通じた情報収集

・まちづくりア
ドバイザーとの
連携

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・地域における
暮らしの文化を
通じたまちづく
り等について話
し合う場の創設

・「京都おもてな
し百科（仮称）」
の制作

⇒

⇒

⇒

・市民への周知

「文化芸術
による地域
のまちづく
り事業」の
認定件数

56件
（26年度）

60件
（31年度）

○ 11 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 学校給食に
おける「和
食」の充実
に向けた取
組の推進と
情報発信

　「和食」の特徴を強調した献立（愛称 :「和（なごみ）
献立」）や，和菓子，漬物など，和食の良さを伝
える食材等の提供を進めるとともに，引き続き，
子どもたちの発達段階に応じた学校給食の充実や
「食」に関する指導の充実を図る。また，学校給食
を通じて子どもから家庭に届けられる食に関する
情報が，家庭でのふれあいや体験を通してより確
かな学びとなるよう，毎月配布する家庭配布用献
立表に和食についての知識を深めるコーナーを設
けるほか，家庭教育新聞やホームページ等の各種
媒体を活用して，和食文化や給食献立のレシピ等
を情報発信する。

・小学校給食に
おいて毎月1回
程度「和食推進
の日」を設定し，
和（なごみ）献
立」を提供する
など重点的に和
食の良さを伝え
ていく取組を実
施

・給食献立レシ
ピをホームペー
ジで発信

・小学校給食に
お け る PEN（
ポリエチレンナ
フタレート）食
器の導入

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

学校給食に
おける「和
食」につい
ての情報
発信を行う
ホームペー
ジへのアク
セス件数

― 5,000
件
（31年度）

○ 973 教育委
員会

7 京都芸術セ
ンター等に
よる芸術家
の育成・活
動支援

　文化芸術振興の拠点施設として，芸術家，芸術
関係者の育成や，芸術作品の制作，練習の場の提
供をはじめ，多くの若手芸術家の成長を支えてき
た京都芸術センターを運営する。
　また，京都の若手芸術家等を対象に，将来の飛
躍を促すための活動資金を支給する「京都市芸術
文化特別奨励制度」を引き続き実施する。

・京都芸術セン
ターの運営

・奨励制度の運
用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

奨励制度へ
の応募件数

53件 82件 ○ 691 文化市
民局

8 ロームシア
ター京都等
を拠点とす
る「劇場文
化」の創造・
発信

　質の高い舞台芸術の鑑賞機会を提供するととも
に，新たな文化創造の拠点として事業を実施する
ことにより，「劇場文化」の創造・発信を行う。

・オープニング
事業の実施

・事業実施 ⇒ ⇒ ⇒ メインホー
ルの利用率

― 75% ○ 849 文化市
民局

9 京都国際映
画祭への支
援などによ
る映画・映
像文化等の
振興

　次世代を担う映画人を発掘・育成するとともに
「映画都市・京都」を国内外に広くアピールする「京
都国際映画祭」への支援等などにより，若手製作
者の支援等による映画都市・京都の推進を行う。

・京都国際映画
祭への支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 京都国際映
画祭の来場
者数

27万人 30万人 ○ 25 文化市
民局



32 歴史・文化都市創生戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

10 岡崎地域な
どまちなか
を舞台にし
た多彩で魅
力的な音楽
事業の展開

　京都市交響楽団をはじめ，市立芸術大学や合唱
団などと共に，岡崎地域などまちなかを舞台に，
多彩で魅力的な音楽事業を展開し，音楽文化創造
都市・京都の実現を目指す。

・まちなかでの
音楽事業の開催

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ まちなかで
の音楽事業
の開催数

― 15回 ○ ― 行財政
局
文化市
民局
教育委
員会

11 姉妹都市を
はじめとす
る世界の都
市との国際
交流・国際
協力の推進

　姉妹都市やパートナーシティとの交流，世界歴
史都市連盟の活動などを通じて，京都の文化を世
界に向けて力強く発信する。また，市民，民間レ
ベルでの国際交流を定着させるとともに，京都の
都市特性をいかして，世界平和や人権，環境，歴
史文化の継承，産業の発展など国際社会に積極的
に貢献する。

・プラハとの姉
妹都市提携 20
周年事業の実施

・第 15 回世界
歴史都市会議開
催（バート・イ
シュル（オース
トリア））

・姉妹都市青少
年交流会議の開
催

・パリとの友情
盟約都市提携
60 周年事業の
実施

・第 16 回世界
歴史都市会議開
催

・ボストンとの
姉妹都市提携
60 周年事業の
実施

・グアダラハラ
との姉妹都市提
携 40周年事業
の実施

・第 17 回世界
歴史都市会議開
催

国際交流会
館で開催さ
れる又は京
都市国際交
流協会が市
内で開催す
る国際交流
セミナー・
イベントへ
の参加者数

32,566
人
（26年度）

35,000
人

○ 178 総合企
画局



33 個性と活力あふれるまちづくり戦略

重点戦略　魅力ある地域資源と既存の都市インフラを生かす「個性と活力あふれるまちづくり戦略」
　　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 地域の多様
な魅力と個
性を生かし
た，京都市
への移住・
定住の支援

　移住希望者を対象に，京都で暮らす魅力の発信，
相談への対応，希望に応じた「しごと」，「すまい」
とのマッチングや，「子育て支援コンシェルジュ」
と連携した子育て支援ニーズへの対応などを総合
的に行う「『住むなら京都 ( みやこ )』移住サポー
トセンター（仮称）」を開設・運営し，京都ならで
はの市民力と地域の多様な魅力と個性を生かして，
京都市への移住を促進する。

・サポートセン
ターの開設・運
営

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 転入超過数 3,248人 3,000人
の維持・
拡大

○ 38 総合企
画局

2 北部山間地
域等の振興

　自然・歴史・文化・温かい地域コミュニティな
ど数多くの魅力を有する北部山間地域において，
「京都 京北未来かがやきビジョン」など地域ごと
の活性化計画を踏まえ，移住・定住の促進，子育て・
教育環境の充実，就業支援，超高速インターネッ
ト環境の整備促進などの各種施策・事業にまちづ
くりを担う様々な主体とともに取り組む。
　その他周辺部においても，自然，景観等に十分
配慮しながら，人口減少等の地域課題を解決し，
活性化を図るため，市街化調整区域における地区
計画制度の活用も含め，まちづくり支援を行う。

・北部山間振興
本部における取
組の検討

・北部山間地域
への移住促進事
業の実施

・北部山間かが
やき隊員（仮称）
の導入

・超高速インタ
ーネット環境の
整備促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 617 総合企
画局
文化市
民局
都市計
画局

3 「文化の薫
り漂う，歩
いて楽しい
岡崎」の推
進

　琵琶湖疏水をはじめ，美しい庭園群や文化・交
流施設が集積するとともに，ロームシアター京都
や動物園，神宮道・岡崎公園がリニューアルし，
更に美術館を再整備するなど，魅力が一層高ま
る岡崎地域において，エリア内の回遊性の向上，
MICE 拠点としての機能強化，更なる集客や夜の
賑わいの創出，京都ならではのスマートコミュニ
ティの実現などを図ることにより，「文化の薫り漂
う，歩いて楽しい岡崎」の実現を目指す。

・岡崎地域活性
化ビジョンの推
進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 岡崎地域へ
の来訪者数

532
万人
（26年度）

650
万人

○ 188 総合企
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 京都市立芸
術大学の移
転整備を契
機とした崇
仁地域を中
心とする京
都駅東部エ
リアのまち
づくりの推
進

　京都市立芸術大学の移転整備を契機に，崇仁地
域において，新たな土地の利活用を図るため，住
宅地区改良事業と土地区画整理事業との合併施行
をより一層推進するとともに，周辺地域を含め，
市民，民間事業者，NPO，京都市立芸術大学等の
多様な主体の参画によるエリアマネジメント※体制
の構築に取り組み，京都の玄関口にふさわしい個
性豊かで魅力的なまちづくりを進める。

※エリアマネジメント：地域における良好な環境
や地域の価値を維持・向上させるため，住民や事
業者等が実施する主体的な取組

・土地・建物の
買収・除却，仮
換地指定，土地
の集約化，都市
基盤整備

・下西団地更新
棟設計

・エリアマネジ
メント体制の構
築に向けた取組

⇒

⇒

⇒

⇒

・下西団地更新
棟建設

⇒

⇒

⇒

⇒

・下西団地更新
棟入居

⇒

崇仁地区不
良住宅除却
率

77.8% 100%
（31年度）

○ 23,814 行財政
局
総合企
画局
都市計
画局

5 JR新駅や中
央市場の整
備などによ
る京都駅西
部エリアの
更なる活性
化

　京都駅西部エリアの更なる活性化に向け，多様
な地域主体と連携してまちづくりを推進するとと
もに，JR新駅及び駅周辺の歩行空間の整備をはじ
めとした回遊性の向上や，中央市場整備に伴う「賑
わいゾーン」の活用などによる新たな賑わいの創
出を図る。 

・エリアマネジ
メント組織を中
心とした各種活
性化事業の実施

・賑わいゾーン
の活用事業者の
決定

・新駅及び周辺
施設の整備

⇒

・水産事務所棟
の除却

⇒

⇒

・賑わいゾーン
の整備工事着工

・整備完了

⇒

・賑わいゾーン
の開業

⇒ ①京都駅西
部エリアの
居住環境に
満足する人
の割合

②京都駅西
部エリアを
再び訪れた
いと思う人
の割合

① ―

② ―

①前年
度実績
値より
増加

②前年
度実績
値より
増加

○ 3,943 総合企
画局
建設局

6 山科疏水沿
いの花の名
所づくりと
琵琶湖疏水
の魅力発信

　東山自然緑地（山科疏水沿い）を再整備し，四
季の花木を楽しめる散策路として魅力の向上を図
るとともに，「琵琶湖疏水通船」の復活等により，
長年にわたり，市民生活や産業・文化を支えてき
た歴史を持ち，市民の憩いの場として親しまれる
琵琶湖疏水の多面的な魅力を発信する。また，将
来のユネスコ世界文化遺産登録も見据えて，近代
化産業遺産として歴史的に高い価値を有する疏水
施設の修復など，一層の魅力向上を図る。

・東山自然緑地
の再整備

・「琵琶湖疏水
通船」の実施

・疏水施設の整
備・修復

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

琵琶湖疏水
の四季を彩
る植栽本数

― 5,000
本
（31年度）

○ 1,147 建設局
上下水
道局
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　柱 1　まちづくりを支える仕組みの充実 

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京都のまち
づくりの課
題に「ひと
ごと」では
なく「自分
ごと」，「み
んなごと」
として市民
・行政が協
働して取り
組む「“みん
なごと ”の
まちづくり
推進事業（仮
称）」の推進

　市民から広くまちづくりに資する取組提案を募
集し，応募のあった提案を「まちづくりお宝バン
ク（仮称）」へ登録後，提案の実現に向けたコーディ
ネートやサポートを行う。併せて，地域のまちづ
くり活動等に，知識やノウハウを持ったサポーター
を派遣するなどの支援を行う。
　また，まちづくりに関する情報を集約し発信す
るポータルサイトの開設などにより，まちづくり
の推進のための情報発信等に取り組む。

・取組提案の募
集

・取組提案のコ
ーディネート・
サポート

・地域のまちづ
くり活動等への
サポーターの派
遣

・ポータルサイ
トの開設，運営

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「まちづく
りお宝バン
ク（仮称）」
への取組提
案登録件数

150件
（28年2月
現在）

300件
以上
（31年度）

○ 100 総合企
画局

2 都市活力の
維持向上に
向けた都市
機能の配置
及び誘導

　都市計画マスタープランに基づき，都市計画手
法の活用により，公共交通拠点周辺への都市機能
の集積に向けた土地利用を誘導する。また，市内
の駅周辺以外の魅力を持つ地域などにおいては，
公共交通の利用促進による地域のネットワークの
維持・強化と併せ，それぞれの魅力と個性を生か
した地域づくりを進めるため，都市計画手法の活
用を検討する。

・都市機能の集
積や魅力を生か
した地域づくり
に向けた都市計
画手法等の活用

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 交通拠点周
辺における
建築物の延
べ床面積に
対する集客
施設等の延
べ床面積の
割合

28.6%
（25年度）

29.3% ○ 42 都市計
画局



36 個性と活力あふれるまちづくり戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 地域景観づ
くり協議会
制度の普及
など地域の
特性に応じ
た住民主体
の景観づく
りへの支援 

　地域の特性に応じた住民や事業者主体の景観づ
くり等の取組を推進するため，京都市景観白書を
題材とした市民を交えた議論を行う場の設置や住
民主体の景観づくりで中心的な役割を担う人材の
育成，景観づくりに寄与する取組等の顕彰などに
より，地域住民の景観への意識を高めるとともに，
地域景観づくり協議会制度の普及や各地域への支
援等を行う。

・京都市景観白
書の発行

・市民的議論を
する場の設置

・地域の景観づ
くりを担う人材
の育成と支援

・景観づくりに
寄与する取組等
の顕彰

・地域景観づく
り協議会制度の
普及，各地域へ
の支援促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

景観づくり
に取り組む
地域数

7地域 14地域 ○ 46 都市計
画局

4 京都市景観
・まちづく
りセンター
等との連携
による自主
的なまちづ
くり活動の
機運醸成と
まちづくり
相談・専門
家派遣等の
支援 

　個性豊かで魅力的なまちづくりやにぎわいの創
出を図るため，市民・事業者により地域特性に応
じた自主的なまちづくりのルール化やマネジメン
トが展開されるよう，各区役所・支所等と連携して，
京都市景観・まちづくりセンターにおけるまちづ
くり活動相談，専門家派遣等，まちづくり活動の
機運醸成と支援に取り組む。

・まちづくり活
動に取り組む地
区への活動支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ まちづくり
支援実施地
区数

18地区 23地区 ○ 14 都市計
画局

5 まちづくり
の基盤とな
る地籍調査
事業の推進 

　境界トラブルの未然防止と土地取引の円滑化，
公共事業等のコスト縮減，災害復旧の迅速化等，
まちづくりの基盤となる地籍調査を推進する。

・地籍調査事業
の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒
（出水地区事業
完了）

出水地区の
地籍調査事
業の進捗率

42% 100% ○ 90 行財政
局



37 個性と活力あふれるまちづくり戦略

　柱 2　地域の個性を生かした，賑わいあふれるまちづくり 

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京都駅東南
部エリア活
性化方針の
策定・推進

　京都駅東南部エリアの将来像や，若者の移住促
進などの具体的な施策等を盛り込んだ活性化方針
を策定し，同方針に基づく取組を推進する。

・活性化方針の
策定・推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 2 総合企
画局

2 伝統産業，
伝統文化・
伝統芸能，
寺社，花街
の文化，商
店街など，
多彩な資源
を有する西
陣を中心と
した地域の
活性化

　西陣エリアを中心とした地域の財産や魅力を活
用し，個性豊かで魅力的なまちづくりを推進する
ために，地域と連携して，西陣織を中心とした伝
統産業，伝統文化・伝統芸能，寺社，花街の文化，
商店街，観光スポットなど，多彩な歴史・文化・
観光資源を活かした活性化策を検討・実施する。

・活性化ビジョ
ンの検討・策定
・推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 文化市
民局
産業観
光局
上京区
役所

3 四条通の地
下通路の活
用による都
心部の更な
る賑わいづ
くりの推進

　地元，商業施設，事業者等と連携しながら，文
化芸術の発信や京都ならではの産品等の普及，販
売などの活用策を検討し，地上・地下を含めた界
わいの魅力向上と更なる賑わいづくりに取り組む。

・賑わいづくり
に取り組む民間
事業者への支援

・更なる活用策
の検討

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 文化市
民局
産業観
光局
都市計
画局
建設局

4 ニュータウ
ン（洛西・
向島）の活
性化方針の
策定・推進

　洛西及び向島ニュータウンの活性化を図るため，
住環境，子育て，地域コミュニティなど多角的，
総合的視点からまちづくり全体のあり方を検討し，
まちづくりビジョン等を策定するとともに，魅力
あるまちへと再生するための取組を推進する。

・アクションプ
ログラム（仮称）
の策定・推進
（洛西ニュータ
ウン）

・まちづくりビ
ジョン（仮称）
の策定・推進
（向島ニュータ
ウン）

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 8 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 子育て環境
の充実や世
代間交流の
促進，大原
野 ｢地域ブ
ランド｣ 戦
略等との相
乗効果の発
揮など，高
架下有効活
用による｢洛
西口～桂 駅
間プロジェ
クト｣ の推
進

　阪急京都線の洛西口駅付近の高架化事業完成に
伴い高架下に生み出される空間の有効活用に，地
域，関係者とともに取り組み，子育て環境の充実
や世代間交流の促進，大原野「地域ブランド」戦
略や「洛西ニュータウン再生」等との相乗効果の
発揮など，西京区エリアの活性化につなげる。

・地域，関係者
等との連携

・高架下の有効
活用の検討

⇒

・高架下施設の
供用開始

⇒

・高架下施設を
活用した活性化
の取組

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 都市計
画局
建設局

6 芸大移転を
見据えた洛
西地域をは
じめとする
西京区の新
たな活性化
策の推進

　京都市立芸術大学の移転を見据え，改めて地域
の将来像について議論し，洛西地域をはじめとす
る西京区の新たな活性化策の検討・取りまとめを
行う「西京区・洛西地域の新たな活性化懇談会」
や幅広く住民意見を聴取する「住民円卓会議」等
の運営を行う。また，取りまとめられた活性化策
に基づく取組を推進する。

・「西京区・洛
西地域の新たな
活性化懇談会」
や「住民円卓会
議」等の運営

⇒

・活性化策に基
づく取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 10 行財政
局

7 「らくなん
進都」にお
ける企業集
積の促進や
交通利便性
の向上，快
適な都市環
境の実現等
を目指した
総合的なま
ちづくりの
推進

　「らくなん進都」において，産学公連携による研
究開発拠点である「京都市成長産業創造センター」
を核とした戦略的企業誘致を推進するとともに，
交通利便性の向上，緑化の促進，建築物の良好な
デザインの誘導を図る。また，都市機能の集積に
向けた都市計画手法の活用等による快適な都市環
境の創出や住民・企業・行政等が協働した交流活
動を促進することにより，総合的なまちづくりを
推進し，「新しい京都を発信するものづくり拠点」
の形成を図る。

・らくなん進都
まちづくりの取
組方針に基づく
事業の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ まちづくり
に関する情
報発信件数

34件
（26年度）

46件 ○ 121 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

8 護岸改修に
よる高瀬川
周辺一帯の
魅力あふれ
る水辺環境
の創出 

　石積護岸の老朽化や水がれが発生している高瀬
川について，地域との連携の下，景観に重要な役
割を果たしているサクラやヤナギ等に配慮しなが
ら護岸の補修工事を実施し，周辺一帯の魅力あふ
れる水辺環境を創出する。

・工事

・地元との意見
交換（フォーラ
ム等）の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒
（一之船入付近
～五条通区間完
成）

⇒

高瀬川の護
岸整備延長

705m 1,775m ○ 296 建設局

9 府市協調に
よる地下鉄
北山駅周辺
地域の活性
化 

　府，市をはじめ，官・民・地域 24団体で構成す
る「北山文化環境ゾーン交流連携会議」を中心に，
地下鉄北山駅周辺地域の活性化を図る。

・イベントの実
施や情報発信の
充実

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 総合企
画局

10 山ノ内浄水
場跡地活用
の円滑な推
進

　山ノ内浄水場跡地の活用について，事業者の計
画実現に向け必要な協議・調整等を行うなど，ま
ちづくりを地域とともに進めることで，更なるに
ぎわいを創出し，本市西部地域はもとより市全体
の活性化を図る。

・跡地活用事業
者の計画実現に
向けた協議・調整

⇒

・病院の開設（第
Ⅰ期）（北側用
地）

⇒

・専門学校（調
理・製菓）の開
設（第Ⅰ期）（北
側用地）

⇒

・京都学園大学
京都太秦キャン
パスの開設（第
Ⅱ期）（南側用
地）

⇒ ― ― ― 1 総合企
画局



40 旅の本質を追求する観光戦略

重点戦略　世界が共感する「旅の本質を追求する観光戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 旅館やホテ
ルをはじめ
とする安心
・安全で多
様な宿泊環
境の充実

　宿泊需要の増加に対応するため，「宿泊施設拡充・
誘致方針（仮称）」を策定し，旅館の更なる利用促
進，京町家，農家住宅などの魅力を活かした宿泊
施設への活用等，京都にふさわしい宿泊施設の増
加策に取り組む。
　なお，インターネット等を介した民泊サービス
については，実態調査を踏まえ，法令等に違反し
ているものには適正な指導を行い，安心・安全で
市民生活と調和した宿泊環境を整備する。

・「宿泊施設拡
充・誘致方針（仮
称）」の検討・
策定

・和風旅館，京
町家，宿坊，寮，
農家住宅などの
魅力を活かした
宿泊施設の活用

・「民泊」実態
調査の結果を踏
まえた対応策の
検討

・「宿泊施設拡
充・誘致方針（仮
称）」に基づく
取組の実施

⇒

・対応策の検討，
取組の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

観光客のう
ち宿泊客の
割合

24.1%
（26年）

現況値
より増
加

○ ― 産業観
光局

2 京都の奥深
い魅力を伝
える名人の
育成など，
京都ならで
はのおもて
なし力の更
なる向上

　特区による通訳案内士法の特例を活用した伝統
産業・伝統文化等を説明できる専門性の高い通訳
ガイドを育成する「京都市認定通訳ガイド」制度
の実施や「おもてなしコンシェルジュ」制度の充
実により京都らしいおもてなし名人を育成すると
ともに，民間案内所等ともネットワークを構築し，
おもてなし力を更に向上させる。

・認定通訳ガイ
ド制度の実施

・京都観光おも
てなしコンシェ
ルジュの任命

・民間案内所等
とのネットワー
クの構築

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①京都市認
定通訳ガイ
ド認定者数

②京都観光
おもてなし
コンシェル
ジュの任命
数

①―

②
79人
（26年度）

①
180人

②
700人

○ 140 産業観
光局

3 東京オリン
ピック・パ
ラリンピッ
クや関西ワ
ールドマス
ターズゲー
ムズ 2021
等を見据え
た更なる観
光客の受入
環境整備の
推進

　東京オリンピック・パラリンピックや関西ワー
ルドマスターズゲームズ 2021等の開催を絶好の
機会と捉え，すべてのひとが満足度を高め，感動
していただけるよう受入環境整備を一層推進する。
　このため，車いすレンタル制度の運用をはじめ
とするユニバーサルツーリズムの充実や，増加が
予想される観光バスの受入対策に加え，外国人観
光客の受入環境（Wi-Fi 環境，案内標識・多言語コー
ルセンター，免税店の拡大等）を充実する。

・車いすレンタ
ル制度の充実

・公園における
W-Fi スポット
の整備

・多言語コール
センターなど外
国人観光客等に
対する受入環境
整備の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①京都ユニ
バーサル
ツーリズム
コンシェル
ジュへの相
談件数

②Wi-Fi 設
置公園数

①
115件
（26年度）

②―

①
175件

②
10箇所

①
○

②
○

136 産業観
光局
建設局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 朝観光，夜
観光，温泉
などの「地
域観光」の
充実による
滞在の長期
化の推進

　朝や夜に活動できる体験型メニューの充実や，
温泉など泊まってこその京都の魅力を感じ取るこ
とができる観光資源を掘り起こすとともに，京都
の「ほんもの」に触れる機会を拡充することなど
により，滞在の長期化を推進する。

・温泉観光活性
化事業等の実施

・「京の夏の旅」
「京の冬の旅」
キャンペーンに
おける朝観光・
夜観光メニュー
の充実

・梅小路公園や
東山山頂公園に
おけるにぎわい
施設の充実・誘
致

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

年間延べ宿
泊数

2,293
万泊
(26年)

現況値
より増
加

○ 84 産業観
光局
建設局

5 京の食文化
をはじめと
する京都が
培ったあら
ゆる価値の
蓄積を活か
した新たな
観光資源の
創出

　「京の食文化」にまつわる催しをはじめ，日本初
の普及促進条例が制定された　「日本酒と京都の伝
統産業・伝統文化」を味わう観光，「京野菜」を訪
ね歩く観光，さらにはきもので巡る観光スタイル
の提案など，新たな観光資源を創出する。
　さらに，特区を活用した日本料理の海外への普
及に向けた取組に加え，季節感やおもてなしの心，
「ほんもの」へのこだわりや魅力などを国内外に広
く発信する。

・京の食文化な
どを活かした新
たな観光資源の
創出，魅力発信

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ①観光消費
額（日本人
一人あたり
の食事代）

②個別満足
度平均評価
点数（日本
人，外国人）

①
3,957
円
（26年）

②
日本
人 7点
満点中
5.4 点

外国
人 7点
満点中
6.0 点
（26年）

①
4,750
円

②
日本
人7点
満点中
5.9点

外国
人7点
満点中
6.6点

○ 14 産業観
光局
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　柱 1　市民・観光客がともに快適に過ごせる観光都市としての更なる質の向上

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 地域の隠れ
た観光資源
を紹介する，
京都産木材
製駒札設置
の推進

　地域の隠れた観光資源にスポットを当て，観光
客にさらなる京都の魅力を感じていただけるよう，
新たに「みやこ杣木」を活用した駒札を設置する。

・ICTの活用を
含めた，駒札設
置箇所の回遊性
を高める手法の
検討・調整

・駒札設置

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

駒札の設置
箇所数

― 50箇所 ○ 93 産業観
光局

2 外国人観光
客にもわか
りやすい防
災情報の提
供など観光
客等への安
心・安全対
策の推進

　東京オリンピック・パラリンピックの開催など
により，今後も増加が見込まれる外国人観光客に
対して防災情報をわかりやすく伝えるため，「京都
市・帰宅支援サイト」の多言語化を行う。併せて，
全国的に標準化されたピクトグラムを用いた避難
誘導標識等を整備する。
　また，外国人をはじめとした観光客の安全を確
保するため，旅館，ホテル等の防火安全体制及び
AEDを使った応急手当のできる体制を推進する。

・「京都市・帰宅
支援サイト」の
多言語化・運営

・旅館，ホテル
等の防火安全体
制の推進

・小規模宿泊施
設に対する自動
火災報知設備の
設置指導

・ホテル，旅館
の従業員を対象
とした救命講習
の実施

⇒

・避難誘導標識
等の整備

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①避難誘導
標識等の整
備数

②小規模宿
泊施設にお
ける自動火
災報知設備
の設置割合

①
―

②
15%
（26年度）

①
421基
（31年度）

②
100%

○ 15 行財政
局
消防局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 観光地トイ
レのおもて
なし向上プ
ロジェクト
の推進

　観光地のトイレについて，より一層，市民力，
地域力を活かすとともに，民間活力の更なる導入
を図りながら，早急かつ計画的に「量」と「質」
を充実する。

①「観光トイレ制度」の推進
　トイレの管理実態に応じた維持管理費用や新築，
洋式便器化・バリアフリー化等の改修費用に対す
る助成制度の活用を推進し，観光トイレ認定箇所
数の拡大を図る。

②観光地の公衆トイレリニューアル
　観光客の利用が多い公衆トイレにおいて，洋式
便器化，センサー式手洗い導入などのユニバーサ
ルデザイン対応による機能性向上や，壁面塗装，
外観等の整備を図り，清潔感向上の改修を行う。
また，改修対象箇所へのネーミングライツ導入な
どにより，経費の節減を進める。

・①観光トイレ
認定箇所数の拡
大に向けた取組
の推進

・②観光地の公
衆トイレリニュ
ーアルに向けた
取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒ ①観光トイ
レの認定箇
所数

②リニュー
アルした公
衆トイレの
箇所数

①
26箇所
（26年）

②―

①
50箇所
（31年度）

②
44箇所
（30年度）

○ 355 環境政
策局

4 京都市地域
活性化総合
特区の推進
による国際
観光拠点の
形成

　世界の人々が日本文化の神髄と美しい町並みを
求めて集い，交流する国際観光拠点を形成するた
め，総合特区制度による国の規制緩和，税財政支
援等の特例措置を最大限に活用して，市域に集積
する文化的資産の保全継承と創造的活用，美しい
町並みと歴史的風土の保全・活用，文化・芸術創
造拠点の形成などの取組を総合的に進める。

・地域活性化総
合特別区域計画
に基づく取組を
地域協議会で連
携し推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 外国人宿泊
客数

183万
人
（26年）

300万
人

○ ― 総合企
画局

5 京都市版
DMOの構
築・運営

　2020年に開催される東京オリンピック・パラリ
ンピックはもとより，その先を見据えた京都観光
を強力に推し進めるため，行政，観光協会や事業
者による既存のネットワークとの緊密な連携のも
と，マーケティングに基づく戦略策定や誘致事業
に取り組み，京都観光を総合的に担う観光推進組
織（DMO）を構築する。

・データ分析・
マーケティング
の実施

・関係団体との
協議

・DMO 候補法
人への登録

・データ分析・
マーケティング
の実施・戦略の
検討

⇒

・DMOの構築
・運営

・戦略の策定・
戦略に基づく事
業実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

観光消費額 7,626
億円
（26年）

1兆円 ○ 93 産業観
光局



44 旅の本質を追求する観光戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 大学等との
連携による
観光産業の
担い手の育
成

　大学等と連携し，京都観光の発展に必要な担い
手を育成するとともに，各地から次世代の観光産
業の担い手を受け入れ，育成することにより，観
光立国・日本に資する担い手を京都から輩出する
ため，学術研究者及び実務担当者による経営・マー
ケティング等に関する講義を実施する。

・講座の実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 講座に満足
した受講者
等の割合

64%
（26年）

現況値
より増
加

○ 30 産業観
光局



45 旅の本質を追求する観光戦略

　柱 2　更なる魅力の掘り起こしと効果的な発信

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 新たな観光
資源の発掘
と伝統産業
製品の販路
拡大を図る
工房訪問事
業の推進

　日本文化に興味・関心がある外国人旅行者に，
京都の魅力をより深く味わうことのできる工房を
紹介し，観光業界と連携した上質な工房訪問機会
の創出，伝統産業製品の販路拡大及び観光客の増
加を目指す。

・工房訪問事業
の実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 工房訪問事
業における
訪問先開拓
件数

― 60件 ○ 14 産業観
光局

2 体験型プロ
グラムなど
京都の価値
を伝える新
たな観光商
品の開発推
進

　京都の「ほんもの」に触れる着地型旅行商品の
拡充や京都一周トレイルの魅力向上等，様々な要
望に応じた観光商品の開発を通じて産業振興等を
推進する。

・民間事業者に
おける着地型旅
行商品の開発・
拡充の促進及び
PR

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 観光消費額 7,626
億円
（26年）

1兆円 ○ 10 産業観
光局

3 観光状況の
変化や重点
市場の設定
による国内
観光客誘致
策の充実

　観光状況の変化等を踏まえて重点市場を設定し，
鉄道事業者等と連携した魅力的な観光素材の創出，
情報発信の強化により，国内観光客誘致策の充実
を図る。

・鉄道事業者等
との連携による
新たな観光商品
の開発

・新規・既存の
観光商品のPR

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

市内宿泊観
光客数

130,784
人
（26年）

現況値
より増
加

○ 45 産業観
光局

4 効果的な魅
力発信によ
る成熟した
訪日旅行者
の誘致策及
びマナー啓
発の強化

　国別の旅行動向や京都に来てからの行動特性な
どを把握・分析し，情報発信するともに，目利き
層やムスリムの誘客を強化する。加えて，京都の
風習や習慣，さらには守るべきルールやマナーに
ついても情報発信する。

・現地における
観光プロモーシ
ョンの実施（目
利き層・ムスリ
ム誘客の取組，
マナー啓発）

・海外情報発信・
収集拠点におけ
る外国人観光客
の誘致及びメデ
ィアで取り上げ
られている京都
情報の分析強化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①中東・東
南アジアか
らの宿泊外
国人客数

②海外情報
拠点のある
国・地域か
らの宿泊外
国人客数

①
89,000
人
（26年）

②
1,303
千人
（26年）

①
現況値
より増
加

②
現況値
より増
加

○ 308 産業観
光局
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　柱 3　日本の MICE をけん引するグローバル MICE 都市としての更なる飛躍

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 国立京都国
際会館・多目
的ホールへ
の京都らしい
設えの実施と
2,500人規模
から5,000人
規模への拡
充整備の促
進

　国において整備が進められている多目的ホール
（2,500 人規模）の 30 年度の供用開始を踏まえ，
5,000 人規模への更なる拡充整備を早期に実現す
るため，国に対し積極的に要望する。
　また，多目的ホールの顔ともいえるロビー，控
室等の内装，調度品等に京都らしい設えを施すこ
とにより，日本文化を発信する。

・府・経済界・
関係機関等と連
携した国への要
望

・京都らしい調
度・備品の制作
に係る具体的な
検討

⇒

・京都らしい調
度・備品の制作

⇒

・京都らしい調
度・備品の制作
・設置

⇒ ⇒ ― ― ― 210 総合企
画局

2 日本のMICE
をけん引する
京都にふさわ
しいMICE誘
致の強化によ
る経済効果
の最大化

　京都の多様な魅力をMICE※誘致に活用しなが
ら，大規模MICE のみならず，中小規模のMICE
開催支援を充実させる。また，開催支援メニュー
の充実，産学公連携の強化，宿泊・飲食・会場施
設等をコーディネートする組織やワンストップ窓
口を開設するなど，主催者が京都を選択しやすい
環境を整えることで，環境・科学・文化・歴史な
ど京都にふさわしいMICE 誘致の強化を図り，経
済効果の向上を図る。

※MICE：企業のミーティング，企業研修旅行，
国際会議，イベントなどの総称

・MICE 開催支
援助成の実施

・大学との連携
強化

・MICE 誘致ツ
ール，ユニーク
ベニューツール
の強化

・MICE 協議会
の設置・運営

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

コンベンショ
ン開催件数
の世界順位
（ICCA基準）

54位
（26年）

35位 ○ 226 産業観
光局

3 ミーティング
（企業研修や
会議），イン
センティブツ
アー（報奨旅
行）に特化し
た情報とネッ
トワークを有
する専門家の
配置などによ
る誘致の強化

　ミーティング（M）やインセンティブツアー（I）
については，コンベンションのような統計の仕組
みや明確な定義がなされておらず，開催件数や経
済波及効果が十分に把握されていないため，MIの
専門家の配置とともに，MI開催を支援する助成金
制度を活用し，実態把握を進め，効果的なMI 誘
致を推進する。

・京都らしい
MICE開催支援
補助制度の実施

・MI の専門家
の配置

・MI 開催情報
の収集

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

MI支援件
数

41件 現況値
より増
加

○ 25 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 世界遺産・
二条城をは
じめとする
歴史的・文
化的施設を
活用した京
都ならでは
のMICE推
進

　世界遺産であり，国宝，重要文化財を有する二
条城をはじめとする歴史的・文化的施設をMICE
会場として利用促進を図ることにより，それらの
施設が持つ格式や歴史的価値を最大限に活用し，
日本・京都の魅力を国内外に発信する。

・MICE プラン
のホームページ
開設による情報
・魅力発信

・国内外の企業・
団体による二条
城等の施設の活
用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

二条城での
MICE開催
回数

9回 12回 ○ 36 文化市
民局



48 新産業創造戦略

重点戦略　京都の知恵や価値観を生かした「新産業創造戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 中小企業と
若者・学生
とのマッチ
ングなど中
小企業の働
き手・担い
手確保支援
の推進

　中小企業に蓄積された誇れる技術などの魅力を
体感できる，企業情報発信webサイトの充実やイ
ンターンシップの仕組みづくり，若者・学生と企
業との交流会の実施などの効果的なマッチング支
援に取り組み，中小企業が必要な働き手・担い手
を確保できるよう支援する。

・企業情報発信
WEB サイト京
都ジョブナビ「
京のまち企業訪
問」の運営・充
実

・学生との協働
による「中小企
業魅力再発見プ
ロジェクト」の
実施

・京都の中小企
業と求職者との
マッチング支援
事業の推進

・「若者定着支
援事業」の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

マッチング
支援による
市内中小企
業への就職
者数（正規
雇用者数）

120人
（うち正
規雇用者
数118人）
（26年度・
単年度）

750人
（うち正
規雇用者
数600人）

○ 243 産業観
光局

2 京都市ソー
シャル・イ
ノベーショ
ン・クラス
ター創造事
業の推進

　農家を志す若者の就農支援や，すべてのひとが
親しめる伝統産業製品の開発・販売など，ビジネ
スの手法で様々な社会的課題の解決を図ろうとす
る企業に対し，認定制度の運用による社会的信用
の付与や京都市ソーシャルイノベーション研究所
を核とした産学官金の連携による各種サポート策
の充実を図る。

・「これからの
1000 年を紡ぐ
企業認定」の運
用

・社会的課題の
解決を図ろうと
する企業をトー
タルで育成する
経営支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「これから
の 1000年
を紡ぐ企業
認定」によ
る認定企業
数

― 25社 ○ 160 産業観
光局



49 新産業創造戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 京都発ベン
チャー企業
や知恵産業
企業の創出
と中堅企業
への成長の
促進

　京都発のベンチャー企業や知恵産業企業の創出
を図るとともに，経営面・技術面での総合的な支
援により中小・ベンチャー企業の競争力を高める
ことで，グローバル・ニッチ・トップ企業など世
界に羽ばたく中堅企業への成長を促す。

・次代の京都経
済をリードする
中小・ベンチャ
ー企業の発掘・
支援

・京都市ベンチ
ャー企業目利き
委員会Aランク
認定企業，オス
カー認定企業，
知恵創出“目の
輝き”認定企業
等の成長支援

・地域プラット
フォーム事業に
よる創業支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①グローバ
ル・ニッチ・
トップ企業
への成長支
援件数

②京都市ベ
ンチャー企
業目利き委
員会Aラン
ク認定企業
数

③オスカー
認定企業数

④知恵創出
“目の輝き”
認定企業数

⑤地域プ
ラット
フォーム事
業による創
業件数

①
6社
（26年度）

②
113社
（26年度）

③
149社
（26年度）

④
12社

⑤ 3件
（27年度・
単年度）

①
42社

②
155社

③
227社

④
32社

⑤ 5件

○ 510 産業観
光局



50 新産業創造戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 グリーン，
ライフサイ
エンス，コ
ンテンツな
ど京都が強
みを持つ成
長分野にお
ける新事業
の創出

　グリーン（環境・エネルギー）やライフサイエ
ンス（医療・健康・福祉），コンテンツ（マンガ・
アニメ・ゲーム・映画）といった成長分野において，
産・学・公・地域が連携して研究開発やその成果
の事業化，研究者や技術者，クリエイターなどの
育成，拠点整備等を推進することで，新事業の創
出を図り，市場の拡大を目指す。	

（1）グリーン（環境・エネルギー）産業の振興
　グリーン（環境・エネルギー）産業分野に
おいて，産学公が連携して研究開発やその成
果の事業化，技術者や研究者等の育成，拠点
整備等を推進することで，新事業の創出を図
り，市場の拡大を目指す。

・産学公連携に
よるプロジェク
トの推進

・ベンチャー・
中小企業への総
合的支援

・技術者や研究
者等・企業の集
積促進

・京都ならでは
のスマートシテ
ィの構築

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

グリーン（環
境・エネルギ
ー）分野での
プロジェクト
創出数

10件
（26年度）

50件 ○ 334 産業観
光局

（2）医療，健康・福祉・介護，地場ライフサ
イエンス分野の産業振興の推進
　医学・工学・薬学の融合分野における産学
公連携による研究開発，事業化プロジェクト
の推進などによってイノベーションを促進
し，ライフサイエンス関連分野で新産業を創
出する。特に，食生活や運動といった健康な
生活管理を促すためのヘルスケア商品の開発
など，健康寿命の延伸を目指したヘルスケア
産業の活性化に取り組む。

・産学公連携コ
ーディネートの
実施

・京都発革新的
医療技術研究開
発助成事業の実
施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①京都市ライ
フイノベーシ
ョン創出支援
センターがコ
ーディネート
したプロジェ
クトの件数

②研究開発助
成件数

① 3件
（26年度）

② 21件
（26年度）

①10件

② 26件

○ 504 産業観
光局



51 新産業創造戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 グリーン，
ライフサイ
エンス，コ
ンテンツな
ど京都が強
みを持つ成
長分野にお
ける新事業
の創出

　グリーン（環境・エネルギー）やライフサイエ
ンス（医療・健康・福祉），コンテンツ（マンガ・
アニメ・ゲーム・映画）といった成長分野において，
産・学・公・地域が連携して研究開発やその成果
の事業化，研究者や技術者，クリエイターなどの
育成，拠点整備等を推進することで，新事業の創
出を図り，市場の拡大を目指す。	

（3）多様な地域資源を活かしたコンテンツ産
業の振興
　本市のコンテンツ産業の一層の振興に向
け，新たな方針を取りまとめるとともに，ク
リエイターの育成や支援拠点の整備など，コ
ンテンツ市場の拡大に向けた取組を進める。

・見本市の開催
等を通じたコン
テンツ産業の振
興

・「新たな方針」
の策定

⇒

・方針に基づく
取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

コンテンツ
関連商品の
開発数

629
種類

1,129
種類

○ 354 産業観
光局

5 北部山間地
域における
農林業の活
性化，地域
資源を活か
した新事業
の創出

　収益性の高い農作物や大規模化しやすい農作物
の生産拡大，それらを活用した 6次産業化の推進，
さらに，その支援を行う地域の拡大等により，農
山村の活性化と農林業の持続的経営力の強化を図
る。

・農林業の基盤
整備等の実施

・地域資源等を
活用した6次産
業化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

農林業関連
の新規就業
者数

― 50人 ○ 327 産業観
光局

6 中小企業支
援の拠点と
なる京都経
済センター
（仮称）の
整備

　様々な知恵が融合し新たな価値を生み出す「交
流と融合」の場を提供し，京都経済の活性化に資
するとともに，新たな時代に相応しい中小企業支
援機能を集積し，中小企業が抱える課題解決や繊
維産業の振興に京都の総合力を結集して取り組む
ための総合支援拠点を整備する。
　また，その立地を活かして，多くの人々が集まり，
交流するにぎわい施設を設け，都心部の魅力向上
と活性化を図る。

・工事着手 ⇒ ・竣工 ・オープン ― ― ― 523 産業観
光局

7 世界で活躍
する研究者
等が集う交
流拠点の形
成

　大学や文化機関等と連携して，世界で活躍する
研究者，芸術家，経済人など創造的なひとが京都
に集う拠点を形成し，相互交流や地域との交流を
促進することで，学術，文化，産業等のイノベーショ
ンや新たなビジネスの創出に取り組む。

・拠点機能（施
設，交流促進事
業）の検討

⇒

・交流促進事業
の実施

・拠点整備の推
進，拠点整備の
実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

交流ネット
ワークへの
登録数

― 100人 ○ 40 産業観
光局



52 新産業創造戦略

　柱 1　大学の知，歴史文化，伝統産業など京都の知恵と強みを活かした成長戦略の推進

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 知恵ビジネ
ス企業等の
発掘・成長
支援

　知恵ビジネスを目指すものづくり企業等の発掘
や成長支援，知恵産業の担い手の育成による知恵
ビジネスの推進を通じて，「知恵産業のまち・京都」
の実現に取り組むとともに，（地独）京都市産業技
術研究所の研究開発成果を技術移転し，事業化や
製品化などの「技術の産業化」を促進する。

・知恵産業融合
センター事業の
実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 知恵創出
“目の輝き”
企業の認定
件数

12件 32件 ○ 140 産業観
光局

2 「京もの」の
海外進出支
援事業の推
進

　京都の伝統産業製品の新たな需要開拓及び販路
開拓を目指し，海外市場における新商品開発及び
ビジネスモデルの構築に向けた取組を支援するこ
とにより，京都が世界に誇る「京もの」の魅力を
強力にアピールし，伝統産業の活性化を図る。

・海外アドバイ
ザーの指導等に
よる海外の現地
ニーズに合った
商品開発，展示
商談会，見本市
への出展

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 商談成約件
数

22件
（26年度）

45件 ○ 170 産業観
光局

3 京ものブラ
ンド確立に
向けた生産
履歴システ
ムの開発等
の支援

　伝統産業製品（京もの）のブランド確立に向け，
消費者に手間・ひま・心を込めた作り手の想いを
届け，ほんものの「京もの」を安心・納得して購
入いただける環境を整備するため，業界団体が率
先して取り組んでいる「京手描友禅」の製造工程
を公開する生産履歴（トレーサビリティ）システ
ム※の開発支援を行う。

※生産履歴（トレーサビリティ）システム :
消費者が反物に付帯した証明書に掲載されている
QRコードによりデータにアクセスし，生産履歴等
を確認できるシステム

・開発及び普及
啓発支援

・普及啓発支援 ⇒ ⇒ ⇒ 詳細な生産
履歴が記さ
れている
QRコード
が付された
証明書発行
件数

― 1,000
件

○ 15 産業観
光局

4 「京都伝統
産業ふれあ
い館」を核
とした，観
光や販売促
進の視点を
取り入れた
伝統産業の
振興

　京都の伝統産業の普及・啓発拠点である「京都
伝統産業ふれあい館」について，観光や販売促進
の視点を取り入れた機能強化を図る。また，職人
と他業種との異業種交流会等を通じて，異業種交
流・情報交流を促進させる。

・伝統産業ふれ
あい館の機能強
化及び事業推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 伝統産業の
バイヤー等
とのマッチ
ング件数

― 12件 ○ 95 産業観
光局



53 新産業創造戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 「日本酒乾
杯条例」を
契機に新た
なプロジェ
クトに取り
組む伝統産
業若手職人
の支援

　日本酒での乾杯を通じた伝統産業製品の振興を
目的に，伝統産業の将来を担う若手職人や市内酒
造組合等で組織されたプロジェクト（KYO-MONO 
is COOLプロジェクト）チームが取り組む，日本
酒と京都の伝統産業製品（京もの）を組み合わせ
た商品開発や，継続的な販売の仕組みづくりを支
援することで伝統産業の振興と後継者の育成を図
る。

・「KYO-MONO 
is COOLプロジ
ェクト」が取り
組む展示・販売
等を行うイベン
トへの出展支援

・民間主体等に
よる取組の推進

⇒ ⇒ ⇒ イベントへ
の出展件数

9件 10件
（28年度）

○ 7 産業観
光局

6 「伝統産業
の日」の全
国拡大をは
じめとした
伝統産業の
振興

　「伝統産業の日」の取組を全国に普及させ，各地
域の伝統産業製品の使用の奨励を全国で展開する。
また，国が取り組んでいる「きものの日」との連
携をはじめ，国や関係市町村等と連携・共同した
伝統産業施策の展開を図る。

・国への働きか
け

・国や他の自治
体との情報共有

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 産業観
光局

7 首都圏での
発信拠点と
なる京都館
の移転を契
機とした，
国内外の人
々を魅了し，
京都ファン
を増やす産
業・文化の
魅力発信力
の更なる強
化

　首都圏における京都の総合情報発信拠点である
「京都館」について，情報発信力を向上させる観点
から，機能の抜本的な見直しを行い，それを踏ま
えて京都館をリニューアルする。また，常に新し
い京都の情報を発信し続ける拠点として，新たな
魅力発信事業を実施する。

・情報発信事業

・移転準備

・新たな魅力発
信事業の検討・
モデル実施

⇒

・移転準備・リ
ニューアルオー
プン

⇒ ・新たな魅力発
信事業の実施

⇒ ⇒

移転後にお
ける京都館
への取材件
数

― 36件 ○ 660 産業観
光局

8 国家戦略特
区等を活用
した産業の
国際競争力
の強化

　国際競争力強化と国際的な経済活動拠点形成の
ため，国家戦略特区制度等の規制緩和，税制支援
等の特例措置を最大限活用し，再生医療をはじめ
とする先端的な医薬品・医療機器等の研究開発・
事業化を推進するとともに，チャレンジングな研
究者・起業家等の集まるビジネス環境を整えた国
際都市を形成する。

・関西圏国家戦
略特区計画等に
基づく取組を関
西の自治体，関
係企業等が連携
し推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 総合企
画局
産業観
光局



54 新産業創造戦略

　柱 2　雇用を創出し，地域経済や暮らしを支え，牽引する中小企業の下支え

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京都の強み
を活かした
産業振興に
よる安定し
た雇用の創
出やひとづ
くりの推進

　製品開発型ものづくり企業や大学・研究開発拠
点，文化，観光，ハイテク・伝統・コンテンツ産
業の集積等，京都ならではの強みを活かしながら，
中小企業の新分野への進出や新事業展開，新産業
創造といった産業政策とこうした取組を推進する
ためのひとづくり等といった雇用政策を一体的に
実施することで，京都経済の活性化，安定雇用の
創出につなげる。

・国の戦略産業
雇用創造プロジ
ェクトを活用し
た取組の実施（
京都次世代もの
づくり雇用創出
プロジェクト）

⇒ ⇒

・京都次世代も
のづくり雇用創
出プロジェクト
の取組成果を踏
まえた新たな取
組の検討

・取組の推進 ⇒

次世代のも
のづくり産
業における
新事業の創
造による正
規雇用の創
出数

― 660名
（うち正
規雇用者
数528人）
（重複含
む）
（30年度）

○ 65 産業観
光局

2 不本意非正
規の正規化
など安定雇
用に向けた
京都ならで
はの働き方
改革推進

　経済雇用情勢の変化に対応し，雇用創出だけで
なく，長時間労働の削減，ワーキングプアなど非
正規労働者の正規雇用への拡大，雇用の質の向上
に取り組むため，オール京都のひとづくりを進め
る「京都労働経済活力会議」と連携するほか，非
正規雇用率の高い宿泊・小売・飲食店関連事業所
や行政，大学等で構成する研究会を設置し，安定
雇用，雇用の質の向上に向けた具体的方策を検討
する。
　また，関連する認証制度（「京都モデル」ワーク・
ライフ・バランス推進企業等）と連携し，子育て
中の女性や高齢者，障害のある方等の雇用の創出・
安定に努める企業の先進事例について，啓発セミ
ナーの開催等により，広く発信し，普及・拡大を
図る。　
　さらに，フリーターや大学生に対し，各種セミ
ナーや個別カウンセリング等の実施により多様な
職業観を醸成し，正規雇用の拡大を図る。

・「京都労働経
済活力会議」等
による関係機関
との連携

・京都ならでは
の働き方改革の
実現に向けた調
査・研究の実施

・啓発セミナー
の開催

・個別カウンセ
リング等による
職業観の醸成

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

マッチング
支援による
中小企業へ
の就職者数
（正規雇用
者数）

120人
（うち正
規雇用者
数118人）
（26年度・
単年度）

750人
（うち正
規雇用者
数600人）

○ 135 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 ひとを大切
にする京都
ならではの
働き方を推
進する「京
都労働経済
活力会議」
など行政，
労使団体に
よる「ブラ
ック企業・
ブラックバ
イト」の根
絶に向けた
周知・啓発

　アルバイトや就職先で賃金不払い残業などを行
わせる「ブラック企業・ブラックバイト」の根絶
に向け，「京都労働経済活力会議」など行政，労使
団体と連携し，周知・啓発を進める。

・「京都労働経
済活力会議」等
による関係機関
との連携

・企業向けセミ
ナー等による周
知・啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

セミナー等
による周知
・啓発企業
数

47社
（26年度・
単年度）

400社 ○ 産業観
光局

4 「中小企業
振 興 会 議
（ 仮 称 ）」
の創設によ
る，関係者
の知恵と力
を結集した
一層の実効
性ある振興
策の推進

　「中小企業振興会議（仮称）」を創設し，中小企
業等が抱える課題を共有するとともに，業界団体，
経済団体，金融機関等，業種横断的に幅広い関係
者の知恵と力を結集し，条例による手法等も含め
て，実効性ある振興策を検討し，実行につなげる。

・「中小企業振
興会議（仮称）」
の設置・運営

・「中小企業振
興会議（仮称）」
を核とした中小
企業支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

会議で検討
され，実行
につながっ
た振興策の
件数

― 15件 ○ 15 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 中小企業・
業界団体の
課題解決や
活性化など
中小企業の
持続的な発
展支援

　中小企業等で構成する業界団体が，専門家の助
言を得ながら，自らの強み・弱みを分析し，課題
の解決やイノベーションの創出など業界全体の活
性化を図る取組に対し，「中小企業等チャレンジ支
援事業」による支援を行う。
　また，経営者の高齢化や後継者の不在等で事業
継続が困難な中小企業に対し，事業引き継ぎ支援
体制を整備する。また，JETRO京都を中心とした
京都企業に対する海外展開支援，社内情報の漏え
い・流出を防ぐための情報セキュリティ対策の支
援など，地域経済・雇用を支え，市民生活の安心・
安全や地域コミュニティの担い手である中小企業
等の持続的な発展を支援する。

・業界課題解決
手法調査事業
（仮称）

・ビジネスモデ
ル施行実施事業
（仮称）

・事業承継等に
係る専門家等に
よる相談，支援

・中小企業の海
外展開支援

・府警等との連
携による情報セ
キュリティ対策
の支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

支援した業界
団体の会員事
業者の中小企
業等チャレン
ジ支援事業満
足度

― 80% ○ 169 産業観
光局

6 「商店街空
き店舗解消
促進事業」
の推進

　商店街をはじめとする空き店舗所有者と出店希
望者とのマッチング等により，空き店舗を解消し，
地域商業の活性化を図る。

・空き店舗所有
者と出店希望者
とのマッチング
のモデル実施

・空き店舗所有
者と出店希望者
とのマッチング
の実施

⇒ ⇒ 市内の空き
店舗の解消
数

― 10件
（31年度）

○ 16 産業観
光局

7 商業者と事
業者・地域
住民・学生
等との交流
を通じて商
業や地域の
活性化を図
る「まち・
お店・ひと 
縁結びプロ
ジェクト」
の推進

　商店街と学生が協働して商店街の魅力を発掘し，
PR冊子を作成するなど，商業者と地域住民，事業
者，学生等が交流する機会をつくり，つながりを
深めることで，商業者の売上向上と地域活性化を
図る。

・交流を深める
ための企画の検
討・実施

・交流を契機と
した具体的な地
域活性化に向け
た取組の実施

⇒ ⇒ 商業者の取
組参加者数

― 80人
（31年度）

○ 12 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

8 「商業振興
アドバイザ
リー会議（
仮称）」の
新設による
効果的な商
業振興施策
の推進

　本市が実施する商業振興施策の進捗を確認する
とともに，新たな商業活性化のアイデア等につい
て，助言を得るため，有識者や商業関係者で構成
する「商業振興アドバイザリー会議（仮称）」を立
ち上げ，運営する。

・アドバイザリ
ー会議（仮称）
の立ち上げ及び
会議の開催

・アドバイザリ
ー会議（仮称）
の運営

⇒ ⇒ ⇒ 助言に基づ
き既存施策
の見直しや
新規企画の
立案を行っ
た件数

― 4件 ○ 3 産業観
光局

9 専門家等の
派遣など商
店街の課題
に応じた支
援策の実施

　商店街へのヒアリングや意見交換を実施して，
各商店街のニーズや課題を抽出し，専門家やNPO
等の協力の下，支援策を実施する。

・商店街へのヒ
アリング

・商店街のニー
ズ・課題の抽出
・支援策の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

支援策に対
する商店街
の満足度

― 80% ○ 80 産業観
光局
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　柱 3　農林業などの京都の資源・文化を活かした産業の活性化

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京野菜の生
産・流通・
消費体制の
強化

　本市が野菜の品目ごとに旬の時期を定め，農家
の認証制度を設けて推奨する「京の旬野菜」や大
学等と連携により開発された「新京野菜」など，
京野菜の生産・流通・消費の今後の変化を見据え
た振興体制を確立するとともに，京の食文化を支
えてきた京野菜の魅力を発信する。

・京の旬野菜の
流通段階におけ
る見える化の推
進

・新京野菜の開
発・普及

・消費拡大キャ
ンペーン，イベ
ント，飲食店等
とのマッチング

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京の旬野菜
生産割合

38%
（26年度）

現況値
より増
加

○ 78 産業観
光局

2 京の花文化
の継承と花
関連産業の
振興

　日常で花に触れる機会を増やし，京の花文化の
継承と花の癒し効果による豊かな市民生活の実現
に取り組むとともに，花関連産業全体の振興を図
る。
　花関連業界団体と協働で，生産・流通・消費の
各段階における現状と課題等を調査し，長期的な
展望に立った戦略として，今後進めていくべき振
興策を検討・実施する。

・花関連産業振
興のための調査
及びモデル事業
実施

・花関連産業振
興のためのモデ
ル事業実施及び
事業構築

･構築した花関
連産業振興事業
の実施

⇒ ⇒ 京都市花き
卸売市場で
の取扱高

77億円
（26年度）

80億円 ○ 38 産業観
光局

3 建築用材や
未利用間伐
材など市内
産木材の総
合的な需要
拡大

　林業・木材業の活性化を図るため，建築用材と
なる丸太から未利用間伐材に至るまで，製材加工
施設への支援，市施設への市内産木材（みやこ杣木）
の利用，住宅リフォーム等に対する市内産木材の
利用助成など川上から川下まで一貫した市内産木
材の需要拡大を進める。

・①みやこ杣木
認証制度運用支
援

・②市内産木材
の需要拡大

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①市内産木
材「みやこ
杣木」の登
録事業体数

②市公共施
設等への市
内産木材利
用量

①58
事業体
（26年度)

②
100㎥
（26年度）

① 82
事業体

②
200㎥

②
○

①
○

236 産業観
光局
都市計
画局
建設局

4 市民農家の
創出（遊休
農地等を活
用した市民
との協働に
よる農作物
作りの実践
等）

　小規模水田や管理保全田，遊休農地などを活用
し，市民との協働による農作物づくりを実践して，
農に触れ合う機会を創出するとともに，農業への
理解や食育の推進，緑地の保全を図る。

・水田等の活用
による取組の検
討

・取組の推進 ⇒ ⇒ ⇒ 体験参加者
数

― 200人 ○ ― 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 農林業体験
を活用した
観光ビジネ
スの展開

　農山村に滞在し，農林産物の収穫体験や，作業
体験等，農業に触れる機会を市民や観光客に提供
することにより，農林業従事者の新たな収入源を
獲得し，農山村地域の魅力発信及び産業活性化を
図る。

・農林産物の収
穫体験等を行う
農家民宿の開設
支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 農家民宿の
開設軒数

3軒 13軒 ○ 8 産業観
光局

6 集中的な森
林整備や林
業振興をめ
ざすための
関係機関と
も連携した
新たな仕組
みづくりの
検討

　増加する放置森林等に対し，適正な林業活動を
通じた森林の保全・整備を進めるため，効率的で
集約的な生産活動などが行えるような仕組みづく
りを検討するとともに，検討によって明らかとなっ
た課題等の解決に向けた国への提案を行う。

・仕組みづくり
の検討及び制度
骨格立案

・関係機関との
調整等の実施

・国への提案及
び試行実施

⇒ ⇒ ― ― ― ― 産業観
光局



60 新産業創造戦略

　柱 4　産業支援機関の機能充実や産学公連携などによる事業環境整備

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京都の新た
な活力を担
う「らくな
ん進都」を
はじめとす
る市南部地
域を中心と
した企業誘
致の推進

　企業立地促進制度や，都市計画手法等の活用に
よる事業環境の整備により，企業の市外流出防止，
市内での設備投資の促進，国内はもとより海外か
らの企業誘致を推進する。
　また，地方拠点強化税制を活用し，東京からの
企業誘致を強化する。

・企業誘致の推
進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 企業立地件
数（補助対
象指定件
数）

100件
（26年度）

160件 ○ 2,688 産業観
光局

2 地元企業の
事業拡大や
企業誘致を
推進するた
めの新たな
産業用地の
確保・創出

　久我・羽束師の工業専用地域をはじめ，市内の
まとまった土地や未活用の工業用地等の活用・開
発などによる新たな産業用地の創出に向けた調査
を行い，市有地の有効利用を含め，都市計画手法
の活用やインフラ整備の手法など，具体的な方策
を検討・実施し，市内企業の事業拡大や国内外の
企業誘致を推進する。

・新たな産業用
地の創出に向け
た調査・検討

・事業の推進 ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 12 産業観
光局

3 京都産学公
共同研究拠
点「知恵の
輪」におけ
る研究プロ
ジェクトの
推進

　京都産学公共同研究拠点「知恵の輪」において，
高度研究機器を活用した産学公連携による共同研
究プロジェクトを推進し，生産性の向上，新製品
の開発を促進する。

・先端光加工プ
ロジェクト，バ
イオ計測プロジ
ェクトでの共同
研究プロジェク
トの推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ①プロジェ
クトの立ち
上げ件数

②機器利用
件数

①―

②
3,909
件

① 4件

②
4,000
件

○ 553 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 ものづくり
中小企業の
事業展開を
技術面から
支援する
（地独）京
都市産業技
術研究所の
事業推進

　地域資源を用いた研究開発の推進，試験・分析
の充実，伝統産業の技術後継者育成，知恵産業の
推進など，中小企業を技術面から支援する京都市
産業技術研究所の事業を推進し，ものづくり中小
企業の事業展開を支える。

①高度な研究開発・試験分析機器の拡充配備によ
る技術支援
②若手伝統工芸作家である研修修了生の市場進出
支援
③成長が予想されるバイオ・ライフ，エコ・グリー
ン，京都高度伝統文化の 3分野の研究成果を活用
した新技術・新製品の創出による新たな市場獲得
支援及び分析評価技術の高度化等による事業化・
製品化支援
④バイオテクノロジーを生かした分析装置・試薬
の開発

・①設備機器を
活用して，企業
等に対する技術
支援の実施

・②伝統工芸作
家に対する販路
開拓支援の実施

・③研究成果発
表会等の開催

・④実証実験，
データ収集・解
析

⇒

⇒

⇒

・解析，試薬・
機器開発

⇒

⇒

⇒

・試薬・機器開
発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・実証機器によ
る市場調査

①技術相談，
依頼試験・
分析，設備
機器利用の
件数

②伝統工芸
作家に対す
る販路開拓
支援件数

③産技研単
独での業界
向け成果発
表件数

④研究参加
機関数

①
20,022
件
（26年度）

②
5人
（26年度）

③
62件
（26年度・
単年度）

④
5機関

①
21,000
件

②
20人

③
386件

④
25機関
（31年度）

①
○

②
○

③
○

④
○

467 産業観
光局

5 新事業創出
や中小・ベ
ンチャー企
業の成長を
支援する
（公財）京
都高度技術
研究所の事
業推進

　新事業創出，中小・ベンチャー企業の成長支援
など産業の活性化，ICT 研究開発の推進，産学公
連携による研究開発支援などを行う京都高度技術
研究所の事業を推進するとともに，経済団体との
連携により，総合的に支援する。

・新事業創出，
中小・ベンチャ
ー企業成長支
援，ICT研究開
発の推進，産学
公連携による研
究開発支援等の
推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 産業観
光局



62 未来の担い手育成戦略

重点戦略　夢と希望がもてる「未来の担い手育成戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 世界にはば
たく伝統産
業後継者育
成事業

　京都市産業技術研究所における後継者育成研修
を通じた技術の習得支援に加え，若手職人と伝統
産業事業者との就労マッチングや，海外及び現代
の市場ニーズに合ったものづくりから販売戦略・
販路開拓支援まで，産学公が連携して意欲のある
若手職人をトータルでサポートすることにより，
伝統産業の未来を担う後継者の育成に取り組む。

・伝統産業技術
後継者育成研
修の実施

・伝統産業活性
化推進計画（仮
称）の改定

⇒

・計画に基づく
取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

伝統産業技
術後継者育
成研修の定
員に対する
受講者の割
合

72% 87% ○ 132 産業観
光局

2 芸術家や世
界に誇る創
造的なひと
を育成する
京都市立芸
術大学の移
転整備推進

　芸術家をはじめ世界に誇る創造的なひとを育成
する大学として更なる発展を目指す京都市立芸術
大学の移転整備を推進する。

・基本計画の策
定

・大学施設の設
計

⇒ ⇒ ・大学施設の建
設

― ― ― 1,050 行財政
局

3 大学を核に
した地域連
携，企業連
携の推進

　京都のまち全体をキャンパスとした学びを充実
させ，「地域を大切にする心」を育んだ学生を京都
はもとより日本全国・世界各地に輩出するため，
大学や学生が地域と一体となって行うまちづくり
や地域活性化の取組を一層推進するとともに，学
生と京都企業が協働して，企業が抱える課題解決
等のプロジェクトに取り組む。

・グローカル人
財育成事業の実
施

・学まちコラボ
事業の実施

・「学まち連携
大学」促進事業
の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

地域連携事
業への申請
件数 ，企業
連携事業の
実施件数

83件
（26年度・
単年度）

400件 ○ 148 総合企
画局



63 未来の担い手育成戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 留学生誘致
の総合的な
取組の推進

　世界の学生が憧れる「大学のまち京都・学生の
まち京都」を目指し，本市独自の取組に加え，オー
ル京都で留学生の誘致・支援を進めるために設立
した留学生スタディ京都ネットワークを軸に，留
学生が快適に学べる環境づくりを総合的に進め，
留学先としての京都の魅力向上を図る。	

(1) 外国人留学生誘致，生活支援，就職支援
の充実
　京都市内の大学に在学する留学生等が心お
きなく勉学，研究に取り組めるよう，大学や
関係団体，行政等で構成する留学生スタディ
京都ネットワークを核に，生活習慣等の多様
性に対応した受入環境整備をはじめ，交流や
就職など，総合的に支援する取組の充実を図
るほか，海外での留学生フェアの開催や 4言
語対応の留学生誘致用ホームページの運用な
ど留学生誘致の取組を推進する。

・留学生支援施
策の実施

・留学生フェア
の開催

・4言語対応ホ
ームページの運
用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

留学生誘致
映像再生回
数

3万回
（28年2月
現在）

13万回 ○ 98 総合企
画局

(2) 民間住宅等の空き家活用や市営住宅にお
ける受入促進による留学生の住居確保への支
援
　地域コミュニティの活性化及び国際交流の
推進，市営住宅の空き住戸の有効活用等の観
点から，民間住宅等の空き家活用や市営住宅
の空き住戸への受入促進により，留学生の住
宅確保を進める。

・留学生の住居
確保への支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 市営住宅に
おける留学
生の受入世
帯数

41戸
（26年度）

87戸 ○ 25 都市計
画局

(3)来日直後の留学生の暮らしを支援するウェ
ルカム・パッケージの実施
　新たに京都に来た留学生に対し，来日直後
に必要な生活情報やガイダンス，諸手続への
サポート，日本人学生や市民との交流機会等
をパッケージとして提供する。

・ウェルカム・
パッケージの実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 日本人学生
チューター
登録者数

― 1,000
人

○ 16 総合企
画局



64 未来の担い手育成戦略

　柱 1　個性，魅力，活力にあふれた「大学のまち京都・学生のまち京都」の更なる発展

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「大学の国
際化」の総
合的な支援

　大学の国際化の促進により，国際社会で活躍で
きる学生の育成や，海外からの優秀な学生や研究
者の受入れにつなげるため，大学が実施する留学
生の誘致事業や，日本人学生の海外留学促進事業，
海外大学との提携事業等に対し支援を行う。

・大学の国際化
に対する支援

⇒ ⇒ ⇒ ・大学の国際化
に向けた新たな
取組の検討・実
施

支援対象大
学の留学生
数

― 27年度
現況値
から倍
増

○ 123 総合企
画局

2 大学の知を
活かした多
角的な市政
研究事業の
推進

　京都ならではの大学の知を本市の政策・施策に
反映し，市政を推進していくため，大学コンソー
シアム京都との協働により，本市が指定する市政
課題について，大学に委託して多角的な調査研究
を行う。

・大学の募集，
選定及び研究の
実施

・研究の実施 ・大学の募集，
選定及び研究の
実施

・研究の実施 ・大学の募集，
選定及び研究の
実施

― ― ― 30 総合企
画局

3 奥深い京都
の魅力を研
究する「京
都学」の更
なる発展へ
の支援と国
内外への発
信

　京都の歴史的価値や，市民が大切にしてきた京
都の暮らし等を研究する「京都学」について，各
大学と連携してその発展を支援し，国内外に発信
する。

・京都学の発展
に向けた方策の
検討

・国内外への情
報発信

・「京カレッジ」
における京都学
関連講座の充実

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「京カレッ
ジ」におけ
る京都学関
連講座の受
講者数

513人
（27年度・
単年度）

2,700
人

○ 87 総合企
画局

4 ワンストッ
プ窓口にお
ける学びの
環境充実に
向けた施設
整備等への
支援

　ワンストップ窓口において，大学が行う施設整
備に必要な各種手続が円滑に進むよう，積極的な
支援を行う。
　また，大学施設の更なる拡充や大学の誘致に向
け，市有地の活用や民有地情報の提供などにより，
大学施設の展開・立地の推進を総合的に支援する。

・ワンストップ
窓口における大
学の施設整備等
への支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 全国の学生
数のうち，
市内の学生
の占める割
合

4.9% 5.0% 〇 ― 総合企
画局



65 未来の担い手育成戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 京都学生広
報部の活動
をはじめ大
学生による
京都の魅力
の国内外へ
の発信

　大学進学を検討する中高生に対し，「京都で学び
たい」と思っていただけるよう，京都で学ぶ大学
生が，学生広報部ウェブサイトや SNS（ソーシャル・
ネットワーキング・サービス）により，学生生活
を送る中で実感する「リアルな京都の魅力」を学
生目線で発信する。
　また，海外留学する学生に対して日本・京都の
魅力を英語で伝えられるよう，歴史・伝統等を学
ぶ講座を開設し，修了者を「京都 PR学生大使」
に任命する。

・学生広報部ウ
ェブサイトなど
を活用した大学
のまち京都の魅
力発信

・歴史・伝統等
を学ぶ講座の開
設

・「京都PR学生
大使」制度の検
討

⇒

⇒

・「京都PR学生
大使」制度の創
設・任命

⇒

⇒

・大使の任命

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

学生広報部
ウェブサイ
トの 1箇月
当たりの閲
覧ページ数

― 10万
ページ

〇 19 総合企
画局



66 未来の担い手育成戦略

　柱 2　夢や希望の育み，地域・社会との多様なつながりづくりの推進

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 学齢期の学
びが生涯の
生き方・社
会貢献につ
ながる社会
的・職業的
自立に向け
た生き方探
究教育の推
進

　子どもたちが学ぶ意味や自らの生き方を探究す
る「生き方探究教育」を推進するため，生き方探
究館で職業体験や生活設計体験を行う「スチュー
デントシティ事業」及び「ファイナンスパーク事
業」，事業所で職場体験を行う「生き方探究・チャ
レンジ体験推進事業」，モノづくりを学び体験する
「京都こどもモノづくり事業」を実施する。　

・スチューデン
トシティ事業の
実施

・ファイナンス
パーク事業の実
施

・生き方探究・
チャレンジ体験
推進事業の実施

・京都こどもモ
ノづくり事業の
実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「生き方探
究教育」関
連 4事業の
体験人数

44,400
人

45,400
人

○ 435 教育委
員会

2 青少年活動
センターを
拠点とした
若者文化（ユ
ースカルチャ
ー）の発信

　市内 7箇所の青少年活動センターを拠点として，
青少年の自主的な活動の促進や居場所づくりの一
層の推進を図るとともに，青少年の成長を支援す
る大人に対し若者文化の理解を深めることができ
るよう，若者文化（ユースカルチャー）を発信す
るための事業を実施する。

・ユースカルチ
ャーエキスポ in
京都（仮称）の
実施

・青少年の自主
的な活動の促進
や居場所づくり
の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ユースカル
チャーエキ
スポ in京都
（仮称）の
参加者数

― 1,000
人

○ 28 文化市
民局

3 若者の職業
的自立を支
援する「京都
若者サポー
トステーショ
ン」の取組
の推進など，
更なる青少
年の自立支
援の強化

　ニートやひきこもり等により，一定期間無業の
状態にある 15歳から 39歳までの若者の職業的自
立を目的に，キャリアコンサルタントや臨床心理
士による専門的相談，職業ふれあい事業による職
業体験等を実施し，個別・継続的に支援する「京
都若者サポートステーション」を運営する。
　また，支援対象者の課題に応じた支援を実施す
るため，国・府をはじめとした関係機関との一層
の連携強化を図るとともに，青少年の自立支援の
更なる強化に向け，条例の制定も含めて検討する。

・相談事業，職
業ふれあい事業
等の実施

・条例制定の検
討を含めた青少
年の自立支援の
強化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都若者サ
ポートス
テーション
の支援によ
り就職した
人数

123人
（26年度）

140人 ○ 32 文化市
民局



67 未来の担い手育成戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 学校での学
びを地域・
社会の課題
解決につな
げ，子ども
の社会参画
の力や政治
的教養を育
む教育の推
進

　小中高等学校において，地域・NPO等との連携
の下，本市が独自に作成した「政治的教養を育む
教育学習指導案集」を活用した実践的な授業，地
域や社会での貢献活動やボランティア活動等を推
進し，子どもたちの地方自治や政治，選挙に対す
る関心を高めるとともに，主体的な選択・判断力
を高め，他者と協働して様々な課題を解決してい
く社会の形成者としての資質や能力の育成を図る。

・「政治的教養
を育む教育学習
指導案集」を活
用した実践的な
授業の実施

・地域や社会で
の貢献活動やボ
ランティア活動
の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

政治的教養
を育む実践
的な授業等
に取り組む
学校の割合

― 100% ○ 20 教育委
員会
選挙管
理委員
会

5 審議会への
参画など青
少年の市政
参加の促進

　青少年の社会への参加意識を高めることや青少
年の意見を市政に反映することを目的に，審議会
等への 30歳以下の青少年の参画を促進する。

・審議会等への
青少年の参画促
進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 青少年が参
画している
審議会等の
割合

12.2%
(26年度)

20% ○ ― 文化市
民局

6 京都学生祭
典をはじめ
学生の主体
的活動と連
携した，産
業や文化の
振興とまち
づくりなど
の推進

　「大学のまち京都・学生のまち京都」の強みを生
かし，京都学生祭典をはじめとしたさまざまな学
生の主体的活動を支援するとともに，これらの活
動と連携し，本市の産業や文化の振興，まちづく
りなどの推進に生かしていく。

・学生の主体的
活動の支援

・学生の主体的
活動との連携に
よる産業や文化
の振興とまちづ
くりなどの推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都学生祭
典における
実行委員等
の学生数

1,544
人
（27年度・
単年度）

7,750
人

○ 28 総合企
画局

7 京都観光職
業体験など
京都ならで
はの働き方
体験事業

　観光都市・京都にふさわしい観光業従事者を育
成するため，中・高・大学生等の観光施設での職
業体験の実施など，京都の観光事業者によるイン
ターン受入れの仕組みを構築する。

・関係機関との
調整

・仕組みの検討

⇒

⇒

⇒

・職業体験の試
行実施

⇒

⇒ ・職業体験の本
格実施

職業体験の
参加人数

― 50人 ○ ― 産業観
光局



68 未来の担い手育成戦略

　柱 3　ほんものの文化に触れ，学び，身に付けるとともに，挑戦する行動力や国際力を養成する機会の拡充

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「京都・和
の文化体験
の日」の実
施など若者
を対象とし
た伝統的な
文化芸術に
触れる機会
の創出

　大学生をはじめとする若者が京都の伝統的な文
化芸術に触れ，体験できる「京都・和の文化体験
の日」などを実施する。

・「京都・和の
文化体験の日」
などの実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 「京都・和
の文化体験
の日」参加
者の満足度

88% 90% ○ 25 文化市
民局

2 アーティス
ト・イン・
レジデンス
の強化など
世界の若手
アーティス
トが集まる
文化芸術の
交流の場づ
くりを目指
した環境整
備

　東京オリンピック・パラリンピックや関西ワー
ルドマスターズゲーム 2021 等の開催を契機とし
て，日本の文化芸術を世界へ発信するとともに，
世界中のアーティストを招聘するアーティスト・
イン・レジデンスの施設間連携の推進により，ネッ
トワークを構築するなど，文化芸術の交流の場づ
くりを進める。

・国際シンポジ
ウム等の開催

・フェルトシュ
テルケ東アジア
（仮称）の参加
者公募

・アーティスト
・イン・レジデ
ンスの施設間連
携の推進

⇒

・フェルトシュ
テルケ東アジア
（仮称）の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・アーティスト・
イン・レジデン
スの施設間連
携によるフェス
ティバル等の開
催

ネットワー
クを構築し
た施設の数

― 50施設 ○ 10 文化市
民局

3 京都産学公
共同研究拠
点「知恵の
輪」におけ
る技術者育
成の推進

　京都産学公共同研究拠点「知恵の輪」において，
先端光加工プロジェクト及びバイオ計測プロジェ
クトでの技術者育成講座等の実施により，高度研
究機器を使いこなす技術者を育成し，大学の研究
支援や企業の技術力向上を目指す。

・技術者育成講
座の実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 技術者育成
講座の受講
者数

649人
（26年度）

660人 ○ 37 産業観
光局



69 未来の担い手育成戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 空き家の紹
介やアトリ
エの提供，
展覧会の開
催支援など
若手芸術家
等の居住・
制作・発表
の場づくり

　飛躍する可能性を秘めた若手芸術家等が京都の
まちで活動を続けられるよう，さまざまな相談に
対応する総合サポート窓口の運営，芸術家に適し
た空き家の紹介，閉校施設等の活用による制作場
所の提供，専門家のネットワークによる発表活動
の支援を行う。

・若手芸術家等
の居住，制作，
発表の場づくり
の支援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 若手芸術家
等からの相
談受付件数

367件
（26年度・
単年度）

【参考】
267件
（24～26
年度の平
均値）

1,750
件

○ 99 文化市
民局

5 伝統と文化
を次代に受
け継ぐ担い
手の育成に
向けた中高
生による「京
都検定3級」
チャレンジ
事業等の推
進

　「歴史都市・京都」への興味関心を深化させ，そ
の伝統と文化を次代に受け継ぐ子どもたちを育む
ため，引き続き，小学生全員が取り組む「ジュニ
ア京都検定」や京都のまちの多様な学習資源を活
かした「みやこ子ども土曜塾」を実施するとともに，
市内在住・在学の中学生及び高校生を対象に，京
都商工会議所や事業者と連携して京都検定（京都
観光文化検定試験）を無償で受験する機会を提供
する。

・京都検定を無
償で受験する機
会の提供

・京都検定の事
前講習会の実施
や参考テキスト
の配布

・「ジュニア京都
検定」の実施及
びテキストブッ
クの配布

・「みやこ子ども
土曜塾」の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

市内在住・
在学の中高
校生の京都
検定受験者
数

643人 1,000
人

○ 210 教育委
員会



70 子どもを共に育む戦略

重点戦略　子どもと親と地域の笑顔があふれる「子どもを共に育む戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「京都はぐ
くみ憲章」
の実践によ
る，子ども
たちを心豊
かで健やか
に育む社会
づくり 

　「京都はぐくみ憲章」を，いつでも，どこでも，
だれもが「自分ごと」として実践するため，子ど
もたちを市民ぐるみ・地域ぐるみで育むまちづく
りを推進する「京都はぐくみ憲章推進本部（仮称）」
を設置し，あらゆる分野の施策において，憲章の
理念につながる取組の推進及び啓発等を強化する。

・行動指針の策
定

・市長表彰の実
施

・条例及び行動
指針に則った普
及啓発及び実
践の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都はぐく
み憲章の認
知度

36%
（26年度）

50% ○ 30 保健福
祉局
教育委
員会

2 次世代のは
ぐくみと妊
娠前から出
産・育児ま
で切れ目の
ない支援

　不妊治療の更なる負担軽減など不妊・不育症対
策の充実を図るとともに，妊産婦や子育て家庭が
妊娠・出産・育児の時期を安心して過ごせるよう，
切れ目なく支援する取組を推進する。

(1) 思春期保健対策の強化
　近い将来，妊娠・出産・育児という親とし
ての役割を担う思春期の子ども達が，心身と
もに健やかに成長し，父性・母性を育むこと
ができるよう，大学生ボランティアを活用し
た中高生対象の体験型思春期健康教育を通じ
て，思春期における次世代を担う意識や，社
会全体で妊娠・出産・育児を支える一員とし
ての意識を育む。

・思春期保健対
策連携会議の開
催

・体験型思春期
健康教育の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

大学生ボラ
ンティア登
録者数

― 50人 ○ 5 保健福
祉局



71 子どもを共に育む戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

2 次世代のは
ぐくみと妊
娠前から出
産・育児ま
で切れ目の
ない支援

　不妊治療の更なる負担軽減など不妊・不育症対
策の充実を図るとともに，妊産婦や子育て家庭が
妊娠・出産・育児の時期を安心して過ごせるよう，
切れ目なく支援する取組を推進する。

(2) 妊娠前から出産・育児を通じた包括支援
の推進
　子育て世代包括支援センターである各区保
健センターを核に，妊娠を希望する方への支
援を拡充するとともに，保健師による母子
健康手帳発行時の妊婦全数面接や，「こんに
ちはプレママ事業」，「こんにちは赤ちゃん事
業」，「スマイルママ・ホッと事業（産後ケア
事業）」，「乳幼児健康診査」等を引き続き実
施し，妊娠前から出産・育児を通じた包括支
援を推進する。

・不妊・不育症
に対する医療費
助成及び相談支
援

・妊婦全数面接
の実施

・こんにちはプ
レママ事業の実
施

・スマイルママ・
ホッと事業の実
施

・こんにちは赤
ちゃん事業の実
施

・育児支援ヘル
パー派遣事業の
実施

・乳幼児健康診
査の実施

・すくすく子育
て応援事業の実
施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①こんにちは
プレママ事業
の訪問率

②こんにちは
赤ちゃん事業
の訪問率

①
75%
（26年度）

②
94%
（26年度）

①
85%

②
100%

○ 8,320 保健福
祉局

(3) 子育てに関する支援施策などを総合的に案内
する「子育て支援コンシェルジュ」の創設
　子育てに関する支援施策をワンストップで総合
的に案内する「子育て支援コンシェルジュ」制度
を創設し，子育てを支援する体制の更なる充実を
図る。

・子育て支援コ
ンシェルジュ制
度の検討・試行
実施

・子育て支援コ
ンシェルジュ制
度の本格実施

⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 保健福
祉局



72 子どもを共に育む戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

2 次世代のは
ぐくみと妊
娠前から出
産・育児ま
で切れ目の
ない支援

　不妊治療の更なる負担軽減など不妊・不育症対
策の充実を図るとともに，妊産婦や子育て家庭が
妊娠・出産・育児の時期を安心して過ごせるよう，
切れ目なく支援する取組を推進する。

(4) 子育て・若年層世帯に対する住宅支援
　子育て・若年層世帯が安心して子どもを生
み育てられるような住環境の創出に向けて，
市営住宅や民間賃貸住宅のリノベーションを
行うとともに，子育て世帯等が求める地域の
情報など，幅広いニーズに対応した住情報を
発信する。

・市営住宅にお
けるリノベーシ
ョンの実施

・民間住宅にお
けるリノベーシ
ョンの実施

・ホームページ
による住情報の
発信

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

リノベー
ションした
市営住宅及
び民間賃貸
住宅の戸数

― 450戸 ○ 1,698 都市計
画局

(5)「子どもを共に育む親支援プログラム」及
び「青少年のための親学習プログラム」の推
進
　保護者同士が，子育てに必要な知識・技術
や悩み・疑問などを共有することで，親自身
が成長することをめざす「親支援プログラム」
や，これから親になる世代に対して，いのち
の大切さ，親の役割及び家族の重要性をより
理解することができるよう学びの機会の拡大
をめざす「青少年のための親学習プログラム」
を活用した取組を実施する。

・「ほっこり子育
てひろば」（「親
支援プログラム
」を活用した講
座）の実施

・中学校におけ
る乳幼児とのふ
れあい体験事業
（「青少年のため
の親学習プログ
ラム」）の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①親支援プ
ログラムを
活用した講
座の参加人
数

②中学校に
おける乳幼
児とのふれ
あい体験事
業の実施率

①
15,624
人
（26年度）

②
69.9%
（26年度）

①
20,000
人

②
85%

○ 3 教育委
員会



73 子どもを共に育む戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 幼児教育・
保育の充実
と経済的負
担の軽減

　幼児教育・保育の充実により，保育所等待機児
童ゼロを継続するとともに，子育てに係る経済的
な負担を軽減する取組を推進する。

(1) 子どもの医療費負担軽減の更なる拡充
　子どもの健やかな成長と子育て世代の経済
的負担の軽減を図るため，子どもの通院又は
入院にかかる医療費の一部を助成する子ども
医療費助成制度について，府市協調により，
更なる拡充を図る。
　また，子ども医療費に係る恒久的な補助制
度の創設を国に要望する。

・子ども医療費
助成制度の継続
と更なる拡充の
検討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 9,275 保健福
祉局

(2) 幼児教育・保育における利用者負担の軽
減の継続
　国基準を下回る利用者負担額（保育料）の
設定や，多子世帯に対する負担軽減など，引
き続き，子育て世帯の経済的負担の軽減を図
る。

・本市独自の保
育料総額軽減の
実施

・第3子以降保
育料免除事業の
実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 保健福
祉局

(3) 保育所等の待機児童ゼロの継続
　保育園（所）の新設や既存保育園（所）の
増改築により受入児童数の拡大を図る。
　また，小規模保育等の地域型保育事業の推
進により，ニーズの高い低年齢児（0歳～ 2
歳児）の受入枠を拡大する。

・施設整備によ
る保育所定員の
拡大

・地域型保育事
業の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

保育所等待
機児童数

0人 0人 ○ 7,062 保健福
祉局



74 子どもを共に育む戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 幼児教育・
保育の充実
と経済的負
担の軽減

　幼児教育・保育の充実により，保育所等待機児
童ゼロを継続するとともに，子育てに係る経済的
な負担を軽減する取組を推進する。

(4) 多様な保育サービスの提供～時間外保育
（延長保育），一時預かり，病児・病後児保育，
休日保育などの取組～
　子どもや子育て家庭の置かれた状況，幼児
教育・保育の提供区域のバランスや利用状況
等を踏まえ，市民のニーズに対応できるよう，
多様な保育の量の拡充に取り組む。

・多様な保育サ
ービスの提供体
制の確保

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ①時間外保
育（延長保
育）の提供
体制の確保
状況

②一時預か
りの提供体
制の確保状
況

③病児・病
後児保育の
提供体制の
確保状況

①
551,103
人日
（26年度）

②
33,614
人日
（26年度）

③
2,978
人日
（26年度）

①
849,608
人日
（31年度）

②
49,736
人日
（31年度）

③
6,847
人日
（31年度）

○ 4,260 保健福
祉局

(5) 幼稚園等における預かり保育の充実
　子育て世帯の多様なニーズに応える子育て
支援施策の充実を図るため，市立幼稚園全園
において預かり保育を実施するとともに，私
立幼稚園が実施する預かり保育事業の拡大に
向け助成等を行う。

・全市立幼稚園
における預かり
保育の実施

・私立幼稚園に
対する預かり保
育への助成の実
施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

補助金によ
り，預かり
保育の充実
に取り組む
私立幼稚園
数

42園 50園
（29年度）

○ 909 教育委
員会



75 子どもを共に育む戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 放課後の子
どもたちの
居場所づく
りの充実

　子ども・子育て支援新制度のもと，障害のある
児童の受入体制を強化するなど事業の質の確保と
利用児童の処遇の更なる向上に取り組みながら，
学童クラブ事業の待機児童ゼロを継続する。また，
重症心身障害児や医療的ケアが必要な重度障害児
の放課後の居場所づくりを推進する。 

・学童クラブ事
業における実施
場所や職員の確
保と職員研修の
充実

・放課後等デイ
サービスにおけ
る重症心身障害
児の受入体制の
充実

・障害のある児
童等の放課後の
居場所づくりの
充実に向けた関
係機関との連携

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①学童クラ
ブ事業待機
児童数

②重症心身
障害児を主
たる対象と
する放課後
等デイサー
ビス事業所
の定員数

③障害のあ
る子どもを
対象とする
移動支援事
業の指定事
業所数

①
0人

②
15人

③
14
事業所

①
0人

②
65人

③
26
事業所

○ 495 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 保幼小中高
を見通した
きめ細かな
支援による，
すべての子
どもたちの
可能性を最
大限引き出
す教育環境
の充実

　校区の状況に応じた全中学校区での小中一貫教
育を引き続き推進し，義務教育 9年間で学習習慣
の定着と確かな学力の保障はもとより，豊かな感
性や規範意識を育むとともに，子どもの発達や個々
の状況に応じた，保幼小中高を見通したきめ細か
な支援により，すべての子どもたちの可能性を最
大限引き出す教育環境の充実を図る。

(1) 小中一貫学習支援プログラムや未来スタ
ディ・サポート教室などすべての子どもたち
の学力の定着・充実に向けた取組の推進
　すべての子どもたちの学習意欲を高め，知
的好奇心や探究心を引き出すため，小中一貫
学習支援プログラムの実施回数の充実や放課
後等に補習を行う未来スタディ・サポート教
室の実施校の拡大等により，基礎的・基本的
な知識・技能を確実に習得させるとともに，
習得した知識や技能を活用した問題解決的な
学習や探究活動（アクティブラーニング）の
充実を図る。

・学力向上施策
の推進

・学力分析シス
テムの運用

・各校の学力向
上施策の分析及
び検証

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①問題解決的
な学習や探究
活動に取り組
んでいる小中
学校の割合

②未来スタ
ディ・サポー
ト教室の実施
校数

①
72.2%

②
31校

①
100%
（31年度）

②
73校

（全中学校）

○ 899 教育委
員会

(2) 校区の状況に応じた全中学校区における
小中一貫教育の更なる推進
　京都市小中一貫教育ガイドラインに基づ
き，小中学校がめざす子ども像を共有すると
ともに，教職員間の連携をより一層深め，教
育課程や指導方法の工夫改善を図るなど，義
務教育 9年間を通して確かな学力と豊かな学
びを実現する小中一貫教育を，保護者や地域
の方々と共に全市で推進する。

・各校の小中一
貫教育推進事
業への支援

・小中学校合同
による学校運営
協議会設置の指
定ブロックの拡
大

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

小中合同学
校運営協議
会の設置数

14中
学校ブ
ロック

35中
学校ブ
ロック

○ 50 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 保幼小中高
を見通した
きめ細かな
支援による，
すべての子
どもたちの
可能性を最
大限引き出
す教育環境
の充実

　校区の状況に応じた全中学校区での小中一貫教
育を引き続き推進し，義務教育 9年間で学習習慣
の定着と確かな学力の保障はもとより，豊かな感
性や規範意識を育むとともに，子どもの発達や個々
の状況に応じた，保幼小中高を見通したきめ細か
な支援により，すべての子どもたちの可能性を最
大限引き出す教育環境の充実を図る。

(3)「新しい定時制単独高校」や「新しい普通
科系高校」の創設など市立高校の発展をめざ
した改革の推進と各校の特色ある取組の充実
　未来のものづくりを担う人材育成をめざす
京都工学院高校の開校や，不登校経験や特別
な支援が必要な生徒など，新たな教育ニーズ
に応える定時制単独高校の創設をはじめとす
る市立高校改革の着実な推進を図る。また，
各校の多彩な教育活動を一層充実し，生徒・
保護者や社会のニーズに沿った魅力あふれる
高校としてさらなる発展をめざす。

・特色ある教育
活動の一層の充
実

・京都工学院高
校の開校

・新しい定時制
単独高校の創設
に向けた検討

・新しい普通科
系高校の創設に
向けた検討

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・新しい定時制
単独高校の開校

⇒

⇒

⇒

①大学合格
率

②学校斡旋
就職内定率

①
66.3%
（26年度）

②
100%
（26年度）

①
70%

②
100%

○ 1,540 教育委
員会

(4) 障害のあるひととないひとが共に学ぶイ
ンクルーシブ教育システムの理念に基づくひ
とりひとりのニーズに応じた教育の推進
　総合支援学校に設置している「育（はぐく
み）支援センター」を核とした教育相談や，
子ども・保護者の願いと教育的ニーズを踏ま
えたきめ細かい就学相談を実施するととも
に，小中学校における交流及び共同学習を推
進し，ひとりひとりのニーズに合った教育の
充実を図る。

・きめ細かい就
学相談の実施

・交流及び共同
学習の推進

・公開研修会，
説明会の実施に
よる周知・啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都市就学
支援委員会
による審議
件数

1,941
件
（26年度）

2,200
件

○ 11 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 保幼小中高
を見通した
きめ細かな
支援による，
すべての子
どもたちの
可能性を最
大限引き出
す教育環境
の充実

　校区の状況に応じた全中学校区での小中一貫教
育を引き続き推進し，義務教育 9年間で学習習慣
の定着と確かな学力の保障はもとより，豊かな感
性や規範意識を育むとともに，子どもの発達や個々
の状況に応じた，保幼小中高を見通したきめ細か
な支援により，すべての子どもたちの可能性を最
大限引き出す教育環境の充実を図る。

(5) スクールカウンセラー・スクールソーシャ
ルワーカーの配置拡充などによる不登校児童
生徒の健やかな学び・育ちの保障に向けた指
導・支援の充実
　不登校児童生徒の健やかな学び・育ちに向
け，大学や民間団体等との連携の下，子ども
たちへの学習支援や居場所づくり，保護者へ
の支援を行うとともに，全小・中・高等学校，
総合支援学校に配置しているスクールカウン
セラーの相談体制の拡充や，スクールソー
シャルワーカーの全中学校区への配置拡大な
どにより，学校での教育相談機能をさらに充
実させ，ひとりひとりの子どもがいきいきと
学校生活を送れる体制づくりを進める。

・スクールカウ
ンセラーの相談
体制の拡充

・スクールソーシ
ャルワーカーの
配置校の拡大

・大学や民間団
体等と連携した
子ども・保護者
への支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①スクールカ
ウンセラーを
週8時間以
上配置してい
る学校数

②スクール
ソーシャル
ワーカーの配
置校数

①
76校

②
23校

①
257校
（全校）

②
73校
（全中学
校区）

○ 2,122 教育委
員会

6 防災と環境
に配慮した
学校施設・
設備整備事
業の計画的
な推進

　「京都市学校施設マネジメント基本計画」に基づ
き，長寿命化などにより学校施設整備の中長期的
なトータルコストの縮減・予算の平準化を図りな
がら，環境に配慮した改修，耐震性能の向上，さ
らには，トイレの洋式化など快適トイレの拡充等
による災害時を想定した避難所施設としての機能
向上等の取組を一層進める。

・「第 1期行動
計画」策定

・体育館改修工
事の実施

・プール改修工
事の実施

・校舎等改修工
事の実施

・トイレの洋式化
など快適トイレ
整備の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

大規模整備事
業の実施校数

10校
（27年度・
単年度）

50校 ○ 17,887 教育委
員会



79 子どもを共に育む戦略

　柱 1　未来を託すすべての子どもたちが健やかで心豊かに育まれるまちづくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「京都はぐく
みアプリ」に
よる情報発
信をはじめ，
子育て支援
情報の的確
な提供

　子育てに関する施策やイベント情報のリアルタ
イム発信など，スマートフォンアプリ（京都はぐ
くみアプリ）による子育て関連の情報発信を行う
とともに，関係機関等と連携し，育児に必要な情
報の的確な提供を行う。

・スマートフォ
ンアプリ等によ
る子育て関連情
報の発信

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 京都はぐく
みアプリの
アクセス数

17万 3
千件
（28年2月
現在）

21万 8
千件

○ 10 保健福
祉局

2 乳児院や児
童養護施設
等における
家庭的な養
育環境づく
りの推進

　施設養護において可能な限り家庭的な養育を実
現するため，ケア単位の小規模化を推進するとと
もに，職員の専門性の向上や負担軽減を図るため，
職員の処遇改善や，入所児童に対する支援の質の
向上を図る取組を充実する。

・本体施設の改
修による小規模
グループケア化
やグループホー
ムの設置の推進

・職員の処遇改
善や入所児童
に対する支援の
質の向上を図る
取組の充実

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

グループ
ホームの設
置数

4施設 7施設
（31年度）

○ ― 保健福
祉局

3 里親やファ
ミリーホー
ム等におけ
る養育の推
進

　社会的養護が必要な子どもたちが養育者の家庭
において養育を受けることができる里親制度の普
及啓発を行う。また，登録里親数の拡大を図ると
ともに，委託中の里親等への支援などを引き続き
実施することで，里親及びファミリーホームへの
委託を一層推進し，子どもたちの養育環境の充実
を図る。

・里親登録やフ
ァミリーホーム
設置の推進

・里親等への委
託推進

・里親等への支
援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

里親，ファ
ミリーホー
ムへの委託
児童数

40人
（26年度）

87人
（31年度）

○ 45 保健福
祉局

4 ひとり親家
庭に対する
相談・支援
の強化

　ひとり親家庭に対する相談・支援について，京
都市ひとり親家庭支援センターや各種支援策の認
知度向上に向け，情報誌の発行，ホームページや，
区役所・支所におけるチラシ配布等による情報発
信を行う。また，ひとり親家庭への子育て支援や
生活支援とともに就業支援や養育費の確保も含め
た経済的基盤の充実に向けた取組等を推進する。

・京都市ひとり
親家庭支援セン
ターや各種支援
策の認知度向上
に向けた情報発
信

・相談・支援の
強化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都市ひとり
親家庭支援セ
ンターで実施
している事業
の利用者数

2,172
人
（26年度）

2,518
人

○ 115 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 質の高い幼
児教育・保
育を提供す
るための保
育士等確保
に向けた取
組の推進

　幼児教育・保育の質と量の両面におけるニーズ
に応えられるよう，幼稚園教諭，保育士，保育教
諭等の安定的な人材の確保を図る。具体的には，
人材育成，就業の継続や再就職の支援，職場の環
境改善，大学や保育士養成校など教育機関やハロー
ワークとの連携強化，保育士確保のための各種貸
付事業，保育士資格取得支援等の取組を一層推進
する。

・保育人材サポ
ートセンターに
よる支援の実施

・保育園就職フ
ェアの開催

・就業継続支援
研修，潜在保育
士再就業支援
研修の実施

・保育補助者雇
上げのための貸
付事業

・保育士資格取
得支援事業

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

就職面接会
等の参加者
数

592人 612人
（31年度）

○ 818 保健福
祉局

6 幼児教育・
保育の一体
的提供の推
進と市独自
の保育士配
置の充実な
ど質の向上
に向けた取
組

　既存施設が将来，認定こども園への移行を希望
する場合は，認定こども園へ円滑に移行できるよ
う，きめ細かな支援を行っていくとともに，一部
の市営保育所について，私立幼稚園や民間保育園
と十分連携したうえ，モデル的に幼保連携型認定
こども園への移行に取り組む。
　また，市独自に国基準に上乗せしている保育士
配置について充実し，質の向上に取り組む。

・認定こども園
へ移行する事業
者に対する支援

・市営保育所の
幼保連携型認定
こども園への移
行に向けた取組

・市独自の保育
士配置の充実

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 499 保健福
祉局

7 住民に身近
な区役所・
支所におけ
る幼児教育
・保育利用
者への支援
ときめ細か
な対応の推
進

　市民にとって身近な相談機関である区役所・支
所福祉部（福祉事務所）において，利用者が自ら
のニーズに合う施設を選択できるよう，地域の幼
児教育・保育施設の情報提供や保育の利用調整な
ど，利用者の視点に立ったきめ細かな支援を行う。

・保育の利用調
整等の利用者支
援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

8 子育て支援
拠点として
の幼稚園，
保育園（所），
認定こども
園，児童館
等の機能強
化 

　地域の身近な子育て支援の拠点として，専門性
を生かした子育て相談や子育て情報の発信，親育
ちや仲間づくり等の取組の充実により，住民相互
による継続的な子育て支援活動を推進するととも
に，機能強化を図る。

・親育ちや仲間
づくり等の取組
の充実

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 地域子育て
支援ステー
ション事業
及び子育て
支援活動い
きいきセン
ター（つど
いの広場）
事業の利用
者数

18万
人
（28年1月
現在）

34万 2
千人

○ 1,019 保健福
祉局

9 障害のある
児童等の保
育の充実 

　幼稚園，保育園（所），認定こども園，地域型保
育事業の施設において，障害のある子どもの受入
体制の充実を図るとともに，きめ細かな保育を実
施する。また，小学校入学前の段階で行ってきた
配慮・支援等の情報を小学校に提供するなど，保
幼小が連携した切れ目のない支援を行う。

・障害のある子
どもの受入体制
の充実やきめ細
かな保育の実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 保健福
祉局

10 障害や疾病
等により支
援が必要な
子どもの支
援体制の充
実

　発達検査の待機期間の縮小等を図るため，児童
福祉センターの発達相談体制などの強化を図る。
また，地域における早期の発達支援を推進するた
め，地域の支援者と連携し，ペアレントプログラ
ムなどの技能を提供するとともに，地域における
人材育成の取組を実施する。

・発達検査の待
機期間の解消等
に向けた体制・
機能の強化

・発達障害児の
保護者への支援

・支援者養成及
び技能向上のた
めの研修の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ペアレント
プログラム
の実施事業
所数

― 28箇所 ○ ― 保健福
祉局

11 食育の推進
及び子ども
の状態に応
じたきめ細
かな食事の
提供

　楽しく食べることを経験し，食への関心を育む
ため，幼稚園や保育園（所）等での栽培，収穫，
調理，会食等の体験的な食育活動をはじめとした，
食育の推進を図る。また，食物アレルギーなど個
別対応を必要とする子どもに対して，きめ細かな
食事の提供等を行う。

・食育の推進

・子どもの状態
に応じたきめ細
かな食事の提供

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― ― 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

12 児童虐待へ
の対策強化
及び被虐待
児の保護と
家族再統合
・自立支援

　児童虐待対応の専門機関である児童福祉セン
ター（児童相談所）の体制・機能の強化により，
児童虐待への対応力及び被虐待児の保護と家族再
統合・自立支援を強化する。

・児童福祉司の
配置の充実等に
よる体制・機能
の強化

・家族再統合の
ための保護者支
援事業の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

虐待通告か
ら 48時間
以内に安全
確認をした
割合

98%
（26年度）

100% ○ ― 保健福
祉局

13 家庭での読
み聞かせの
きっかけを
つくる「京
都版ブック
スタート事
業」など子
どもの読書
活動の推進

　保健センターでの 8か月児健康診査の実施時に
おいて，保護者に絵本等の「読み聞かせスタート
パック」を贈呈する「京都版ブックスタート事業」
を新たに開始するなど，「心豊かに生きるための本
との出会いと読書習慣の定着」を目標に，家庭・
地域・学校等が連携して，社会全体で子どもの読
書活動の推進に向けた取組を展開する。

・京都版ブック
スタート事業の
実施

・学校司書の配
置拡大

・京都市子ども
の読書活動優
秀実践団体（者）
表彰の実施

・市立図書館か
ら学校図書館へ
の団体貸出の一
層の促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①「読み聞
かせスター
トパック」
の手渡し贈
呈率

②学校司書
を複数日配
置した学校
数

①
―

②
70校

①
100%

②
241校

○ 1,106 保健福
祉局
教育委
員会

14 京都ならで
はのすまい
や暮らし方
等を学ぶ「住
教育」及び
子どもたち
が健やかに
育つ住まい
方等を創造
する「住育」
の推進

　京都の未来を担う子どもたちが，すまいに関す
る基礎的な知識・知恵や，京都らしい暮らし方に
ついて，様々な機会を通じて学ぶ「住教育」の取
組を進める。また，家族の絆や地域とのつながり
を大切にした暮らしや，子どもたちが暮らしの中
で学び，すこやかに育つすまい方を創造する「住育」
の取組を推進する。

・教材などを活
用した子ども・
親子向けセミナ
ー等の開催

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 子ども・親
子向けセミ
ナー等の参
加人数

― 2,500
人

○ 5 都市計
画局
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　柱 2　市民ぐるみ・地域ぐるみで子育てを支えあう風土づくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 市民と行政
が一体となっ
た子育て支
援ネットワ
ークの充実

　全市レベル・行政区レベル・身近な地域レベル
の三層からなる京都式の「子どもネットワーク」
が核となり，子どもや子育てに関わる関係機関・
団体や企業，市民が連携して，ネットワークを一
層強化・発展させる。

※基幹ステーション：地域のネットワーク構築のた
めの中心的な役割を果たす児童館又は保育園（所），
認定こども園

・各層の「子ど
もネットワーク
」機能の強化

・基幹ステーシ
ョン※の指定拡
大

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

基幹ステー
ションのあ
る学区数

126
学区

146
学区

○ 110 保健福
祉局

2 ファミリー
サポート事
業など地域
における子
育て支援活
動の活性化

　ファミリーサポート事業や子育てサロン，子育
てサークルなど，地域において住民相互で行われ
る子育て支援活動を，地域の子育て支援拠点や公
共的団体等と連携し，一層推進する。

・利用者拡大に
向けた周知・啓
発

・会員向け講習
会及び会員相互
の交流会の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ファミリー
サポート事
業のサービ
ス提供者数

18,290
人
（26年度）

22,593
人
（31年度）

○ 180 保健福
祉局

3 保護者・地域
が学校運営に
参画する学校
運営協議会の
設置校拡大や
絆の大切さを
実感する地域
での体験活動
の充実など開
かれた学校づ
くりの更なる
推進

　学校支援活動や学校関係者評価を通して，保護
者・地域が積極的に学校運営に参画し，学校運営
について「協議」するだけでなく，共に「行動」
する京都方式による「学校運営協議会」の設置校
の拡大を図る。また，各小学校でのクラス名簿の
作成を促進するとともに，地域と交流する体験活
動の充実等により，子どもたちが地域への愛着や
地域の一員としての役割，ひととひととの絆の大
切さを実感する取組を推進する。

・学校運営協議
会の設置拡大

・クラス名簿の
作成等による保
護者同士の関係
づくりの促進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

中学校にお
ける学校運
営協議会の
設置校数

48校 70校 ○ 85 教育委
員会

4 学校・地域
が協働して
新たな学び
の場を創出
する「学校
ふれあい手
づくり事業」
の推進

　学校と保護者・地域住民が協力しながら，小・中・
総合支援学校・幼稚園内に，開かれた学校づくり
を促進する環境を手づくりで製作・整備する取組
を支援し，その企画や製作作業，利用などを通し
て学校・家庭・地域の連携を深めるとともに，身
近な学びの場を創出・充実させ，学校を拠点とし
た地域コミュニティの発展を図る。

・「学校ふれあい
手づくり事業」の
実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 「学校ふれ
あい手づく
り事業」の
実施箇所数

128
箇所
（26年度）

200
箇所

○ 19 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 インターネッ
ト等に潜む
危険性から
子どもたち
を守る取組
の推進

　保護者，市民団体，携帯電話事業者，学校及び
行政機関が連携し，情報モラル教育の強化や危険
性・依存性の周知徹底等を行い，インターネット
等に潜む危険性から子どもたちを守る取組を社会
全体で展開する。
　とりわけ，小中学生が主体的に課題を理解して
自ら解決策を考え，保護者の課題意識の向上及び
家庭等での行動の支援にもつながる取組を推進す
る。

・インターネッ
ト等に関する学
習啓発講座の実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ インター
ネット等に
関する学習
啓発講座へ
の参加者数

17,474
人
（26年度）

22,000
人

○ 15 教育委
員会

6 子どもたち
のより良い
教育環境の
充実をめざ
した地域住
民・保護者
が主導する
学校統合の
推進

　小規模校のうち，特に全学年が単級となってい
る学校を中心に，小規模校問題の解消に向け，地
域住民・保護者の論議・検討を尊重した地元主導
の学校統合を推進し，子どもたちのより良い教育
環境づくりに取り組む。

・小規模校問題
に対する適切な
情報提供

⇒

・醒泉小・淳風
小統合（改修し
た元格致小の一
時利用）

・向島二の丸小
・二の丸北小の
一次統合

⇒ ⇒

・向島地域小中
一貫教育校の開
校

⇒

・醒泉小・淳風
小統合校の新校
舎への移転

・京北地域小中
一貫教育校の開
校

学校統合を
実施した学
校数

68校 78校 ○ 12,472 教育委
員会
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　柱 3　伝統と文化を受け継ぎ，次代と自らの未来を切り拓く子どもたちの育成

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 京都の教育
の一翼を担
う私学教育
の助成 

　高校生の 4割，幼稚園児の 9割が私学に通学・
通園するなど，本市教育における私立学校・幼稚
園の重要性を踏まえ，私立学校・幼稚園及び各種
関係団体への財政支援や保護者負担軽減のための
就園奨励事業等を実施する。

・補助制度の継
続

・就園奨励事業
等の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

補助金を受け
た私立幼稚園
の満足度

87%
（26年度）

87%
以上

○ 11,148 教育委
員会

2 「多文化が
息づくまち」
の実現に向
けた学校教
育の充実と
留学生との
交流の場の
拡大 

　留学生や外国にルーツをもつ子どもたちなど外
国籍市民等が暮らしやすく，活躍できる「多文化
が息づくまち」の実現に向けた学校教育の充実を
図る。
　とりわけ，留学生の子弟なども含め，今後も増
加が見込まれる日本語の理解が十分でない児童生
徒の受入や日本語指導について，一層の充実を図
るための体制（トータルサポートシステム）を構
築する。
　さらに，小中学生が，留学生等外国人の講師か
らその国の文化や習慣を学ぶ「多文化学習推進プ
ログラム」などを通じて，国際理解・国際協調の
精神を養うとともに，留学生の活躍の場の拡大を
図る。

・トータルサポ
ートシステムの
構築・運用

・「多文化学習
推進プログラム
」の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

児童生徒一人
当たりの特別
の教育課程に
よる日本語指
導時間数

89
時間

143
時間

○ 194 教育委
員会

3 LD（学習障
害）等の発
達障害があ
る児童生徒
への支援の
充実

　LD等通級指導教室の拡充を図るとともに，研修
等により，LD等通級指導教室指導者の専門性向上
を図ることで，LD等の発達障害のある児童・生徒
の学習活動や学校生活の支援を充実する。

・LD 等通級指
導教室の拡充

・研修等の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

通級による専
門的な指導
を受けている
LD等の発達
障害のある児
童生徒数

590人 900人 ○ 45 教育委
員会

4 総合支援学
校高等部生
徒の自立と
社会参加を
目指したキャ
リア教育・
就労支援の
推進

　総合支援学校高等部生徒の企業等への就労に向
け，学校での学びを企業や関係団体との連携によ
る長期的・計画的な実習と組み合わせることによ
り，企業等で活躍できる生徒を育成する「デュア
ルシステム」の更なる充実を図るとともに，高等
部職業学科を中心とした地域との協力・協働のも
と進める新たなキャリア教育を推進する。

・企業での実習
の拡充等による
職業教育の充実

・地域協働活動
の開発・推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

高等部職場
実習の受入
企業・事業
所数

262社・
事業所
（26年度）

300社・
事業所

○ ― 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 学校・地域・
保護者・関
係機関等と
の連携によ
る薬物乱用
防止教育の
推進

　「薬物は児童生徒ひとりひとりの身近に迫ってい
る」という強い危機意識を広く共有し，家庭・地
域も含めた一層の啓発活動を進めるとともに，専
門講師による薬物乱用防止教室の全中学・高等学
校での実施及び小学校での実施拡大や教員による
保健学習の推進等により，児童生徒が喫煙や薬物
乱用の有害性・危険性を知るのみならず，誘惑に
負けない自己指導力や健全な生活を営む態度の育
成を図る。

・薬物乱用防止
教育の更なる推
進

・薬物の危険性
に関する家庭・
地域も含めた一
層の啓発活動の
実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

小学校にお
ける薬物乱
用防止教室
の実施率

33.7%
（26年度）

100% ○ 6 教育委
員会

6 いじめを許
さない心な
ど子どもた
ちの絆づく
りや子ども
の規範意識
を育む取組
の充実

　「京都市いじめの防止等に関する条例」の制定を
踏まえ，市民ぐるみで子どもにいじめを許さない
心を育むとともに，子どもが安心して生活し，学
ぶことができる環境の実現に向けた取組を推進す
る。
　また，保護者，地域，関係団体，学校及び行政
機関が一体となって，家庭でのしつけの実践，学
校での道徳教育の充実や児童生徒のあいさつに関
する取組，非行防止教室，生徒会活動の活性化等
を重点的に実施するなど，子どもの自己有用感を
高め，子ども同士の絆や「規範意識」を育むため
の取組を展開する。

・「京都市いじめ
の防止等に関す
る条例」の更な
る普及啓発

・「いじめの防止
等取組指針」に
沿った取組の実
践

・道徳教育の充
実

・京都市中学校
生徒会議宣言に
基づく取組の推
進

・非行防止教室
の充実実施

・「京都市子ども
の豊かな心と規
範意識を育む関
係者会議」の開
催及びその成果
を踏まえた取組
の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①「学校のき
まり・規則を
守っている」
小学校 6年
生の割合

②「学校のき
まり・規則を
守っている」
中学校 3年
生の割合

①
90.6%

②
93.1%　

①
前年度
の全国
平均値

②
前年度
の全国
平均値

○ 74 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

7 各小学校で
の「ジャン
プアップ・
プロジェク
ト」の実施
や部活動の
充実等によ
る子どもの
体力向上に
向けた取組
の推進

　子どもたちが自らの身体を動かすことの喜びや
楽しさを覚え，スポーツや遊びを通して体力の向
上を図り，生涯にわたってスポーツに親しむ資質
や能力の基礎を育てるために，各校が体力向上に
係る取組計画を立案し，実施したうえで，取組結
果を評価・点検し，次年度への改善に生かす「PDCA
サイクルの事業システム」を創設する。また，新
たに作成する活動指針に基づく小学校部活動の充
実や，スポーツ少年団への活動支援等により，子
どもの体力向上に関する幅広い取組を一層推進す
る。

・各小学校での
PDCAサイクル
による立案・検
証に基づく体力
向上に係る取組
の推進

・活動指針に基
づく小学校部活
動の充実

・スポーツ少年
団への活動支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

新体力テス
トにおける
体力合計点
の京都市平
均値

106.68
点

前年度
の全国
平均値

○ 8 教育委
員会

8 大幅な世代
交代を踏ま
えた教職員
の資質・指
導力向上に
向けた取組
の充実

　教職員が多様化する教育課題に適切に対応でき
るよう，教職員の職層や校務分掌，経験年数に対
応した教職員研修を充実するとともに，OJTの活
性化を推進する。さらに，総合教育センターにお
ける豊富な教育関係資料の集積，総合教材ポータ
ルサイト（授業映像・研修映像・学習指導案の配
信等）を活用した自主的研修環境の整備を進め，
教職員が共に学び合い，高め合える組織的な人材
育成を推進する。

・教職員研修
の充実及び学
校・幼稚園での
OJTの活性化

・教職員の研究・
研修環境の整備

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

総合教材
ポータルサ
イトへのア
クセス件数

64,655
件
（26年度）

72,500
件

○ 1,269 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

9 グローバル
コミュニケ
ーション力
育成プロジ
ェクトの推
進

　世界的視野を持ち国際社会で活躍し，国際文化
観光都市京都を支える人材の育成に向けて，小学
校から高等学校を通して，英語を用いて積極的に
コミュニケーションを図ろうとする態度など，子
どもたちの「グローバルコミュニケーション力」
の育成に向けた取組を更に推進する。

・英語教育推進
研究拠点校事業
の実施

・Global Kids 
in ステューデ
ントシティの実
施

・全小学校にお
けるイングリッ
シュ・シャワー
事業の実施

・中高生への英
語検定等の外部
試験の受験促進

・高校生の留学
や海外研修への
支援の実施

・日吉ケ丘高校
英語村の運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①中学生の
「英検 3級以
上相当の英
語力」生徒の
割合

②高校生の
「英検準 2級
以上相当の
英語力」生徒
の割合

①
40.7%

②
51.4%

①
60%

②
65%

○ 1,319 教育委
員会

10 青少年科学セ
ンターにおけ
る企業・大学
等と連携した
特別展の開催
や展示スペー
スのリニュー
アルなど科学
に対する興味
関心・探究心
の向上を図る
取組の推進

　青少年科学センターについて，来館者に「自然物」
の実態や「科学現象」等に対する驚き，感動を与
え，より科学に対する興味関心，探究心を誘引す
る「きっかけ作り」の場とするために，先端企業・
大学等との連携による特別展の開催や計画的な展
示スペースのリニューアルなど，より魅力ある施
設となる取組を推進する。

・市立小・中学
校における観察
や実験の更なる
活性化の支援

・特別展の開催

・展示スペース
のリニューアル

・未来のサイエ
ンティスト養成
事業等の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

青少年科学セ
ンターの年間
入館者数

103,556
人
（26年度）

120,000
人

○ 110 教育委
員会
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重点戦略　仕事と家庭，社会貢献が調和できる「真のワーク・ライフ・バランス戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「真のワー
ク・ライフ・
バランス」
認知度アッ
ププロジェ
クト

　仕事や家庭生活との調和を図りながら，地域活
動や社会貢献に積極的に取り組む「真のワーク・
ライフ・バランス」を推進するため，「真のワーク・
ライフ・バランス」の日の設定，推進宣言大使の
創設，ロゴマークの更なる活用など，とりわけ若
い世代の知恵を生かして，ライフスタイル・ライ
フステージに応じた，認知度の向上，理解の促進，
更には実践の輪を広げる取組を進める。

・啓発事業の実
施

⇒

・「真のワーク･
ライフ･バラン
ス」の日の設定

⇒

・周知・啓発

・推進宣言大使
の創設

⇒

⇒

・大使と連携し
た取組の推進

⇒

⇒

⇒

①「真のワー
ク・ライフ・バ
ランス」という
言葉の周知
度

②「真のワー
ク・ライフ・バ
ランス」を実
現できている
ひとの割合

①
23.3%

②
46.2%

①
50%

②
50%

○ 1 文化市
民局

2 働き方改革
に向けた環
境整備の推
進

　仕事と家庭生活，更には地域活動や社会貢献活
動との調和を図り，子育て・介護を理由とする離
職をなくすため，中小企業の実情も踏まえつつ，
長時間労働の是正などの働き方改革を進める。こ
のため，企業・事業者向けに男性の育児休業取得
奨励金制度を創設するとともに，家庭生活に加え，
地域活動や社会貢献活動において従業員への配慮・
推奨などに積極的に取り組む企業への支援や顕彰
を行い，広く情報発信する。

・推進企業支援
補助金，推進企
業表彰の実施

・ホームページ
等を活用した情
報発信

⇒

⇒

・男性の育児休
業取得奨励金
制度の検討

⇒

⇒

・制度の創設，
運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「真のワーク・
ライフ・バラン
ス」の推進を
宣言している
企業数

1,408
社
(26年度）

3,200
社

○ 15 文化市
民局

3 男性が主体
的に家事・
子育て・介
護等家庭生
活に関わる
ことができ
る環境・気
運づくりの
推進

　各種セミナー等の開催やNPOや市民活動団体等
とも連携を図り，親子参加型イベントへの男性の
参加を促すほか，家事・子育て・介護等と仕事と
の両立に取り組む男性のロールモデル（模範）を
発掘し，顕彰，情報発信を行うなど，男性が主体
的に家事・子育て・介護等に関わる気運の醸成や
環境づくりに取り組む。

・講座等の実施 ⇒

・顕彰制度の創
設，運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

市役所（市
長部局）に
おける男性
職員の育児
休業取得率

4.1%
（26年度）

15%
（31年度）

○ 7 文化市
民局

4 結婚を望む
ひとを応援
する「婚活
支援事業」
の更なる推
進

　結婚を望む未婚の男女に対し，共に人生を歩む
パートナーとのつながりを築くきっかけとなる出
会いと交流の場を提供する婚活イベントを実施す
る。また，ホームページ等による婚活に役立つ情
報発信の強化を図る。

・婚活イベント
の実施

・ホームページ
等を活用した情
報発信

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

婚活参加者
アンケート
における満
足度

97.3%
(26年度）

90%
以上を
維持

○ 25 文化市
民局
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　柱 1　だれもがともに能力を発揮できる労働環境の整備や子育てや介護などの負担軽減のための支援強化

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「真のワー
ク・ライフ・
バランス」
推進計画の
更なる推進
に向けた市
民・経済団
体等との意
見交換会の
実施

　平成 28年度に予定している「真のワーク・ライ
フ・バランス推進計画」見直し時を契機に，市民
や経済団体等との意見交換の場を設けるとともに，
市民アンケートを行い，更なる計画推進に向けた
議論や意見聴取を行う。

・推進計画（改
定版）の策定

・意見交換会の
実施

・市民アンケー
トの実施

・推進計画（改
定版）に基づく
事業の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・次期推進計画
の策定

・意見交換会の
実施

⇒

― ― ― 9 文化市
民局

2 企業におけ
る「真の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス」の実
現を支援す
るアドバイ
ザーの派遣

　中小企業等を対象に，キャリアカウンセラーや
中小企業診断士等の専門家を無料で複数回派遣し，
企業の「真のワーク・ライフ・バランス」に関す
る具体的な助言を行い，「真のワーク・ライフ・バ
ランス」に関する環境の整備を進める。

・中小企業等へ
のアドバイザー
の派遣

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ アドバイザ
ー派遣企業
数

5社
(26年度）

5社 ○ 3 文化市
民局

3 経済団体，
京都府，京
都労働局等
との連携に
よる「輝く
女性応援京
都会議」を
核とした女
性の活躍に
向けた取組
の推進

　経済団体等と行政が連携した「輝く女性応援京
都会議」で採択した「行動宣言」に基づき，策定
した推進計画に掲げる取組を推進するとともに，
輝く女性に対する顕彰制度を創設するなど，女性
の活躍推進にオール京都で取り組む。

・「輝く女性応
援京都会議」の
運営

・セミナー，シ
ンポジウム等の
啓発事業の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・顕彰制度の創
設，運用

⇒

⇒

⇒

― ― ― 25 文化市
民局
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　柱 2　地域活動に参加しやすい条件整備，生涯学び続けられ，その学びを社会に還元することができる環境整備

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 積極的に取
り組む市民
を発掘する
「真のワー
ク・ライフ・
バランス応
援・発信プ
ロジェク
ト」（「真の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス」実践
エピソード
募集及び表
彰）

　「イクメン」，「地域活動」等の身近なテーマを設
定して市民（個人・団体）の取組事例を募集し，
表彰するとともに，その活動を広く社会に発信す
る。

・「真のワーク・
ライフ・バラン
ス」実践エピソ
ードの募集及び
表彰

・実践エピソー
ドの発信

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

プロジェク
トで発信す
る実践エピ
ソードの数

46件 50件 ○ 3 文化市
民局

2 より質の高
い生涯学習
事業の推進

　日本のこころのふるさと・京都の暮らしや歴史，
伝統文化・芸術等に触れ，学ぶ事業の充実を図る
ため，大学・研究機関・博物館等と連携しながら，
子どもから高齢者まで，生涯学び続けられる機会
を提供する。
　また，2019年に京都で開催される ICOM（国際
博物館会議）京都大会 2019 を見据え，200 以上
の多種多様な博物館・美術館が加盟する京都市内
博物館施設連絡協議会（京博連）との連携による，
幅広い生涯学習の機会の創出を進める。

・各種講座等の
充実

・京都市生涯学
習情報検索シス
テム「京まなび
ネット」の運用

・「京都ミュージ
アムロード」及
び「博物館講座
」の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・ICOM(国際博
物館会議）京都
大会2019

⇒

⇒

⇒

①生涯学習
総合セン
ター主催事
業の参加者
数

②京博連加
盟館の英語
版案内パン
フレット設
置数

①
182,823
人
（26年度）

②
45館

①
188,000
人

②
100館

○ 2,017 教育委
員会
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 図書の充実
や駅等での
返却システ
ム構築など
利便性向上
による一層
身近な図書
館づくり

　市民に最も身近な生涯学習施設として，図書館
を一層活用してもらえるよう，図書を充実すると
ともに，駅など身近な場所で返却等ができるシス
テムを構築するなど，図書館の利便性の向上を図
る。さらに，学校等とも連携し，子どもの読書活
動の推進を図る。

・地下鉄駅等へ
の返却ポストの
設置など図書館
の利便性の一層
の向上

・学校との連携
の下，子どもの
読書活動の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

市図書館20
館の入館者
数

4,156,257
人
（26年度）

4,315,000
人

○ 528 教育委
員会
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　柱 3 「真のワーク・ライフ・バランス」が実現した社会づくりのための啓発及び情報発信 

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 「真のワー
ク・ライフ・
バランス」
のキャラク
ター制作や
マンガ等を
活用した親
しみやすい
情報発信

　「真のワーク・ライフ・バランス」独自のキャラ
クターを制作し，そのキャラクターを使用したポ
スター，冊子等により親しみやすい情報発信を行
う。

・オリジナルキ
ャラクターの制
作及び啓発

・冊子等の配布
による啓発

・ホームページ
等を活用した情
報発信

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「真のワー
ク・ライフ・
バランス」
という言葉
の周知度

23.3% 50% ○ 3 文化市
民局

2 家庭での家
事・子育て，
仕事，地域
活動など，
女性の様々
な“輝き方”
の情報発信

　家事・子育て，仕事，地域活動などにおいて女
性などが活躍する姿をホームページ「住むなら京
都（みやこ）」で発信するとともに，子育てや様々
な活動に役立つ情報も併せて発信する。

・様々な場面で
活躍する女性な
どの体験談やエ
ピソード等をホ
ームページで発
信

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ホームペー
ジへの年間
アクセス件
数

― 10,000
件

○ ― 総合企
画局
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重点戦略　だれもが参加したくなる「地域コミュニティ活性化戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 住宅関連事
業者等と連
携した自治
会・町内会
への加入促
進

　住宅関連事業者等と連携して自治会・町内会の
加入促進に取り組むため，不動産仲介業者をはじ
めとする住宅事業者が新たな住宅・マンション入
居者に対して自治会・町内会の加入啓発を行うこ
となどを内容とした協定を，京都市と事業者との
間で締結する。 
　また，マンション連絡調整担当者届出・開示制
度の検証・改善を行うとともに，戸建て住宅など
の宅地開発についても同様の制度の構築を図る。

・住宅事業者等
との協定の締結

・マンション連
絡調整担当者届
出・開示制度の
効果・課題検証
のための調査

・宅地開発を行
う事業者に係る
連絡調整担当者
届出・開示制度
の構築

・取組の推進

・運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

協定を締結
した事業者
等の数

― 2事業
者

○ 0 文化市
民局

2 地域活動や
市民活動団
体への幅広
い世代や主
体の参加・
連携による
担い手の創
出・育成

  地縁団体と市民活動団体の新たな担い手を創出・
育成し，次世代への円滑な引継ぎを支援するため，
「真のワーク・ライフ・バランス」を推進し，子育
て世代や民間企業等の従業員向け各種講座を開催
するとともに，市職員も率先垂範するよう意識向
上を図り，幅広い世代の地域活動への参加を促進
する。
　また，自治会・町内会等とNPO法人が連携して
取り組む事業に対して支援を行うなど，地縁団体
と市民活動団体の連携をより一層推進する。

・地域団体と
NPO法人の連
携促進事業の実
施

・各種講座の開
催

・市職員への地
域活動参加促
進に係る実態把
握及び検討

⇒

⇒

・市職員への地
域活動参加促
進に係る啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

地域団体と
NPO法人
のマッチン
グ事業数

8事業
（26年度）

25事業 ○ 8 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 区役所・支
所と各種団
体，NPO，
保育所，学
校・PTA・
学校運営協
議会，大学，
企業との連
携の推進

  区役所・支所と地域や学校等とのパイプ役である
まちづくりアドバイザー，子ども育みサポーター
（教育委員会首席社会教育主事）等の専門性や，福
祉的支援が必要な方に，地域や福祉の専門機関と
連携・協働し，適切な支援に結びつける地域あ
んしん支援員の取組等もいかし，保育所，学校・
PTA・学校運営協議会，自治会・町内会，学区社
会福祉協議会・民生児童委員協議会などの地域福
祉組織，大学，企業のネットワークを強め，地域
のまちづくりを推進する。
　このため，自治会・町内会と PTAのそれぞれに
連絡担当者の設置を働きかけるとともに，市民活
動総合センターなどとの連携や “みんなごと ”の
まちづくり推進事業（仮称）のサポーター制度の
活用などにより，地域団体とNPO等がネットワー
クづくりや協働を行う機会を充実する。

・ネットワーク
の仕組みづくり
の検討

・自治会・町内
会とPTA の連
携を促進するた
めの連絡担当者
の設置に向けた
各団体との協議，
働きかけ

・交流等の機会
づくりの開催

・取組の推進

・自治会・町内
会と PTA の連
携を促進するた
めの連絡担当者
の設置

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

区役所・支
所と保育
所，学校等，
自治会・町
内会，地域
福祉組織，
大学，企業，
NPOが連
携して実施
した新規事
業数

― 14事業 ○ 5 文化市
民局

4 若者の地域
活動への参
加促進

　地域行事への子どもの参加（演奏，演技など）
が定着しているが，更に一歩進め，企画段階から
参画してもらうなど，区役所・支所や青少年活動
センターなどを拠点に，学校とも連携を強め，中学・
高校生等の若者の地域活動へのより主体的なかか
わりを促すことにより，地域への理解を深め，将
来の担い手の育成につなげる。
　また，大学生等についても，入学時の早い段階
から，転入に伴う住民票の異動とともに，自治会・
町内会への加入や地域活動への参加を呼びかける。
さらに，その後も地域活動に関する情報が伝わる
仕組みづくりを行う。

・各局区や学校
等との連携によ
る中学・高校生
等に関する取組
の推進

・大学生等に対
する啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

啓発を実施
した大学等
の数

― 38校 ○ 1 文化市
民局

5 京都ならで
はの地域力
を活かした
協働型まち
づくり「区
民提案・共
汗型まちづ
くり支援事
業」の充実

　区民のまちづくりへの参加の機運を維持，向上
し，「地域力」「市民力」を更に強化するため，「区
民提案・共汗型まちづくり支援事業予算」の一層
の活用に向けた取組を推進するとともに，当該予
算に上乗せしている「だいすきっ !京都。寄付金（応
援メニュー :地域振興）」の更なる獲得とより効果
的な活用を進める。　
　また，地域の多様な主体が各区基本計画の実現
や地域課題の解決に取り組む　「区民まちづくり会
議」について，対話型の形式にするなど，区民と
行政とのより創造的なまちづくりにつながるよう
充実する。

・「区民提案・
共汗型まちづく
り支援事業」の
運用・充実

・「だいすきっ !
京都。寄付金」
の獲得，活用の
推進

・区民まちづく
り会議の運営，
充実

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

区民提案型
支援事業に
対する採択
件数

295件
（28年1月
現在）

337件 ○ 1,285 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 各区におけ
る「まちづ
くりカフェ
事業」の推
進

　仲間づくりや自主活動グループの立ち上げに効
果的である「まちづくりカフェ事業」を全区に拡
大するとともに，交流・発表の場づくりや成功事
例集等の作成，更には，区の未来を語り合うフュー
チャーセンター※化など，一層の活性化，発展を促
す。

※フューチャーセンター : 市民，NPO，企業，行
政等多様な主体が集まり，未来志向で対話し，地
域や組織の問題解決の方法を検討し，その実現を
サポートしていく機能を有する施設や仕組み

・まちづくりカ
フェ事業の全区
への拡大

・まちづくりカ
フェ事業の開催

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

「まちづく
りカフェ事
業」の実施
回数

60回 70回 ○ 10 文化市
民局
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　柱 1 だれもが地域活動に参加したくなるきっかけづくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 自治会・町
内会アン
ケートをい
かした地域
の主体的な
取組の促進

　自治会・町内会アンケートの回答を分析し，結
果や課題を自治会・町内会に提供することにより，
各地域における主体的な取組がより地域の実情に
即したものとなるよう支援する。また，アンケー
トの対象をマンション管理組合にも拡大する。

・自治会・町内
会及びマンショ
ン管理組合への
アンケートの実
施

・アンケート分
析結果の提供

・自治会・町内
会及びマンショ
ン管理組合への
アンケートの実
施

・アンケート分
析結果の提供

・自治会・町内
会及びマンショ
ン管理組合への
アンケートの実
施

― ― ― 7 文化市
民局

2 地域連携・
安心安全快
適マンショ
ン認定制度
（仮称）の
創設

　マンション事業者と協定を締結し，自治会・町
内会設立の計画や地域活動を積極的に行っている
などのマンション等を京都市が認定する制度を創
設する。

・認定制度の創
設

・協定の締結，
認定制度の運用

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

協定締結事
業者数（取
組に協力す
るマンショ
ン事業者数）

― 5社 ○ 1 文化市
民局

3 自治会・町
内会への加
入を促進
するため
の「地域力
アップキャ
ンペーン月
間（仮称）」
の設定

　引っ越しの多い時期である 3月～ 4月を「地域
力アップキャンペーン月間」として設定し，地域
と行政が連携して，自治会・町内会への加入促進
の取組を強化する。

・地域力アップ
キャンペーン月
間の設定，運用

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 17 文化市
民局
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　柱 2 地域コミュニティや市民活動団体と行政の連携のしくみづくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 地域自治組
織の活性化
に向けた新
たなしくみ
づくりの検
討

　地域内の様々な団体で構成する新たな地域自治
組織の在り方を検討するため，モデル学区を選定
し，運営サポートや活動助成により，学区の特性
に合わせた取組を支援することで，活性化効果の
検証を行う。

・モデル学区の
選定

・モデル学区の
取組

・モデル学区の
拡大

⇒

⇒

⇒

⇒

・取組の効果検
証

⇒

・導入学区の拡
大に向けた検討

モデル学区
数

― 11学区
（30年度）

○ 50 文化市
民局

2 地域コミュ
ニティ活性
化に向けた
地域活動支
援制度の充
実

　自治会・町内会への加入効果が高いマンション
の交流イベントや複数年に渡る計画的な取組の支
援に対して，助成の上限回数や金額を変更するな
ど，支援内容の充実を検討する。

・支援内容の充
実の検討

・支援制度の充
実

⇒ ⇒ ⇒ 自治会・町
内会への新
規加入世帯
数　

447
世帯
（26年度）

2,500
世帯

○ 21 文化市
民局
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　柱 3 地域におけるさまざまな居場所や活躍の場づくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 総合的な空
き家対策の
推進

　「京都市空き家等の活用，適正管理等に関する条
例」及び「空家等対策の推進に関する特別措置法」
に基づき，空き家等対策計画（仮称）を策定する
とともに，「空き家の発生の予防」「活用・流通の
促進」「適正管理」等の総合的な空き家対策を推進
する。

・空き家活用・
流通支援等補
助金による改修
助成の実施

・「一般社団法
人　移住・住み
かえ支援機構」
が実施する「マ
イホーム借上げ
制度」等と連携
した空き家活用
の促進

・「空き家等対
策計画（仮称）」
の策定・推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①空き家活
用・流通支
援等補助金
の補助件数

②「マイホ
ーム借上げ
制度」等と
連携した空
き家の活用
件数

①
47件
（26年度）

②
―

①
100件

②
10件

○ 733 都市計
画局

2 多世代が交
流できるコ
ミュニティ
ひろばとし
ての再整備
など，地域
の状況に応
じたちびっ
こひろばの
有効活用

　「ちびっこひろば」について，現在進めている実
態調査の結果を基に，多世代が交流できるコミュ
ニティひろばとしての再整備など，地域の状況に
応じた有効活用について検討する。

・実態調査

・再整備素案の
検討

⇒

・有効活用，再
整備に向けたワ
ークショップ

⇒

⇒

・再整備

⇒

⇒

⇒

⇒

再整備件数 ― 6件 ○ ― 文化市
民局

3 集会所新築
等補助金制
度の拡充

　集会所新築等補助金制度を拡充し，集会所を持
たない民間の集合住宅において，空きスペース等
を集会所に転用する場合に，工事費用の一部を助
成することにより，集合住宅内のコミュニティづ
くりを支援する。

・制度の拡充及
び運用

・運用 ⇒ ⇒ ⇒ 転用に対す
る助成件数

― 5件 ○ 86 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 市営住宅の
住戸等を活
用した地域
コミュニ
ティを活性
化するため
の場づくり

　市営住宅の土地・建物を地域のまちづくり資産
として位置付け，周辺地域とのコミュニティ形成
に向けて，その活動の場となる福祉施設等の併設・
転用や住戸・店舗の転用による機能の導入も視野
に入れて，大学や地域等と連携し，更なる市営住
宅の機能の充実を図る。

・地域コミュニ
ティが活性化す
る機能の導入

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 中・大規模
の市営住宅
のうち周辺
地域とのコ
ミュニティ
形成に資す
る活動の場
を有する団
地数

25団地 52団地
（31年度）

○ 11 都市計
画局



101 いのちとくらしを守る戦略

重点戦略　安心・安全と生きがいを実感できる「いのちとくらしを守る戦略」
　重点プロジェクト

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 市民ぐるみ
で健康づく
りに取り組
む　「世界
一健康長寿
のまち・京
都」推進プ
ロジェクト

　市民の健康寿命を平均寿命に近づけ，年齢を重
ねても，ひとりひとりのいのちが輝き，地域の支
え手としても活躍できる，活力ある地域社会の実
現を目指す。このため，市民参加の下で「健康長
寿のまち」の分かりやすい目標を設定し，その普
及に努めるとともに，幅広い市民団体や企業等が
参加する「健康長寿のまち・京都市民会議」と連
携し，「身体活動・スポーツ」や「食」，「口腔ケア」
等に関わる取組を通じて，ライフステージ等に応
じた健康づくりを市民ぐるみで推進する。

・「健康長寿の
まち・京都推進
本部」における
事業の推進

・「健康長寿の
まち・京都市民
会議」の設立

・目標（キャッ
チコピー）及び
ロゴマークの普
及促進

・ポータルサイ
トによる情報発
信

・健康ポイント
事業の実施

⇒

・「健康長寿の
まち・京都市民
会議」による取
組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

日常生活に
おいて歩行
又は同等の
身体活動を
1日1時間
以上してい
る人の割合

40～64
歳男性
43.2%

40～64
歳女性
45.4%

65歳以
上男性
57.5%

65歳以
上女性
57.7%

（すべて
26年度）

40～64
歳男性
51%

40～64
歳女性
52%

65歳以
上男性
66%

65歳以
上女性
63%

○ 110 保健福
祉局

2 世界一安心
安全・おも
てなしのま
ち京都 市民
ぐるみ推進
運動の推進 

　市民生活の一層の安心安全の実現とともに，
2020年の東京オリンピック・パラリンピックや関
西ワールドマスターズゲームズ 2021 等の開催を
見据えた観光旅行者等の安心安全の向上による「世
界一安心安全　笑顔でやさしさあふれるおもてな
しのまち京都」を目指す。そのため，市民，京都
市，京都府警察等の連携により，地域の特性，課
題等に応じた行政区単位の犯罪防止等の一層の取
組を全区において実施し，京都ならではの地域力・
人間力をいかした市民ぐるみの運動を推進する。

・全行政区にお
いて「区版運動
プログラム」に
基づく，区の現
状，課題に応じ
た取組の推進

・全市的には緊
急的な対策を講
じる必要のある
犯罪等に対する
取組の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都市内に
おける犯罪
件数（刑法
犯認知件
数）

15,934
件
（27年）

1万5千
件以下

○ 610 文化市
民局



102 いのちとくらしを守る戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 東日本大震
災の教訓を
踏まえ市民
ぐるみで進
める地域防
災力の向上

　女性や若者をはじめ誰もが参加しやすい地域の
防災活動や避難所運営訓練の充実などにより，地
域防災力の一層の向上を図る。

(1) 住民主体の避難所運営訓練の実施と公的
備蓄物資の分散備蓄の推進
　平成 26年度までにすべての避難所におい
て避難所運営マニュアルの策定が完了したこ
とを受けて，住民主体の避難所運営訓練の実
施と訓練結果等を踏まえた運営マニュアルの
充実見直しを実施する。
　併せて，各区役所・支所との連携の下，公
的備蓄物資 ( アルファ化米，飲料水等 ) の学
区の中核となる市立小・中学校等の避難所へ
の分散備蓄を推進する。
　また，施設や物資の提供など，大規模災害
発生時における連携を強化するため，京都市
と各種団体との災害協定締結を更に進める。

・避難所運営訓
練の実施及び訓
練結果を踏まえ
た運営マニュア
ルの充実見直し

・分散備蓄の推
進

・各種団体との
災害協定締結の
推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①避難所運
営訓練実施
割合

②市立小・中
学校等の学校
備蓄割合

①
42%
（26年度）

②
39%

①
100%

②
100%

○ 339 行財政
局

(2) 若者・女性が活躍し，地域から頼られる
消防団活動の更なる充実
　若年層，女性，事業所，公務員等をターゲッ
トに消防団への加入を促進するとともに，「消
防団充実強化実行チーム」の取組をサポート
して消防団の活性化を図る。
　また，消防団が地域との連携を強化し，効
果的な市民指導，実戦的な活動の充実を図る。

・学生，女性，事
業所，公務員を
対象とした消防
団への加入促進

・消防団充実強
化実行チームへ
のサポートの推
進

・消防団員の教
育・訓練の充実

・消防団装備の
強化

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①消防団員
の平均年齢

②消防団員
の充足率

①
48.9
歳

②
85.7%

①
45.76
歳

②
90%

○ 105 消防局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 東日本大震
災の教訓を
踏まえ市民
ぐるみで進
める地域防
災力の向上

　女性や若者をはじめ誰もが参加しやすい地域の
防災活動や避難所運営訓練の充実などにより，地
域防災力の一層の向上を図る。

(3) 防災行動マニュアルの策定・実践を通じ
た自主防災組織の更なる防災力向上
　自主防災会の防災計画である防災行動マ
ニュアル（地震，水災害，土砂災害）の策定
を推進するとともに，マニュアルに基づく訓
練等の実践を図る。

・防災行動マニ
ュアルの策定支
援

・防災訓練の実
施支援

⇒

⇒

・防災行動マニ
ュアルの見直し
等の支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①地域ごと
に求められ
るマニュア
ル（地震・
水災害・土
砂災害）の
全てを策定
した自主防
災会の数

②各地域で
策定した防
災行動マ
ニュアルに
基づき大規
模災害を想
定した訓練
を実施した
自主防災会
数

①
―

②
―

①
全 227
自主防
災会
（29年度）

②
全 227
自主防
災会
（31年度）

○ 5 消防局

(4) 年代に応じた防災カリキュラムによる幼
少年期からの防災教育の充実
　若年層を対象に幼年の段階から，年代に応
じた防災知識，防災技術を身に着けていただ
けるよう，系統立てた防災指導のカリキュラ
ムを策定し，運用する。

・関係局，学識
経験者を含めた
検討会議の立ち
上げ

・検討及びモデ
ル園・校におけ
る検証

・防災指導のカ
リキュラムを
策定

・策定したカリ
キュラムによる
防災指導の全市
展開

⇒ ⇒

年齢別防災
指導カリ
キュラムを
提供した
園・校の割
合

― 100% ○ 11 消防局



104 いのちとくらしを守る戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 東日本大震
災の教訓を
踏まえ市民
ぐるみで進
める地域防
災力の向上

　女性や若者をはじめ誰もが参加しやすい地域の
防災活動や避難所運営訓練の充実などにより，地
域防災力の一層の向上を図る。

(5) 災害への我が事意識を高める防災体験の
機会充実
　市民防災センターや消防活動総合センター
の利用促進を図り，市民の防災体験の機会に
ついて充実を図る。

・市民防災セン
ター及び消防活
動総合センター
の利用促進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 市民防災セ
ンター入館
者数

104,892
人
（26年度）

【参考】
99,587人
（22～26
年度の平
均値）

10万
人以上
を維持

○ 715 消防局

(6) 災害ボランティアセンターによる共助の
力をいかした災害支援活動の強化
　市や各区の災害ボランティアセンターの活
動を通じ，市民による自発的なボランティア
活動を，災害発生時における被災者への支援
や被災地の復旧・復興につなげる。
　平常時には運営訓練等を通じて，災害ボラ
ンティア活動の普及啓発，情報提供，人材育
成等の取組を進めるとともに，災害時には，
ホームページ等による災害ボランティアの募
集やコーディネート，関係団体等との連絡調
整等を行う。

・災害時対応の
環境整備

・訓練，研修に
よる災害ボラン
ティアの人材育
成，普及啓発，
情報発信

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

市・区災害
ボランティ
アセンター
運営訓練実
施センター
数

12
箇所

12
箇所

○ 10 文化市
民局
保健福
祉局



105 いのちとくらしを守る戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 東日本大震
災の教訓を
踏まえ市民
ぐるみで進
める地域防
災力の向上

　女性や若者をはじめ誰もが参加しやすい地域の
防災活動や避難所運営訓練の充実などにより，地
域防災力の一層の向上を図る。

(7) 飼い主とペットが一緒に避難できる避難
所の受入体制強化
　災害時において，動物愛護等の観点から，
飼い主が責任を持ってペットを連れて避難で
きるよう，各避難所の運営協議会等の代表者
に対し，ペット受入れの可否やルールづくり，
地域住民への周知などの体制整備を働きかけ
るとともに，避難所での健康管理等，飼い主
へのペット避難対策に係る啓発を積極的に実
施する。

・避難所の運営
協議会等の代表
者に対する受入
体制整備の働き
かけ

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ペット受入
可能な避難
所数

29
箇所

全 423
箇所

○ ― 行財政
局
保健福
祉局

4 雨に強いま
ちづくりの
推進

　近年多発する集中豪雨等による浸水被害を最小
化するため，「「雨に強いまちづくり」推進行動計画」
に基づき，「ながす」，「ためる・しみこませる」，「く
みだす」，「つたえる・にげる」，「そなえる・まもる」
をキーワードに， ハード対策とソフト対策を組み
合わせた総合的な対策を実施する。 

(1) 河川の整備及び効果的な維持管理による
治水安全度の向上
　市内を流れる都市基盤河川※の河川改修を
進めるとともに，国・府の管理河川（40河川）
の改修についても，国・府に要望し，連携し
て進める。
　また，「普通河川整備プログラム」（対象河
川 :8河川）に基づき，護岸のかさ上げなど局
所的な対策や，抜本的な河川改修等を実施す
る。

※都市基盤河川：本来，国や都道府県が整備
や管理する一級河川のうち，治水対策を迅速
に進めるため，市が直接工事を実施できるよ
う指定した河川

・都市基盤河川
設計，工事他
（西羽束師川，
旧安祥寺川等）

・普通河川
設計，工事他
（竹田川，泉川
等）
(西ノ川完成）

・国・府への要望

⇒

⇒

⇒

⇒
（旧安祥寺川（JR
東海道本線交
差周辺部）完成）

⇒
（泉川完成）

⇒

⇒
（新川完成）

⇒

⇒

⇒

⇒
（奥殿川完成）

⇒

①都市基盤
河川整備率

②「普通河
川整備プロ
グラム」の
対象河川（8
河川）にお
ける整備完
了河川数

①
61.3%

②
3河川

①
65.7%

②
6河川

○ 6,111 建設局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 雨に強いま
ちづくりの
推進

　近年多発する集中豪雨等による浸水被害を最小
化するため，「「雨に強いまちづくり」推進行動計画」
に基づき，「ながす」，「ためる・しみこませる」，「く
みだす」，「つたえる・にげる」，「そなえる・まもる」
をキーワードに， ハード対策とソフト対策を組み
合わせた総合的な対策を実施する。 

(2) 下水道における雨水幹線等の整備による
浸水対策の推進
　京都市「雨に強いまちづくり」推進行動計
画に基づき，雨水幹線等の整備を進め，市内
で合計 50万㎥超の雨水貯留量を確保するこ
とで，雨に強い安全・安心なまちづくりを推
進する。

・塩小路幹線，
山科三条雨水幹
線の整備工事完
了

・新川6号幹線，
花見小路幹線，
山 科 川 13―1
号雨水幹線の整
備工事実施

・伏見第3導水
きょの整備工事
実施

⇒

⇒

・工事完了

⇒ ・工事完了

主要な雨水
幹線等によ
る貯留量

410,600
㎥
（26年度）

506,000
㎥

○ 20,929 上下水
道局

(3) 集中監視システムを活用した排水機場の
適切な運転管理及び計画的な修繕
　本市が管理している主要な排水機場の機器
の状況や河川の水位等を集中管理センターで
一元的に監視する。
　加えて，長寿命化計画に基づき，計画的な
修繕により，排水機場の安定的な運転を行う。

・システム運用
開始

・計画に基づく
修繕

・適切な運転管
理

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 3,332 建設局

(4) 防災マップ (水災害編 )改訂版の全戸配布
　洪水浸水想定区域等の水害ハザード情報に
加えて，新たに策定する避難勧告等の発令を
判断する具体的な基準などを掲載した防災
マップ（水災害編）を全戸配布するとともに，
ホームページで公開することにより，市民の
適切な避難行動を支援する。

・防災マップ（水
災害編）改訂版
の作成

・改訂版の全戸
配布

・改訂版のホー
ムページでの公
開

⇒ ⇒ ⇒

防災マップ
（水災害編）
改訂版の配
布率

― 100% ○ 24 行財政
局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 雨に強いま
ちづくりの
推進

　近年多発する集中豪雨等による浸水被害を最小
化するため，「「雨に強いまちづくり」推進行動計画」
に基づき，「ながす」，「ためる・しみこませる」，「く
みだす」，「つたえる・にげる」，「そなえる・まもる」
をキーワードに， ハード対策とソフト対策を組み
合わせた総合的な対策を実施する。 

(5) 水防体制の強化
　関係機関との連携強化のもとに，水防訓練
を実施するなど，水防団の水防技術の向上及
び水防団・区域住民の水防意識の向上を図る。

・水防訓練の実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 水防訓練の
実施回数

毎年 1
回

毎年 1
回

○ 70 建設局

5 ひと・もの
の交流促進
とまちの持
続的成長を
支えるため
の道路整備
の推進

　より効率的・効果的に事業を進めるため，必要
な点検，見直しを行ったうえで，安心・安全を確
保し，ひと・ものの交流促進とまちの持続的な成
長を支えるための道路整備を推進する。

(1) 北部山間地域の「北半環状ルート」にお
ける道路改良や待避所の設置
　高雄から京北，花脊等を経由し鞍馬に至る，
国道 162 号や国道 477 号，京都広河原美山
線等からなるルートの道路改良や待避所の設
置を推進する。

（事業中の箇所）
・国道 162号（高雄改良第 1・3工区）
・京都広河原美山線（鞍馬北工区）

・用地買収，設
計，工事他
（国道162号（高
雄改良第 1・3
工区）完成）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 1,843 建設局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 ひと・もの
の交流促進
とまちの持
続的成長を
支えるため
の道路整備
の推進

　より効率的・効果的に事業を進めるため，必要
な点検，見直しを行ったうえで，安心・安全を確
保し，ひと・ものの交流促進とまちの持続的な成
長を支えるための道路整備を推進する。

(2) 山科から洛西を結ぶ「南半環状ルート」
の完成に向けた事業中区間の整備推進
　山科から六地蔵，横大路等を経由し洛西に
至る，外環状線や中山石見線等からなるルー
トやこれを補完するルートの整備を推進す
る。

（事業中の箇所）
・中山石見線（洛西ニュータウン～伏見向日
町線）
・伏見向日町線（外環状線～中山石見線）
・御陵六地蔵線（伏見山科区界～醍醐小栗栖
線）
・大津宇治線（合場川付近～桃山石田線）
・桃山石田線（外環状線～大津宇治線）

・用地買収，設
計，工事他

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 5,688 建設局

(3) 市街地におけるミッシングリンク（未整
備区間）の解消等による幹線道路網の充実
　幹線道路網における未整備区間の整備を推
進する。

（事業中の箇所）
・本町下高松通（師団街道～本町通）
・北泉通（川端通～松ヶ崎東通）
・山陰街道（久世梅津北野線～府道桂停車場
線）
・羽束師橋関連道路（第 1工区）

・用地買収，設
計，工事他
（本町下高松通
（師団街道～本
町通）完成）

⇒
（北泉通（川端
通～松ヶ崎東通）
完成）

⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 2,912 建設局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 ひと・もの
の交流促進
とまちの持
続的成長を
支えるため
の道路整備
の推進

　より効率的・効果的に事業を進めるため，必要
な点検，見直しを行ったうえで，安心・安全を確
保し，ひと・ものの交流促進とまちの持続的な成
長を支えるための道路整備を推進する。

(4) 京都高速道路の抜本的な見直しと南北方
向のボトルネック解消など交通課題への対応
　部分的な車線減少等に伴う，道路交通に支
障をきたす箇所の整備を推進する。

（事業中の箇所）
・鴨川東岸線（第 2工区）
・鴨川東岸線（第 3工区）

・用地買収，設
計，工事他

⇒
（鴨川東岸線（第
2工区）完成）

⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― 5,902 建設局

6 歴史都市京
都における
密集市街地
・細街路の
防災まちづ
くり

　災害時に避難や救助に支障を来たす恐れのある
密集市街地や細街路において，地域をはじめ，専
門家や民間事業者と行政との協働の下，総合的な
空き家対策とも連携を図りながら，防災上の課題
を共有するまちあるきや課題解決のための意見交
換など防災まちづくり活動を促進するとともに，
耐震・防火改修や避難経路の確保，防災ひろばの
整備などの具体的改善を推進し，京都の風情を生
かしつつ，災害に強く，住みよいまちを実現する。

・地域主体の防
災まちづくり活
動の推進

・避難経路確保
や防災ひろば整
備等の推進

・京都にふさわ
しい密集市街地
再生事業の検討
及び推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

防災上課題
のある地
区・路線に
おいて，具
体的な対策
の推進に取
り組む地区
の数

9地区 22地区 ○ 696 都市計
画局
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　柱 1　市民ひとりひとりが尊重される社会の実現

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 人権文化推
進計画に基
づく人権教
育・啓発の
取組充実

　人権文化推進計画に基づき，すべてのひとの人
権を尊重する「人権文化の息づくまち・京都」を
めざして，「人権教育・啓発」，「人権保障」，「人権
相談・救済」などの事業を着実に推進する。

・計画に基づく
事業の推進

⇒ ⇒ ⇒

・計画の中間見
直し検討

・中間見直し後
の計画に基づく
事業の推進

人権文化の
構築に関わ
る取組とし
て全庁で実
施する新規
及び改善等
の事業の数

23事業 23事業
以上

○ 292 文化市
民局

2 ドメス
ティック・
バイオレン
ス（DV）対
策の充実

　京都市ドメスティック・バイオレンス（DV）※

相談支援センターによるDV被害者に対する相談，
情報提供，緊急時の安全確保，関係機関との連携等，
DV被害者に対し，継続的な支援を実施する。
　また，若年層の啓発や被害者とその子どもの自
立に向けた支援に重点を置いた取組を行う。

※DV（Domestic Violence）: 配偶者・交際相手
等からの暴力

・若年層への啓
発の実施

・被害者とその
子どもの自立に
向けた支援の実
施

・その他計画（
改定版）に基づ
く事業の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都市DV
相談支援セ
ンターでの
DV電話相
談やカウン
セリングの
実施の認知
度

18.1%
(26年度）

35% ○ 248 文化市
民局

3 国籍や文化
の違いを超
えて互いに
理解し尊重
しあう多文
化共生のま
ちづくりの
推進

　外国籍や多様な文化的背景を持つ市民がくらし
やすいまちづくりを促進するため，多言語による
行政情報の提供・相談事業をはじめとするコミュ
ニケーション支援や，生活支援を充実させる。
　また，特定の民族や国籍の人々を排斥する差別
的な言動，いわゆるヘイトスピーチを許さず，市
民がさまざまな国の文化に対する関心や理解を深
めるとともに，外国籍市民等が地域社会で活躍で
きる機会を創出することにより，多文化共生を推
進する。

・多言語による
行政情報の提
供・相談事業の
推進

・京都市地域・
多文化交流ネッ
トワーク促進事
業における地域
交流・多文化交
流の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

京都市地
域・多文化
交流ネット
ワーク促進
事業におけ
る参加者数

354人
（26年度）

504人 ○ 139 総合企
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 ニート，ひ
きこもり，
不登校など
の社会生活
を円滑に営
むうえでの
困難を有す
る子ども・
若者への支
援の推進

　ニート，ひきこもり，不登校など社会生活を円
滑に営むうえでの困難を有する若者に関する幅広
い相談に対応する「子ども・若者総合相談窓口」，
子ども・若者支援に関連する分野の関係機関から
構成する「子ども・若者支援地域協議会」を運営
する。
　また，支援地域協議会における支援全般につい
て主導的役割を果たす「子ども・若者指定支援機関」
に本市が独自に配置した「支援コーディネーター」
が，教育，福祉，医療，雇用等の関係機関やNPO
等の民間団体との連携により，子ども・若者の社
会的自立を目的として，家族も含め継続的に支援
する。

・「子ども・若者
支援地域協議
会」等の運営

・「支援コーディ
ネーター」によ
る支援

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

困難を有す
る子ども・
若者が自立
に向け改善
した割合

64%
(26年度）

70% ○ 210 文化市
民局

5 すべての人
が生活しや
すい社会の
実現に向け
た「みやこ
ユニバー
サルデザイ
ン」及び障
害者差別解
消法の理念
に基づく取
組の推進

　みやこユニバーサルデザイン※推進条例や障害者
差別解消法の理念の下，各指針及び審議会等での
意見，更には，議員提案により，平成 28年 3月に
制定された「京都市手話言語がつなぐ心豊かな共
生社会を目指す条例」を踏まえ，さまざまな事業
の展開を通じて，その考え方を普及させるととも
に，本市，事業者，市民等による主体的な取組や
適切な対応を促進する。

※ユニバーサルデザイン : 製品や施設等を，すべ
てのひとが利用しやすいデザインにすることをめ
ざす考え方

（UD推進）
・市民，事業者
への啓発

・市民，事業者
等の取組やアイ
デアの評価及び
支援

・学校における
UD学習の普及
促進

・庁内における
UDの取組の推
進  

（差別解消）
・「京都市対応
要領」に基づく
庁内の取組の推
進

・市民や事業者
に向けた法の趣
旨及び障害の理
解促進等に関す
る周知啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①本市が発行
する市民向け
印刷物の情報
保障配慮率

②「障害の理
解が進み，障
害のある人も
ない人も，認
め合い，支え
合ってくらし
やすいまちに
なっている。」
と思う市民の
割合

①
66.4%

②
26.1%

①
100%

②
30%

○ 45 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 障害のある
ひと等への
虐待の未然
防止，早期
発見，早期
対応の推進

　「障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支
援等に関する法律」に基づき，虐待の予防，早期
発見，保護，関係機関の連携強化等の虐待防止対
策に係る体制整備を図るとともに，市民向けの広
報，啓発活動を行う。
　また，「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対
する支援等に関する法律」に基づき，高齢者が虐
待を受けることなく安心して地域社会で生活して
いけるよう，相談機能の充実や関係機関との連携
を更に推進する。

・虐待に関する
周知・啓発，研
修会等の実施

・虐待の予防，
早期発見，保護，
関係機関の連携
強化等の虐待防
止対策に係る体 
制の再構築

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

虐待防止に
関する会議
及び研修会
の開催回数

14回 14回
以上

○ 16 保健福
祉局
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　柱 2　高齢者や障害のあるひとなどへの福祉の充実

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 地域あんし
ん支援員に
よる寄り添
い型支援体
制の充実

　社会的孤立の状態にあり，制度の狭間や支援の
拒否といった，福祉的な支援が必要であるにもか
かわらず，支援につながっていない方等に対して，
継続して寄り添いながら，地域や関係機関と連携・
協働し，適切な支援に結びつける「地域あんしん
支援員」の増員により，支援体制の充実を図る。

・地域あんしん
支援員による支
援

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 支援ケース
数

47件 170件 ○ 251 保健福
祉局

2 障害のある
ひとへの
24時間相
談体制の確
立（障害者
地域生活支
援拠点の運
営）

　地域における障害のある人の生活支援を図るた
め，障害者地域生活支援センター等において少な
くとも 1箇所の障害者地域生活支援拠点を設置し，
土日祝日等の開所を行う。また，深夜・早朝等の
時間帯における相談体制を確保するための専用電
話を設置する。

・障害者地域生活
支援拠点に社会
福祉士等の相談
員を配置

・緊急時の対応
方法に係るマニ
ュアルの作成

・専用電話の設
置

・障害者地域生
活支援拠点及び
専用電話の運営

⇒ ⇒ ⇒ 障害者地域
生活支援拠
点への利用
者登録件数

57件 150件 ○ 28 保健福
祉局

3 はあと・フ
レンズ・プ
ロジェクト
をはじめ障
害のあるひ
とへの就労
支援の更な
る推進

　障害のある人が，社会的に自立し，かつ生きが
いを持って働くことができる社会の実現に向けて，
引き続き，オール京都体制での就労支援，一般就
労の促進，職場定着に向けた支援，福祉的就労の
底上げを図る。

・京都市障害者
就労支援推進
会議の開催

・障害者就労支
援プロモート事
業及び障害者職
場実習・チャレ
ンジ雇用推進事
業等の実施

・京都市障害者
職場定着支援等
推進センターの
運営

・はあと・フレ
ンズ・プロジェ
クト推進事業等
の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

福祉施設から
一般就労への
移行者数

110人
（26年度）

163人
（29年度）

○ 250 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 グループ
ホームをは
じめ障害の
あるひとが
地域で安心
して暮らせ
る施設の設
置促進

　障害のあるひとが地域のなかで自立した生活を
送るために重要な役割を果たしている障害者グ
ループホーム等，障害のあるひとが身近に利用で
きる施設の設置を促進する。

・障害者グルー
プホーム等，障
害のあるひとが
身近に利用でき
る施設の設置促
進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 障害者グ
ループホー
ムのサービ
ス利用実績

536人
（26年度）

854人 ○ 727 保健福
祉局

5 地域リハビリ
テーション推
進センター，
こころの健康
増進センター
及び児童福祉
センターの施
設一体化を契
機とした機能
充実

　地域リハビリテーション推進センター，こころ
の健康増進センター及び児童福祉センターの施設
一体化を契機に，各施設の機能充実だけでなく，
身体・知的・精神「3障害」相談窓口の設置による「ワ
ンストップ」化を実現し，いわゆる「3障害」の「重複」
や「はざま」への適切な支援の実施，及び障害「児」
施策から障害「者」施策への円滑な移行など，切
れ目のない相談や支援について検討する。

・基本構想策定 ・基本計画策定 ・基本設計及び
実施設計

・実施設計

・土壌汚染調査

・既存建物除却

・埋蔵文化財調
査等

・工事着手 ― ― ― ― 保健福
祉局

6 高齢や障害
のために，
地域での生
活に不安の
あるひとの
権利を守る
「成年後見
支援センタ
ー」・「日常
生活自立支
援事業」に
よる権利擁
護の推進

　認知症高齢者，知的障害者及び精神障害者の方々
など，判断能力が不十分な方々の地域生活を支え
るため，成年後見支援センターにおいて成年後見
制度の普及啓発，相談対応，手続に係る支援など，
ワンストップサービスを提供するとともに，国基
準に基づく各区社会福祉協議会の人員増により運
営体制を強化し，日常生活自立支援事業の推進を
図る。

・日常生活自立
支援事業の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 日常生活自
立支援事業
利用者数

718人
（26年度）

884人
（28年度）

○ 757 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

7 高齢者を支
える生活支
援サービス
の充実・強
化

　29年度から「介護予防・日常生活支援総合事業」
（以下「総合事業」という。）を実施し，現行相当
の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護等と住
民等による多様なサービスを総合的に提供して行
く。
　総合事業の実施に当たっては，必要な方に必要
なサービスが適切に提供していけるよう，関係機
関等との協働の下，京都の地域力を生かした生活
支援サービスの充実・強化に取り組む。

・総合事業の実
施に向けた生活
支援サービスの
充実・強化

・総合事業の実
施

⇒ ⇒ ⇒ 住民主体
サービスの
実施団体数
等（高齢者
の居場所設
置数）

236箇
所

400箇
所

○ 64 保健福
祉局

8 高齢者が住
み慣れた地
域において
医療や介護
等のサービ
スを切れ目
なく提供す
る「京都市
版地域包括
ケアシステ
ム」の構築

　医療，介護等のあらゆる関係者が参画する支援
ネットワークである「地域ケア会議」について，
これまでの学区や区域，市域を単位としたものに
加え，日常生活圏域を標準とした会議を設置する
など，地域のネットワーク構築はもとより，地域
で必要とされるサービスの把握や対応等に取り組
み，京都市版地域包括ケアシステムの構築を一層
進める。

・地域ケア会議
における地域課
題解決に向けた
取組の検討・実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 地域ケア会
議等におい
て地域課題
の解決に向
けた取組を
実施する地
域包括支援
センター数

― 61セン
ター

○ 32 保健福
祉局

9 医療・介護・
福祉の連携
による認知
症対策の充
実

　今後一層増加が見込まれる認知症高齢者への支
援体制を構築するため，かかりつけ医への助言，
地域における医療と介護の連携の推進役となる「認
知症サポート医」や，認知症の知識や正しい理解
の普及啓発を図るため「認知症サポーター（認知
症あんしんサポーター）」の更なる養成を進める。
　また，京都市版認知症ケアパスを活用しながら，
認知症初期支援の充実や認知症高齢者の行方不明
（徘徊）対応などの取組を進める。

・認知症サポー
ト医の養成

・認知症サポー
ター（認知症あ
んしんサポータ
ー）の養成

・認知症初期支
援の充実

・行方不明（徘
徊）対応の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①認知症サ
ポート医の
養成数

②認知症サ
ポーター（認
知症あんし
んサポータ
ー）養成数

① 35
人

②
60,870
人

① 61
人

②
102,500
人

○ 52 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

10 特別養護老
人ホームを
はじめとす
る介護サー
ビス基盤の
充実

　高齢者保健福祉施策を総合的に推進するための
計画である「京都市民長寿すこやかプラン」に基
づき，介護を必要とする高齢者が地域で安心して
生活できるよう，特別養護老人ホーム等の介護保
険施設や地域密着型サービスの介護サービス基盤
整備を進める。

・介護保険施設，
地域密着型サー
ビスの整備

⇒

・第7期京都市
民長寿すこやか
プラン（30 ～
32 年度）の策
定

⇒ ⇒ ⇒ ①特別養護
老人ホーム
整備数

②介護老人
保健施設整
備数

③認知症高
齢者グルー
プホーム整
備数

①
5,667
人

②
4,292
人

③
1,804
人

①
6,105
人

②
4,426
人

③
2,299 
人

（すべて
29年度）

○ 7,296 保健福
祉局

11 介護・福祉
を支える担
い手の育
成・確保支
援

　本格的な超高齢社会を迎えるなか，介護・福祉
を支える担い手の確保ができるよう，社会福祉施
設職員等とともに，福祉職場の採用担当者を対象
とした研修等の実施や就労支援などを進める。

・あらゆる世代
への介護職場の
魅力発信

・就労支援

・研修等の実施

・介護ロボット
の導入促進

⇒

⇒

⇒

・第 7期京都市
民長寿すこやか
プラン（30 ～
32 年度）の策
定

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

介護・福祉
人材の確保
数

― 7,000
人
（29年度）

○ 33 保健福
祉局

12 高齢者に配
慮した住宅
の普及促進
や高齢者が
賃貸住宅へ
円滑に入居
するための
支援の充実

　不動産関係団体及び福祉関係団体との協働によ
り，住宅と福祉の両面から，高齢者の入居を拒ま
ない民間の賃貸住宅の普及を促進するとともに，
高齢者が安心してこれらの住宅に入居できるよう，
高齢者向けの住宅情報の提供を行う。さらに，単
身高齢者等に低廉な空き物件の紹介と日常的な生
活相談や見守り等を行う高齢者住まい・生活支援
モデル事業について，事業内容の検証等を行い，
モデル事業終了後も，継続的・発展的に取り組める，
持続可能な事業スキームを構築する。

・高齢者住まい・
生活支援モデル
事業の検証，持
続可能なスキー
ムの構築

・モデル事業の
検証を踏まえた
継続的・発展的
な取組の実施

⇒ ⇒ ⇒ 高齢者の入
居を拒まな
い民間賃貸
住宅の戸数

7,097
戸
（26年度）

9,245
戸

○ 5 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

13 生活保護受
給者及び生
活困窮者に
対する自立
支援の強化

　市民生活のセーフティネット機能の一層の充実
強化を図るため，民間キャリアカウンセラーによ
る就労意欲を喚起するカウンセリングや，福祉・
就労支援コーナーの全区役所・支所への設置も見
据えた，ハローワークとの一体型運営の更なる強
化により，生活保護受給者及び生活困窮者を就労
につなげる取組を推進する。

・自立支援施策
実施体制規模の
見直し

・福祉事務所と
ハローワークの
一体型運営の実
施

・一体型運営の
実施箇所増設を
国へ提案

・生活保護受給
者及び生活困窮
者支援の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

就労支援事
業等の活用
により就労
を開始した
生活保護受
給者及び生
活困窮者の
人数

1,956
人
（26年度）

1,983
人

○ 1,019 保健福
祉局
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　柱 3　社会参加，身体活動・スポーツ，豊かな食生活などにより健やかで生きがいを実感できる健康長寿のまちづくり

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 高齢者が地
域の支え手
として活躍
できる仕組
みづくり

　より多くの高齢者が地域の支え手としていきい
きと活躍できるよう，担い手養成研修を実施する
とともに，担い手マッチングシステムを稼働させ，
担い手として活動したい高齢者と，こうした方々
の活動を求めている団体とのマッチングを行う。

・担い手養成研
修の実施

・担い手マッチ
ングシステムの
稼働

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

担い手養成
研修受講者
数

― 2,000
人
（31年度）

○ 46 保健福
祉局

2 より使いや
すく持続可
能な敬老乗
車証制度の
構築

　「敬老乗車証制度の今後の在り方」についての審
議会の答申や市民意見募集の結果等を踏まえとり
まとめた「基本的な考え方」に基づき，ICカード
化などの利便性向上と持続性を両立した制度を検
討し，構築する。

・制度の検討
（構築時期未定）

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ― ― ― ― 保健福
祉局

3 健全な食生
活の実践及
び地域と連
携した食育
事業の推進

　保健センター，保育所，学校，地域等における
料理教室等の体験活動や食文化の継承，食を通じ
た健康づくり，環境負荷の低減等，地域に密着し
た食育推進の担い手となる食育指導員の自主的な
活動を支援する。
　また，栄養教室やホームページ等を通じて食育
の普及啓発を推進するほか，市内給食施設の栄養
管理の支援や事業者と連携した飲食店に対する健
康的な食事メニュー作りの普及を図る。

・食育指導員の
養成及び自主的
な活動支援の拡
充

・「京・食ねっと」
からの情報発信

・給食施設への
栄養管理指導・
支援

・食の健康づくり
応援店の募集・
登録

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

食育指導員
の活動回数

1,171
回
（26年度）

1,500
回

○ 75 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 人と動物と
の共生社会
の推進

　平成 27 年 4月に設置した「京都動物愛護セン
ター」を京都の動物愛護行政の拠点施設として，
全ての犬猫の譲渡・返還を目指し，府市共同で広
域的な適正飼養に係る普及啓発事業を実施する。
　また，動物愛護団体やボランティアスタッフと
連携し，同センターに多数の来場者を迎え，セン
ターの運営をより多くの方に支えていただく仕組
みを構築するとともに，犬猫等のふん尿被害対策
をはじめとした動物による迷惑事象を防止するた
めの適正飼養等を推進することで「人と動物とが
共生できるうるおいのある豊かな社会」の実現を
目指す。

・京都動物愛護
センターの運営

・京都方式によ
る犬の譲渡や一
時預かりボラン
ティアとの連携
による猫の譲渡
など譲渡事業の
推進

・京都動物愛護
憲章の普及啓発

・動物との共生
に向けたマナー
等に関する条例
に基づく取組の
推進

・マイクロチッ
プ装着の普及

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

犬及び猫の
譲渡・返還
率

犬
97.3%
猫
7.7%
（26年度）

犬
97%
猫
10%
（30年度）

○ 233 保健福
祉局

5 肝炎対策の
充実

　肝炎ウイルス（B型・C型）の土曜検査の実施等，
市民の利便性を考慮しながら肝炎検査の実施体制
の充実に努めるとともに，陽性となった方への定
期的なフォローアップを行い，適切な治療につな
げる。

・肝炎ウィルス
（B 型・C 型 ）
検査の実施及び
市民周知

・陽性患者に対
する定期的なフ
ォローアップの
実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

肝炎検査受
診者数

3,634
人
（26年度）

4,000
人

○ 40 保健福
祉局

6 がん検診の
受診率向上
など市民の
健康づくり
の推進

　がん検診の受診率を向上し，早期発見・早期治
療により大切な命を守るため，がん検診無料クー
ポン券の配布やセット検診，日曜検診など，検診
しやすい環境づくりに取り組むとともに，対象者
への周知啓発を行う。

・保健医療シス
テムを活用した
受診勧奨の実施

・国の指針を踏
まえた総合的な
がん検診のあり
方の検討，実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

がんセット
検診受診者
数

2,524
人
（26年度）

4,000
人

○ 2,438 保健福
祉局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

7 地域社会全
体で取り組
む自殺総合
対策の推進

　「きょう いのち ほっとプラン（京都市自殺総合
対策推進計画）」に基づき，自殺予防週間及び自殺
対策強化月間における重点的な普及啓発をはじめ，
「きょう・こころ・ほっとでんわ」等の相談体制の
充実や，地域で気づきと見守りの中心的役割を担
うゲートキーパーの育成等のさまざまな社会的要
因を踏まえた総合的な自殺総合対策を推進し，家
庭，学校，職場，民間団体等と連携した地域社会
全体の取組として，自殺者数の減少を図る。

・「きょう いの
ち ほっとプラ
ン」の推進及び
評価

・「第2次　きょ
う いのち ほっ
とプラン」の策
定及び推進

・「第2次　きょ
う いのち ほっ
とプラン」の推
進

⇒ ⇒ 自殺者数 247人
（26年）

240人
以下
（28年）

○ 75 保健福
祉局

8 東京オリン
ピック・パ
ラリンピッ
クや関西
ワールドマ
スターズ
ゲームズ
2021等の
大規模国際
スポーツ大
会開催と連
動した生涯
スポーツの
振興

　東京オリンピック・パラリンピック，関西ワー
ルドマスターズゲームズ 2021 等の開催と連動し
て，スポーツツーリズムの推進，オリンピアン・
パラリンピアンによるスポーツ教室等の実施，市
民ボランティアのしくみづくり・裾野拡大などに
取り組む。

・関西ワールド
マスターズゲー
ムズ開催に向け
た取組の推進

・スポーツツー
リズムの推進

・文化プログラ
ムと連携したス
ポーツイベント
の実施

・オリンピアン・
パラリンピアン
によるスポーツ
教室等の実施

・市民ボランテ
ィアのしくみづ
くり・裾野拡大

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①週 1回以
上運動やス
ポーツをす
る市民の割
合

②スポーツ
活動にボラ
ンティアと
して参加し
た市民の割
合

①
53.2%

②
4.4%

①
65%
以上

②
10%
以上

○ 70 文化市
民局



121 いのちとくらしを守る戦略

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

9 年齢や個
性，環境に
応じて誰も
がスポーツ
を楽しむ機
会の提供

　年齢や個性，環境に応じて誰もがスポーツを楽
しむ機会を提供するため，体育振興会，体育協会，
指定管理者，競技団体などのスポーツを支える組
織や団体等との連携・協働により，スポーツを楽
しむプログラムの提供，ウォーキング等の市民の
身近な健康づくりの支援，競技スポーツへの支援
とその魅力の活用などに取り組む。

・ウォーキング
イベント等に関
する情報発信の
充実（京都ツー
デーウォークの
開催等）

・障害の有無に
関わらずスポー
ツを楽しむ機会
の拡充

・親子や多世代
で楽しめるスポ
ーツ機会の拡充

・子どもの多様
なスポーツ体験
機会の創出

・「京都スポーツ
の殿堂」事業の
推進

・プロチームを
はじめとする地
域密着型スポー
ツチームの支援
・振興

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①週 1回以
上運動やス
ポーツをす
る市民の割
合

②市内で直
接スポーツ
を観戦した
市民の割合

①
53.2%

②
38.2%

①
65%
以上

②
50%
以上

○ 10 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

10 府市協調で
進める運動
公園の整備
などスポー
ツ施設の充
実

　京都府との協調による西京極総合運動公園や横
大路運動公園などの整備に加え，水垂運動公園（仮
称）や宝が池公園体育館（仮称）の早期完成を目
指した取組を進める。

・西京極総合運
動や横大路運
動公園の改修

・水垂運動公園
（仮称）の整備
推進

・宝が池公園体
育館（仮称）の
整備推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①週 1回以
上運動やス
ポーツをす
る市民の割
合

②市内で直
接スポーツ
を観戦した
市民の割合

①
53.2%

②
38.2%

①
65%
以上

②
50%
以上

○ ― 文化市
民局

11 「京都マラ
ソン」の更
なる定着・
発展

　市民ランナーが都大路を駆け抜ける「京都マラ
ソン」を，参加者，応援者，市民が一体となり盛
り上がる大会として開催し，市民スポーツの振興，
健康増進はもとより，京都経済の活性化，京都ブ
ランドの更なる向上を図る。

・京都マラソン
の開催

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・第 10 回記念
プログラムの検
討

京都マラソ
ンに携わっ
た人数

53万 4
千人

53万 4
千人
以上

○ 2,010 文化市
民局
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　柱 4　市民の安心・安全なくらしを守るしくみの充実

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 地域におけ
る犯罪及び
事故を未然
に防止する
ための生活
安全施策の
推進

　「互いに助けあう，犯罪や事故が少ないまち」の
実現を目指し，次の取組を推進する。
・学区の安心安全ネットワークを定着，発展させる
ため「学区の安心安全ネット継続応援事業」を行う。
・多様な人材確保のため，学生防犯ボランティアの
支援などを行う。
・市民に脅威を与える暴力団の不当な影響を排除す
るための条例に基づく取組を推進する。

・学区の安心安
全ネット継続応
援事業の実施

・学生防犯ボラ
ンティア支援等
の実施

・暴力団を排除
するための取組
と周知・啓発

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

「事故や犯
罪を防ぐた
めの自治会
や警察，京
都市などの
取組により，
安全にくら
せるまちに
なっている」
と思う市民
の割合

46% 50% ○ 41 文化市
民局

2 交通安全市
民運動など
京都市交通
安全基本条
例に基づく
啓発活動の
推進

　京都市交通安全基本条例及び京都市交通安全計
画に基づき，市民，事業者，警察等との連携の下，
市民ひとりひとりの交通安全意識の普及，高揚を
図る。

・交通事故防止
等に関する啓発

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 交通事故に
よる死傷者
数

6,886
人
(27年)

5,900
人

○ 104 文化市
民局

3 「京都市通
学路交通安
全プログラ
ム」に基づ
く通学路の
安全対策の
推進

　「京都市通学路交通安全プログラム」に基づき，
児童が安全に安心して通学できる通学路の交通安
全対策を，計画的・継続的に実施する。

・区画線の補修，
ポストコーンの
設置等の通学路
整備

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ プログラム
に基づく対
策実施箇所

26箇
所
(27年度・
単年度)

150 箇
所

○ 713 建設局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

4 繁華街にお
ける飲食店
等による客
引き行為等
対策の推進

　「京都市客引き行為等の禁止等に関する条例」に
より，市内全域において客引き行為等を行わない
よう事業者の責務を定めるとともに，客引き行為
等禁止区域を指定し，当該区域における客引き行
為等を禁止する。
　上記禁止区域において，客引き行為等対策指導
員が巡回し，行為者や事業者への指導・勧告・禁
止命令・公表・過料徴収を行う。
　地域の商店会等や自治組織が客引き行為等対策
のために自主的なパトロールを行う場合には，物
品支給等により支援するほか，路面標示，チラシ
等による制度周知の徹底を図る。

・客引き行為等
に対する指導等

・禁止区域の指
定

・客引き行為者
数等実態調査

・自主的な活動
の支援

・路面標示等に
よる制度の周知

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

客引き行為
等の行為者
数（1km当
たり）

10.8 人 5.4 人 ○ 82 文化市
民局

5 犯罪被害者
等支援策の
推進

　犯罪被害者やその家族又は遺族が元の平穏な生
活を取り戻すため，犯罪被害者等支援条例に基づ
き，犯罪被害者総合相談窓口の設置，生活困窮者
に対する生活資金の給付，精神的被害の早期回復
のために専門外来の設置，住居の提供などの支援
策を実施する。
　また，社会全体で犯罪被害者を支えるため，「い
のちを考える教室」等による教育活動や，「犯罪被
害者週間」をはじめとした啓発事業を実施する。

・犯罪被害者等
支援策の実施

・教育活動及び
啓発事業の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

総合相談窓
口支援件数

1,129
件
(26年度)

1,300
件

○ 54 文化市
民局

6 京都市路上
喫煙等の禁
止等に関す
る条例に基
づく喫煙マ
ナーの向上

　路上喫煙の防止の取組の推進により，路上喫煙
によるやけど等の被害を未然に防止するなど，安
心・安全に暮らせるまちづくりを目指す。
　また，市民や外国人を含む観光旅行者等に「市
内全域で路上喫煙はいけない」という認識を広げ
るため，掲示物や観光雑誌等により啓発するとと
もに，喫煙場所を設置し，吸うひとも吸わないひ
とも気持ち良く暮らせるよう，喫煙マナーの向上
を図る。

・条例の周知・
啓発（観光雑誌
やフリーペーパ
ーへの啓発記事
の掲載，啓発チ
ラシの配布・配
架，ステッカー
や路面表示，ホ
ームページ等）

・過料徴収

・喫煙場所の設
置

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

路上喫煙
率（通行人
1万人当た
り）

8人 8人以
下を維
持

○ 260 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

7 有害鳥獣に
よる農林
業，市民生
活への被害
対策の推進

　有害鳥獣による被害の軽減を図るため，従来の
有害鳥獣対策に取り組むとともに，地域ぐるみの
被害対策を支援し，農林業や市民生活への被害を
受けにくい地域づくりを推進する。

・有害鳥獣対策
の実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 農林作物の
被害額

92,136
千円
（26年度）

72,000
千円

○ 667 産業観
光局

8 世代やライ
フスタイル
等に応じた
消費者教育
の推進

　消費者被害に遭わないだけでなく，持続可能な
社会の形成に積極的に参画する消費者を育成する
ための行動計画である「ともに考え・学び・行動
する　消費生活プラン（京都市消費者教育推進計
画）」に基づき，関係団体等とも連携し，年齢階層
やライフスタイルに応じた消費者教育を推進する。

・「ともに考え・
学び・行動する
消費生活プラン
」に基づく取組
の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・次期消費生活
基本計画（計画
期間平成 33年
度～）の策定

・社会のニーズ
に応じた消費者
教育の推進

講座・イベ
ントに参加
したことに
より，消費
者問題への
理解や関心
を深めたひ
との割合

92.3% 92.8% ○ 110 文化市
民局

9 消費者被害
の未然防
止，拡大防
止等を図る
ための消費
生活相談の
推進

　消費者被害の未然防止・拡大防止や被害からの
救済を図るための消費生活相談について，今後の
利用者のニーズや社会の動向等を踏まえながら，
より適切な相談体制等を検討するなど，更なる充
実を図る。

・消費生活相談
業務の実施

・相談事業の更
なる充実

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

・次期消費生活
基本計画（計画
期間平成 33年
度～）の策定

人口 10万
人あたりの
相談件数

604件 547件 ○ 44 文化市
民局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

10 食の安全性
の確保と安
心できる食
生活の実現
に向けた取
組の推進

　食品の生産から販売・消費に至る各段階におい
て，主に行政による監視指導や検査の実施及び事
業者による自主的な衛生管理の推進等の様々な取
組により「食の安全性の確保」を図るとともに，
市民や観光旅行者等に対し，食の安全安心に関す
るリスクコミュニケーションや正確かつ適切な情
報発信を行うことで「安心できる食生活の実現」
を目指す。

・監視指導や検
査の実施及び事
業者による自主
衛生管理の推進

・リスクコミュ
ニケーションの
充実及び正確か
つ適切な食の安
全安心情報の発
信

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

参加型リス
クコミュニ
ケーション
事業参加者
数

209人
（26年度）

400人 ◯ 24 保健福
祉局

11 新たな感染
症等の健康
危機事案へ
の対応力の
強化

　エボラ出血熱やMERS，新型インフルエンザ，
デング熱等の新たな感染症の万一の市内発生に備
え，関係機関との連携を図るとともに，対策マニュ
アルの策定や机上・実地訓練の実施，感染防護具
等の整備を通じて，総合的な対応力を強化する。

・各感染症対応
マニュアル等の
整備

・医療機関等関
係団体との連携

・迅速かつ正確
な情報発信

・感染防護具等
の整備

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

関係職員向
け研修等実
施回数

9回 15回 ○ 10 保健福
祉局

12 専門家派遣
や改修助成
など，分譲
マンション
を適切に維
持管理する
ための支援
の推進

　分譲マンションの管理組合を対象に，共用部分
のバリアフリー改修助成や建替え・大規模修繕に
係るアドバイザー派遣等の支援を行い，分譲マン
ションの適切な維持管理の推進と安全で良質な住
宅ストックの形成を図る。

・共用部分バリ
アフリー改修助
成の実施

・建替え・大規
模修繕アドバイ
ザー派遣の実施

・分譲マンショ
ン管理支援の実
施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①分譲マン
ションの共用
部分バリアフ
リー改修助成
の件数

②分譲マン
ションへアド
バイザー・専
門家を派遣し
た件数

① 7件

② 12
件

① 7件
以上

② 12
件以上

○ 82 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

13 既存住宅の
流通やリ
フォームの
促進

　環境への視点や住み継ぐためのしくみづくりに
不可欠な既存住宅の活用に当たり，戸建て住宅だ
けでなく分譲マンションを含め，安心して既存住
宅の取得やリフォームができるための維持管理情
報の整備・公表，検査・評価制度の普及等の市場
環境の整備を進め，住宅ストックの活用を促す。
また，リフォームに対する関心を高め，安心して
取り組んでもらうための住まい情報の提供やアド
バイスを行うとともに，省エネリフォームに対す
る助成を行う。

・市民が安心し
てリフォームを
実施できる環境
の整備

・リフォームの
ためのアドバイ
ス制度の実施

・既存住宅の省
エネリフォーム
に対する助成　

⇒

⇒　

⇒

⇒

⇒　

⇒

⇒

⇒　

⇒

⇒

⇒　

⇒

当該年度に
リフォーム
の減税制度
の利用を開
始した件数

36件
（27年度・
単年度）

250件 ○ 432 都市計
画局

14 事故や急病
から大切な
人を救うた
めの救命講
習の実施

　安心救急ネット京都及び応急救護分団と連携を
図りながら，事業所，自主防災組織，学校関係者
等に対して救命講習を実施する。

・救命講習の実
施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 救命講習修
了者数

37,951
人
（26年度）

34,000
人以上
を維持

○ 37 消防局

15 緊急を要す
る人を 1秒
でも早く助
ける救急体
制の強化

　四条消防出張所を地方独立行政法人京都市立病
院の敷地内へ移転し，高度救急救護車を配備した，
救急隊専用の消防出張所に転換する。
  また，救急隊を増隊するとともに，救急車の適正
利用について市民啓発を行う。

・四条消防出張
所の移転工事，
運用開始

・救急隊の増隊

・救急車適正利
用の啓発

・運用

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

救急隊の現
場到着時間

6分 32
秒
（27年）

6分 30
秒台以
下
（32年）

○ 191 消防局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

16 焼死者ゼロ
を目指した
取組と市
民・地域が
主体となっ
た放火され
ないまちづ
くりの推進

　京都に住み，学び，働き，訪れる全ての人々の
生命を守り，「火災による死者を出さない安心・安
全のまち・京都」を実現するため，関係機関との
連携を強化し，ハード・ソフト両面からの多様な
焼死者防止対策を推進する。
 　改正した京都市火災予防条例に基づき，放火火
災の防止に向け，市民の主体的な取組を推進する。
　また，過去の放火火災の発生状況の分析結果に
基づき，効果的な市民啓発等を実施するとともに，
地域力を活かした放火防止対策の充実を図る。

・高齢者等への
防火指導

・防火防炎物品
の普及啓発

・市民を主体と
する放火防止対
策の推進

・「世界一安心
安全・おもて
なしのまち京都　
市民ぐるみ推進
運動」における
放火防止対策の
推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①火災によ
る死者
【参考】
11.6 人
（22年～26年
の平均値）

②放火火災
件数
【参考】
48件
（22年～26年
の平均値）

③人口 1万
人当たりの
火災件数

① 5人

② 39
件

③ 1.6
件

（すべて
27年）

① 7人
以下

② 40
件以下

③ 1.5
件以下

（すべて
32年）

〇 200 消防局

17 ICT等を活
用した市民
との協働に
よる公共土
木施設の維
持管理

　スマートフォンなど ICTを活用し，道路等公共
土木施設の異常を市民がスムーズに通報できるア
プリの運用をはじめ，市民と行政が協働で公共土
木施設を維持管理していくためのしくみをつくり，
安心・安全なまちづくりの取組を推進する。

・アプリの配信，
本格運用

・市民協働によ
る維持管理の推
進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

ICTを活用
した市民協
働による維
持管理への
参加者数

― 5,000
人

○ 27 建設局

18 公共土木施
設のマネジ
メントの推
進による安
全かつ効率
的な維持管
理

　道路・河川・公園などの公共土木施設について，
施設の長寿命化によるライフサイクルコストの縮
減や修繕等の優先順位を検討するなど，効率的か
つ効果的な維持管理を実施する。

・施設ごとの長
寿命化修繕計画
（個別施設計画）
の策定・推進

・公共土木施設
の維持管理を総
合的に捉えた，
効率的かつ効果
的な取組の推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

個別施設計
画の策定数

2施設
（26年度）

8施設 ○ 6,364 建設局
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　柱 5　いざというときに備える防災・減災対策の充実

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 危機管理セ
ンター（仮
称）開設を
見据えた新
たな災害対
策本部体制
の構築

　東日本大震災等の大規模災害への対応の教訓や
本市における災害対策本部運用訓練の成果を生か
して，これまでの平常時の業務体制を基本とした
各局別の災害対策本部体制を見直し，「被災者救援」
「食料物資供給支援」「生活基盤対策」「帰宅困難者
支援」等の対策班の下で関係する局が連携して災
害対応を行う縦割りを排した組織横断的な災害対
策本部体制を構築する。

・これまでの災
害対策本部運用
訓練等を踏まえ
た地域防災計画
の見直し内容の
検討

・組織横断的な
災害対策本部構
築のための地域
防災計画の見直
し

・地域防災計画
の見直しを踏ま
えた災害対策本
部要綱の見直し

・新設の危機管
理センター（仮
称）における組
織横断的な災害
対策本部運用訓
練の実施

・訓練の継続実
施と訓練結果等
を踏まえた地域
防災計画等の見
直し

― ― ― ― 行財政
局

2 市民にも利
用しやすい
防災情報シ
ステム・防
災行政無線
の整備

　危機管理センター（仮称）の新設にあわせ，避
難所等において，災害対策本部からの情報を一斉
に受信できる設備の配備や民間サービスを積極的
に活用し，避難所運営の主体となる市民にも利用
しやすい携帯電話の配備等により，防災情報シス
テム・防災行政無線を整備する。

・基本設計 ・実施設計 施工 ・運用 ⇒ ― ― ― 595 行財政
局

3 高齢者や障
害のあるひ
となど避難
行動要支援
者への情報
伝達の充実

　緊急速報メールの受信機能がある携帯電話を所
持していない高齢者等の避難行動要支援者に対し
て，本市独自の多メディア一斉送信システムを活
用し，固定電話やファックスで，避難情報等を緊
急速報メールと同様にタイムリーに配信する。

多メディア一斉
送信システム登
録者への避難情
報等の配信

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 多メディア
一斉送信シ
ステムへの
登録者が所
在する自主
防災会数

62自
主防災
会

227自
主防災
会

○ 34 行財政
局

4 「まちの匠」
の知恵を生
かし，地域
と連携しな
がら市民，
事業者と共
に取り組む
民間建築物
の耐震化の
推進

　京都市建築物耐震改修促進計画に基づき，支援
制度を有効に活用した住宅・建築物の耐震化を強
力に進め，市民の命と暮らしを守る。
　住宅の耐震化施策については，省エネや創エネ
等の関連施策とも更に連携を深めながら，リフォー
ムに併せて手軽に利用できる「まちの匠の知恵を
活かした京都型耐震リフォーム支援事業」を核と
して取組を進め，職人の仕事起こしにもつなげる
とともに，「まちの匠」と地域が連携して住宅耐震
化の啓発に取り組む学区を支援し，災害に強い安
心なまちをつくる。

・耐震改修を支
援する助成制度
の充実

・市民，地域，
事業者，行政が
一体となった普
及啓発，情報発
信等の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①耐震診断
士派遣事業
その他の耐
震支援事業
の利用件数

②耐震改修
助成事業件
数

①
313件
(26年度）

②
562件
(26年度）

①
500件

②
900件

○ 3,554 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

5 保育所など
社会福祉施
設耐震化の
推進

　地震による建築物の倒壊等の被害から民間社会
福祉施設の利用者をはじめとする市民の生命，身
体及び財産を保護するため，保育所をはじめ，社
会福祉施設の耐震化を推進する。

・京都市民間社
会福祉施設等耐
震診断助成事業
の実施

・京都市民営保
育園等耐震化促
進事業（民営保
育園耐震改修経
費）の実施

・京都市民間社
会福祉施設耐震
化促進事業（民
間社会福祉施設
耐震改修経費）
の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

耐震化計画
対象施設に
おける耐震
化率

66.0% 91.8% ○ 1,860 保健福
祉局

6 定期的な点
検，査察の
強化による
既存建築物
の安心安全
対策の推進

　京都市建築物安心安全実施計画に基づき，災害
や建築物の事故から市民のいのちとくらしを守り，
誰もが安心して暮らすことができ，充実した社会
活動を展開できるまちの実現を目指す。この目標
に向け，京都のまちを構成する既存建築物の情報
の集約を加速させ，これらを有効に活用して普及
啓発や指導等を進めることにより，市民・事業者
の主体的な取組を促し，既存建築物の安全性の向
上を図る。

・拡大する定期
報告対象建築
物の所有者等へ
の周知及び定期
報告対象建築
物の拡大

・定期報告情報
の公表の検討

・既存建築物の
査察強化

・既存建築物の
情報データベー
スの更新

⇒

・定期報告情報
の公表

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①既存建築
物の定期報
告件数

②査察等の
調査件数

①
2,422
件
(26年度）

②
759
件
(26年度）

①
8,000
件

②
2,000
件

○ 81 都市計
画局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

7 UPZ内の防
護対策をは
じめとする
原子力防災
対策の推進

　地域防災計画 ( 原子力災害対策編 ) に基づき，
UPZ※内地域において，原子力防災訓練の実施や
訓練結果等を踏まえた避難マニュアルの見直し等
を行うとともに，国，府とも連携し，UPZ内外の
防護対策に必要な緊急時モニタリング体制の整備
等を推進する。
　併せて，舞鶴市からの広域避難の受入れ体制の
整備を進める。

※UPZ（Urgent Protective action planning 
Zone）: 緊急時防護措置を準備する区域（原子力
発電所から概ね半径 30㎞を目安とする区域）

・UPZ内地域に
おける原子力防
災訓練の実施及
び訓練結果等を
踏まえた避難マ
ニュアルの見直
し

・緊急時にモニ
タリングをはじ
めとする業務に
従事可能な知識
・技術を有する
職員養成のため
の研修会の実施

・舞鶴市からの
広域避難受入
体制の整備

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①避難マ
ニュアルの
検証及び原
子力防災訓
練の実施回
数

②緊急時モ
ニタリング
体制の整備
に関する研
修回数

③広域避難
訓練の実施
回数

①毎年
1回

②毎年
2回

③―

①毎年
1回

②毎年
3回

③毎年
1回

○ 10 行財政
局

8 観光ボラン
ティアガイ
ド等との協
力による文
化財防災対
策の推進

　バスガイド，観光ボランティアガイド等に対し，
消防隊，救急隊が到着するまでの間，初期消火や
応急手当などを円滑に実施できる「文化財防災マ
イスター」の養成研修を行う。
　また，研修後 3年を経過した文化財防災マイス
ターを対象としてフォローアップ研修を行う。

・文化財防災マ
イスター研修の
実施

・既受講者に対
するフォローア
ップ研修の実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒ ⇒

文化財防災
マイスター
養成人数

366人 700人
（31年度）

○ 4 消防局

9 学生自らの
防災力を高
める「京都
学生消防サ
ポーター」
制度の充実

　市内の大学・短大生等を対象に防火・防災研修
を行い，一定の知識・技能を取得したと認めた者
にライセンスを授与する制度を導入し，学生のま
ち・京都ならではの地域防災力の向上を図るとと
もに，学生の消防団への加入促進を図る。

・京都学生消防
サポーターライ
センス制度の導
入

・学生に対する
防火・防災研修
の実施，ライセ
ンスの授与

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

京都学生消
防サポー
ターライセ
ンス取得者
数

― 100人 ○ 5 消防局
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　柱 6　いのちとくらしを支える都市基盤の整備

NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

1 市民のいの
ちとくらし
を守るため
の道路，橋
りょう，ト
ンネル等の
防災・老朽
化対策の推
進

　緊急輸送道路等の都市防災上重要な道路， 橋
りょう等に対し斜面崩落対策，耐震補強等を推進
し，災害時でも通行機能を確保するなど，効率的・
効果的な維持管理を推進し，市民の安心・安全の
確保を図る。

・耐震補強，老
朽化修繕工事

・防災カルテを
活用した道路防
災点検パトロー
ル及び重要路線
の防災対策工事

・トンネル補修
工事

・横断歩道橋補
修工事

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①プログラ
ムに基づき
補強・補修
工事を完了
する橋りょ
う数

②防災カル
テによる要
対策箇所の
うち対策済
箇所数

③長寿命化
修繕計画に
基づくトン
ネルの修繕
数

④長寿命化
修繕計画に
基づく横断
歩道橋の修
繕数

①32橋

②
30箇所

③
―

④
―

①90橋

②
90箇所

③
13箇所
（29年度）

④
11箇所
（31年度）

○ 22,531 建設局

2 路面下空洞
調査及び空
洞箇所の対
策の実施に
よる安心・
安全な市民
生活の確保
と緊急時の
輸送ルート
の確保

　四条通・烏丸通に加え，緊急輸送道路において
路面下空洞調査※を実施するとともに，発見した空
洞箇所を直ちに埋めるなど，早期に補修すること
で，安心・安全な市民生活の確保と緊急時の輸送
ルートの確保を図る。

※路面下空洞調査：道路陥没を未然に防ぐために，
道路下の空洞を見つけ出す調査

・空洞補修

・路面下空洞調
査

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

― ― ― 340 建設局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

3 鉄道事業者
と協働で進
める踏切道
の改良によ
る交通渋滞
や踏切事故
の解消及び
地域の活性
化

　阪急京都線の洛西口駅付近連続立体交差化事業
や踏切安全対策を鉄道事業者と協働して推進する。

・交差道路・側
道整備工事完了

・踏切安全対策
の検討・実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

― ― ― 1,176 建設局

4 市営住宅ス
トック総合
活用計画の
推進による
住宅セーフ
ティネット
機能の更な
る充実

　住宅セーフティネットの充実を図るため，京都
市市営住宅ストック総合活用計画に基づいて，中
長期的な視点による計画的な整備・再編を検討・
推進することにより，市営住宅ストックを長く有
効に活用する。
　また，整備と合わせて，子育て支援や賑わいな
ど地域のニーズに応じた機能の導入を図ることで，
活気と魅力ある団地の再生を目指すとともに，地
域の活性化を図る。

・民間活力導入
などによる耐震
化等の更なる推
進

・団地再生の際
に地域ニーズに
応じた機能導入

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①耐震化率

②エレベー
ター等設置
率

③団地再生
の際の地域
ニーズに応
じた機能の
導入団地数

①
73.1%

②
55.3%

③
1団地

①
90%

②
70%

③
2団地

○ 13,078 都市計
画局

5 老朽化した
水道・下水
道施設の計
画的な改築
更新

　老朽化した施設の増加への対応や，災害時にお
ける施設の機能確保のため，水道・下水道施設に
関するマネジメント計画に基づき，浄水場・水環
境保全センターの改築更新を着実に実施するとと
もに，水道配水管・下水道管更新のスピードアッ
プを図る。

《水道》
・老朽化した配
水管や浄水場な
ど，施設の計画
的な改築更新

《下水道》
・老朽化した管
路や水環境保全
センターなど，
施設の計画的な
改築更新

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①《水道》
配水管の更
新率

②《下水道》
下水道管路
調査・改善
率

①
0.9%
（26年度）

②
0.7%
（26年度）

①
1.5%

②
0.8%

○ 81,099 上下水
道局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

6 地震等の災
害に強い水
道・下水道
施設の整備

　浄水場や水環境保全センターの耐震補強や，浄
水場への導水施設の 2系統化などバックアップ体
制を強化することにより，地震等の災害に対して，
被害を最小限にする。
　また，水道管路については，耐震性や耐久性に
優れた高機能ダクタイル鋳鉄管を使用することで
耐震化を図り，下水道管路については，緊急輸送
路下や避難所からの排水を受ける重要な管路の地
震対策等を推進することにより，早期に機能回復
が図れる水道・下水道を構築し，安全・安心な都
市生活を支えていく。

《水道》
・配水管及び重
要な施設の耐震
化

・新山科浄水場
第2導水トンネ
ル築造工事着手

《下水道》
・重要な管路な
ど，施設の耐震
化

⇒

・工事実施

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①《水道》
主要管路の
耐震適合性
管の割合

②《下水道》
下水道管路
地震対策率

①
45.5%
（26年度）

②
57.5%
（26年度）

①
54.0%

②
89.0%

○ 38,415 上下水
道局

7 安全・安心
な生鮮食料
品の流通を
担い，市民
の健康と食
文化，産地
を支える中
央市場の施
設整備の推
進

　中央市場におけるより一層安全で安心な生鮮食
料品（青果物，水産物，食肉）の提供のため，品
質管理や効率的な物流工程を徹底する施設整備を
行い，京都ブランドを確立するとともに，「食育」
等の啓発事業による京の食文化の発信を通じて消
費拡大を図る。

①中央市場
・中央市場施設再整備

②中央市場（食肉市場）
・中央市場（食肉市場）施設再整備
・運営会社の経営改革
・消費拡大・食育推進

①中央市場
・施設整備の推
進

②中央市場（食
肉市場）
・施設整備工事

・運営会社の経
営改革

・消費拡大・食
育推進

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

①青果部及
び水産物部
の年間取扱
金額

②卸売会社
が卸売した
年間取扱頭
数

①
1,064
億円
（26年度）

②
26,456
頭

①
1,096
億円

②
36,000
頭

○ 25,857 産業観
光局
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NO. 事業名 事業概要

年次計画 共汗指標
5年間
総経費

（百万円）
担当局

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 指標名 現況値
（27年度）

目標値
（32年度）

目標値の
種類

単年度 累計

8 火災や自然
災害などか
ら市民を守
る消防署所
の整備

（消防署の整備）
　老朽化が著しい北消防署等の整備を行う。

（消防出張所の整備）　
　狭あい，かつ老朽化が著しい室町消防出張所及
び勧修寺消防出張所の建替え整備を行う。

（京北地域の消防体制の強化）　
　大規模災害発生時の災害機能拠点の強化，区役
所や他部局との情報共有を図るため，非常時に京
北消防出張所の機能を京北合同庁舎内へ一時的に
移転する体制を構築する。

【室町】
・工事

【勧修寺】
・新庁舎実施設
計

・工事，運用開
始

・基本・実施設
計

【室町】
⇒

【勧修寺】
・工事

・運用

⇒

【室町】
・運用開始

【勧修寺】
⇒

⇒

・工事

・他の老朽化施
設の再整備検討

【室町】
・運用

【勧修寺】
・運用開始

⇒

⇒

⇒

【室町】
⇒

【勧修寺】
・運用

⇒

― ― ― 2,287 消防局

9 高い耐震性
能や災害対
策活動の中
枢機能等を
備えた災害
対策の拠点
となる市庁
舎整備の推
進

　市民の安心・安全を守り，耐震性能の不足など，
現市庁舎が抱える様々な課題を解消するため，耐
震性能を備えた「市民のための市役所」を目指し，
市庁舎整備を推進する。
　なお，事業については，「市庁舎整備基本計画」
に基づき，34年度の完了を予定。

・実施設計

・西庁舎解体撤
去工事

・本庁舎建設工
事

・西庁舎建設工
事

・分庁舎建設工
事

⇒

⇒

⇒

⇒

・北庁舎解体撤
去及び建設工事

⇒

⇒

⇒

― ― ― 24,400 行財政
局


